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刊行にあたって 

 

 スポーツ健康科学部は 2010 年４月、スポーツと健康に関わる高度の知識の教育

機関及び身体活動・運動・スポーツに関する学際的な文理融合の研究機関および立

命館大学の 13 番目の学部として、びわこ・くさつキャンパスに開設されました。

同時に大学院スポーツ健康科学研究科博士前期課程が発足し、さらに 2012 年度に

同後期課程が開設されました。今年３月には、学部４期生の卒業を迎え、博士後期

課程３期生修了生を送り出すという、２巡目の学修サイクルを経ることになります。

このように順調な学部・研究科の“あゆみ”がなされたのは、この間の大学全体の教

学改善、研究発展の取り組みを踏まえながら、学部・研究科での熱心な議論と改善

を積み重ねた結果であります。 

 今年、「ヒト・ひと・人を科学し、プロフェッショナルとして未来を拓く」を学

部・研究科のビジョンとしました。このビジョンにもとづき、今後の教育、研究、

国際化、社会連携についての将来構想を練り、さらなる飛躍を遂げるためにこのた

びの「外部評価」を受審しました。評価は、学部・研究科の理念・目的、教員・教

員組織・教育内容・方法・成果、学生の受け入れ、学生支援、教育研究等環境、内

部質保証と多岐に渡ります。 

 外部評価を受審するにあたって、学部・研究科の開設から６年間の教育・研究に

関する成果をまとめ、｢自己点検・評価報告書｣を作成しました。本学部・研究科で

は、創設時より学生が行なう｢学びの実態調査｣と教職員が行なう｢教職員アンケー

ト｣を定期的に実施しており、今回の自己点検・評価について定量的な評価が可能と

なりました。 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック、2021 年関西ワールドマスターズゲ

ームに向けて、より一層、国民のスポーツ・健康への関心が高まり、さらにそのエ

ビデンス獲得のための研究活動が求められることが期待される時期において、外部

評価をしていただけたことは本学部・研究科にとって本当に有意義でありました。 

実施期間の制約等があったにも関わらず、友添秀則委員長をはじめとする外部評

価委員会の先生方には、示唆に富んだ「外部評価結果報告書」をおまとめいただき

ました。同報告書は、本学部・研究科が作成した「自己点検・評価報告書」をご参

照の上、教職員との意見交換、教員、院生、学部生からの聞き取り調査、授業参観、

施設見学などを実施していただき、委員の経験や識見等に基づいて作成いただいた



ものです。頂戴した評価ならびに提言を、学部・研究科の教職員一同、しっかりと

受け止め、今後の学部・研究科の将来構想、改革に反映させていただく所存です。 

 最後に、外部評価委員会の先生方をはじめとしてご協力いただいた関係各位に、

この場を借りて改めて感謝の意を表します。 
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立命館大学 

スポーツ健康科学部 学部長 

スポーツ健康科学研究科 研究科長 

伊坂 忠夫 
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序 章 

 
スポーツ健康科学部は 2010 年４月に、スポーツと健康に関わる高度の知識の教育機関お

よび、身体活動・運動・スポーツに関する学際的な文理融合の研究機関および立命館大学の

13 番目の学部としてびわこ・くさつキャンパスに開設された。さらに 2020 年開催予定の

東京オリンピック・パラリンピックに向けて、よりいっそう、国民のスポーツ・健康への関

心が高まり、そのエビデンス獲得のための研究活動が、本学部・研究科に求められることが

感じられる。 
英文学科名に、あえて複数形を意味する“s”を用いず、“Faculty of Sport and Health 

Science”としたのは、スポーツおよび健康に関する既存科学の集合体ではなく、新しいス

ポーツ健康科学という学問分野を構築するというチャレンジングな意思を示している。 
本学部は、1985 年頃から標榜されてきた“Evidenced-based Medicine”の流れをくむ身体

活動・運動・スポーツと健康の証左から、行政機関には新しい保健政策を，個人には望まし

い生活習慣を提案する科学を国民に普及定着を行う“伝道師”を養成することを目的として

開設された。３回生、４回生では将来のキャリアを意識したゆるやかなコース制を取ってい

るが、既成の所謂、“体育系学部”の就職先に就職したとしても、その就職先を“スポーツ・

運動・身体活動で健康にする”という学部の理念を達成することができるようなカリキュラ

ム体制となっている。 
本学部では学生が、このような本学部の理念を理解して学べることが可能となるように、

１回生から 25 名程度の小集団教育を行い、学生と教員の距離をなるべく近くする仕組みを

とってきた。また、各教員・職員がＦＤ活動等を通じて、定期的に学部のアドミッション・

ポリシー、カリキュラム・ポリシーおよびディプロマ・ポリシーを相互確認してきた。また、

異動がある職員についても、教職協働の理念のもと教員と共同のＦＤ活動を通じて、方向性

を保つ努力を行ってきた。一方、学部創設時の枠組みは変えず、教育結果をできるだけ迅速

に評価をし、それを基に、2014 年度にはカリキュラム改革を行った。 
入試については、比較的基礎学力の高い一般入試による入学者の割合を高めるよう、学内

外における広報活動に積極的に取り組んできた。その成果が顕著となってはいないが、理系

の教学が中心であるという教育内容が受験生や保護者に周知されつつある。今後、その効果

が出てくると期待している。 
入学後、基礎学力の不足している層に対しては、本学の伝統であるピアーエデュケーショ

ンを行い、低学力者の学力の底上げを行うと同時に、指導学生の指導力やリーダーシップの

養成を行っている。また、積極的に取り組んできたプロジェクト英語については、それを行

うのに必要なプログラムとして英語Ｐ０の授業を開講した。 
また積極的学習層に対しては、ＧＡＴ(Grobal Athletic Trainer)プログラムをアメリカ合

衆国の East Strasburg University との間で構築し、両大学の学位を取得すると同時に、ア

メリカ合衆国のアステチックトレーナー資格試験受験資格の取得することができるように

なった。 
このような取り組みを含め、今回外部評価をしていただいた。取り組みが偏っていたり

することを含め、この外部評価でご指摘していただくことは大変、有意義であると確信し
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ています。われわれだけでは気がつかないような重要事項が漏れている可能性も有り、忌

憚のないご意見、ご指摘、アドバイスを賜りますようお願いします。 
最後に、外部評価委員会委員の先生方をはじめとして、ご協力いただいた関係各位に、こ

の場を借りて改めて感謝の意を表します。 
 
2016 年３月 

立命館大学 
スポーツ健康科学部 学部長 

                                         田畑 泉  
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Ⅰ．理念・目的 

 

 

Ⅰ．理念・目的 
 
１．現状の説明 

（１）大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。 

＜１＞理念・目的の明確化 
 立命館大学の理念・目的は、「立命館憲章」、「建学の精神」、「立命館スポーツ宣言」に

おいて、明確に設定されている 1-1 1-2 1-3。 
【立命館憲章】 
 立命館は、西園寺公望を学祖とし、1900 年、中川小十郎によって京都法政学校とし

て創設された。「立命」の名は、『孟子』の「尽心章句」に由来し、立命館は「学問を通

じて、自らの人生を切り拓く修養の場」を意味する。 
 立命館は、建学の精神を「自由と清新」とし、第 2 次世界大戦後、戦争の痛苦の体験

を踏まえて、教学理念を「平和と民主主義」とした。 
立命館は、時代と社会に真摯に向き合い、自主性を貫き、幾多の困難を乗り越えなが

ら、広く内外の協力と支援を得て私立総合学園への道を歩んできた。 
 
 立命館は、アジア太平洋地域に位置する日本の学園として、歴史を誠実に見つめ、国

際相互理解を通じた多文化共生の学園を確立する。 
 立命館は、教育・研究および文化・スポーツ活動を通じて信頼と連帯を育み、地域に

根ざし、国際社会に開かれた学園づくりを進める。 
立命館は、学園運営にあたって、私立の学園であることの特性を活かし、自主、民

主、公正、公開、非暴力の原則を貫き、教職員と学生の参加、校友と父母の協力のもと

に、社会連携を強め、学園の発展に努める。 
 
 立命館は、人類の未来を切り拓くために、学問研究の自由に基づき普遍的な価値の創

造と人類的諸課題の解明に邁進する。その教育にあたっては、建学の精神と教学理念に

基づき、「未来を信じ、未来に生きる」の精神をもって、確かな学力の上に、豊かな個

性を花開かせ、正義と倫理をもった地球市民として活躍できる人間の育成に努める。 
 立命館は、この憲章の本旨を踏まえ、教育・研究機関として世界と日本の平和的・民

主的・持続的発展に貢献する。 
 

2006 年７月 21 日 学校法人 立命館 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 
 

【建学の精神】 
自由と清新 

 
中川小十郎 胸像(朱雀キャンパス) 

 
 立命館学園は、2000 年に創始 130 年、学園創立 100 周年を迎えた、日本の私立

総合学園のなかでも、歴史と伝統をもつ学園のひとつです。立命館学園は、現在、

立命館大学、立命館アジア太平洋大学の 2 つの大学と、立命館小学校、立命館守山

中学校・高等学校、立命館中学校・高等学校、立命館宇治中学校・高等学校および

立命館慶祥中学校・高等学校の 5 つの附属校をもつ総合学園です。 
 立命館の歴史は、近代日本の代表的な政治家で、国際人であった西園寺公望が、

1869（明治 2）年、20 歳の若き日に、京都御苑の邸内に私塾「立命館」を開設した

ことに始まります。その翌年、学生たちの高談放論を危険と見なした時の太政官留

守官の差留命令により立命館は閉校を命じられますが、西園寺の秘書を務めたこと

もある中川小十郎が、その精神を受け継いで、1900 年、勤労者のための夜学校「京

都法政学校」を設立しました。これが学園としての立命館の始まりです。その後、

1913 年、京都法政学校は、西園寺の承諾を得て、「立命館」の名称を継承し、今日

に至っています。 
 中川小十郎は、西園寺の「自由主義と国際主義」の精神を受け継ぎ、「自由にして

清新」な学府、つまり自由にして進取の気風に富んだ学園の創造をめざしました。

この精神は、立命館学園の建学の精神として、今日まで受け継がれ、学園に集う者

の心に息づいています。 
 今日、立命館学園は、わが国でも最も積極的に大学改革、学園創造をすすめる学

園として社会の高い評価を受けています。このような本学園の先進性、創造性は、

まさに「自由と清新」という建学の精神に根ざすものにほかなりません。 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 

【立命館スポーツ宣言】 
 立命館は、スポーツを人類共通の文化としてその意義と価値を享受することが、個

人の幸福と、社会の平和と繁栄にとって不可欠なものであると考え、「立命館憲章」に

基づきスポーツを学園づくりのための重要な要素として位置付ける。 
 立命館は、多様な学びの機会の創造という観点から、スポーツを児童・生徒・学生

の「学びと成長の場」と見なし、スポーツの振興と発展に努めてきた。時代の変化に

対応し、これまで以上に社会の要請に応えることができる人材を育成するとともに、

スポーツの持つ力と役割を改めて学内外に示すことを目的とし、ここに立命館スポー

ツ宣言を定める。 
 
 立命館は、建学の精神と教学理念に基づき、高い水準で、スポーツの振興と発展を

担い「未来を信じ、未来に生きる」の精神をもった人間の育成に努める。 
 立命館は、学祖西園寺公望の「自由主義と国際主義」の精神を受け継ぎ、スポーツ

の持つ力が言葉や文化、さらには民族、国境を越えた相互理解の手段となると考え、

スポーツを通じて、自由にして進取の気風に富んだ国際平和と国際交流に寄与するこ

とのできる地球市民の育成に努める。 
 立命館は、私立の総合学園として、その教育課程においてスポーツをとおした全人

教育を実践するとともに、クラブ・サークルをはじめとした課外自主活動の振興・発

展と環境整備に努める。 
 立命館は、障がいの有無に関わらず、すべての学園構成員に、スポーツに参加する

基本的権利を尊重すると共に、スポーツを日常生活に根付かせ、心身ともに健康な暮

らしのために生涯にわたってスポーツに親しむことを奨励する。 
 立命館は、スポーツの文化価値とその教育における意義を深く認識し、スポーツに

関する諸分野での教育・研究を高い水準で推進し、わが国のスポーツの振興・発展を

リードする存在となるよう努める。 
 立命館は、スポーツが学園の理念を具現化する力を持ち、校友・父母を含む学園関

係者が一体となることに貢献し、学園の発展を促す重要な原動力となると考え、この

振興と発展に努める。 
 立命館は、スポーツを通じて、老若男女を越えた地域コミュニティの形成と発展に

携わり、地域社会の健康で豊かなコミュニティづくりに貢献することを社会的役割の

一つとする。 
2014 年４月９日 
学校法人立命館 

 
 学部の理念・目的に関して、スポーツ健康科学部の人材育成目的として、「スポーツ健

康科学の教育研究を通じて、グローバルな視野とリーダーシップを備え、スポーツ健康科

学分野への理解を持ちつつ、社会の発展に貢献する人間を育成することを目的としま

す。」と明記している 1-4。 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 
 

【スポーツ健康科学部の人材育成目的】 
 スポーツ健康科学の教育研究を通じて、グローバルな視野とリーダーシップを備え、

スポーツ健康科学分野への理解を持ちつつ、社会の発展に貢献する人間を育成すること

を目的とします。 
 
＜２＞実績や資源からみた理念・目的の適切性 
 立命館大学は、立命館憲章において、「未来を信じ、未来に生きる」の精神をもって、

確かな学力のうえに、豊かな個性を花開かせ、正義と倫理をもった地球市民として活躍で

きる人間の育成に努める、と示している 1-1。スポーツ健康科学部においては、それを受

け、「スポーツ健康科学部の人材育成目的」を「スポーツ健康科学の教育研究を通じて、

グローバルな視野とリーダーシップを備え、スポーツ健康科学分野への理解を持ちつつ、

社会の発展に貢献する人間を育成することを目的とします。」と設定している 1-4。 
 また、本学部の目的達成のために、本学部では十分な施設および教員を有している（ス

ポーツ健康科学部ホームページ）1-5 1-6。 
 
＜３＞個性化への対応 
 立命館憲章には、「立命館は、人類の未来を切り拓くために、学問研究の自由に基づき

普遍的な価値の創造と人類的諸課題の解明に邁進する。その教育にあたっては、建学の精

神と教学理念に基づき、「未来を信じ、未来に生きる」の精神をもって、確かな学力の上

に、豊かな個性を花開かせ、正義と倫理をもった地球市民として活躍できる人間の育成に

努める。」とある。これをふまえて、特に、「豊かな個性を花開かせ」ることをふまえて、

スポーツ健康科学部の人材育成目的は「スポーツ健康科学の教育研究を通じて、グローバ

ルな視野とリーダーシップを備え、スポーツ健康科学分野への理解を持ちつつ、社会の発

展に貢献する人間を育成することを目的とします。」と設定されている。 
 個性化への対応に関して、「大学基準協会の点検・評価項目」における「大学基準協会

の提示項目」のなかの「大学基準協会の例示」の「｢評価の視点」に対する補足事項、説

明」には、「・機能分化論への対応」、「・大学の特徴が明確に示されていること」、「・国

際的な教育研究拠点」、「・地域社会に貢献する人材の養成」が示されている。 
 これらのなかで、「・大学の特徴が明確に示されていること」に関しては、立命館憲章

に明記されている。また、「・機能分化論への対応」に関しては、スポーツ健康科学部で

は、「スポーツ健康科学の教育研究を通じて」と対象とする学問分野を明記し、「スポーツ

健康科学分野への理解を持ちつつ」とその学問分野の理解をふまえて教育研究を推進する

ことを明記している。さらに、「・国際的な教育研究拠点」に関しては、「グローバルな視

野」を獲得させ、教育研究を推進すると明記している。そして、「・地域社会に貢献する

人材の養成」に関しては、「リーダーシップを備え…社会の発展に貢献する人間を育成す

ることを目的とします。」と明示し、地域社会に貢献する人材の養成を明記している。 
 スポーツ健康科学部の個性化への対応に関しては、上記のように整理できる。さらに、

具体的に言えば、国際的な教育研究拠点に向けて、専任教員学外研究員制度を活用してい

る 1-7。また、インターンシップ、サービスラーニング等、地域や企業と連携した実践的カ

リキュラムを設定している 1-8。 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 

 
（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構成員（教職員および学生）に周知さ

れ、社会に公表されているか。 
 
＜１＞構成員に対する周知方法と有効性 
 学部の目的は、学修要覧 2015 年度入学者用 1-4に明示されているだけでなく、学部ホー

ムページ 1-9、ならびに教授会にて周知している。周知方法の有効性については、「学びの

実態調査」によって点検している 1-10 1-11 1-12。 
 
＜２＞社会への公表方法 
 学部の目的は、学部ホームページに掲載されている 1-13。 
 
（３）大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っている

か。 
 
 学部の目的の適切性については、「教授会ＦＤ研修会」にて議論している 1-10 1-12。具体

的には、2015 年９月１日に実施した「教授会ＦＤ研修会」1-14における学びの実態調査を

通して、また、2016 年３月１日に実施した「教授会ＦＤ研修会」1-15における学びの実態

調査およびカリキュラム改革に関する議論を通して、学部の目的の適切性について検討し

た。 
 
 
２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点のなかから一つの評価の視点に焦点を

当てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 評価基準は、５段階に設定する。 
④ 評価１、評価２および評価３であった評価項目は改善すべき事項と判断し、評価４お

よび評価５であった評価項目は効果が上がっている事項と判断する。 
⑤ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 なお、評価指標に学生もしくは教職員に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じ

て、以下のように＜アンケートによる評価基準の原則＞を設定し、評価基準として適用す

ることとした。 
 
＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
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 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価

指標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設

定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
＜アンケートによる評価基準の原則：教職員対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が教職員である場合、以下の手続きに従って、評価基準を

設定した。 
 第一に、教職員の回答の 90%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評

価指標に対する肯定的回答の和が 90%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、評価３の得点範囲が、評価４および評価２よりも広いことが適切であると考え

た。 
 第三に、評価３の得点範囲は 20％、評価４および評価２の得点間隔は 10％が適当であ

ると考えた。評価２よりも低い得点を、評価１とすることにした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が教職員である場合の評価基準を、以下のよう

に設定することとした。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 
（１）大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。 
 評価指標に関して、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項

目「スポーツ健康科学部の教育目標は、自分の能力や資質に照らして適切である」を適用

した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
 
 学生を対象とした「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）」において、「スポ

ーツ健康科学部の教育目標は、自分の能力や資質に照らして適切である」の質問項目に対

する肯定的回答は、2014 年度（2015 年１月実施）は評価５（83.2%）、2015 年度（2015
年 12 月実施）は評価５（84.0%）であった。 
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 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が４以上であったことから、「（１）大学・学

部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。」は、効果が上がっている事項

であると判断した。 
 

（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構成員［教職員および学生］に周知さ

れ、社会に公表されているか。 

 評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項目

「スポーツ健康科学部の教育目標は、文章の意味がよく理解できる」を適用した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
 学生を対象とした「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）」において、「スポ

ーツ健康科学部の教育目標は、文章の意味がよく理解できる」の質問項目に対する肯定的

回答は、2014 年度（2015 年１月実施）は評価５（87.2%）、2015 年度（2015 年 12 月実

施）は評価５（87.0%）であった。 
 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が５であったことから、「（２）大学・学部・研

究科等の理念・目的が、大学構成員（教職員および学生）に周知され、社会に公表されて

いるか。」は、効果が上がっている事項と判断した。 
 
（３）大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っている

か。 
 評価指標として、スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞における

質問項目「スポーツ健康科学部の学位授与の方針（教育目標）は教学理念、時代背景の変

化となどを考慮すると内容は適切と思われますか。」を適用した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：教職員対象＞を適用した。 
 教職員を対象としたスポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞におい

て、「スポーツ健康科学部の学位授与の方針(教育目標)は教学理念、時代背景の変化などを

考慮すると内容は適切と思われますか。」の質問項目に対する肯定的回答は、2014 年度

（2015 年１月実施）は評価 ５（92.9%）、2015 年度（2015 年 12 月実施）は評価５

（100.0%）であった。 
 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が５であったことから、「（３）大学・学部・研

究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか。」は、効果が上がっ

ている事項と判断した。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
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３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（１）大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。 

2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構成員［教職員および学生］に周知さ

れ、社会に公表されているか。 
 2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（３）大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っている

か。 
 2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
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Ⅱ．教員・教員組織 
 
１．現状の説明 
 
（１）大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。 
 
＜１＞教員に求める能力・資質等の明確化 
 大学設置基準、大学院設置基準、立命館大学教員任用・昇任規程 2-1、立命館大学教員選

考基準 2-2、教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン

(2010.03.19 大学協議会)2-3、「専任教員の任用と昇任の進め方」（2010.10.12 スポーツ健康

科学部教授会）2-4、「博士課程前期課程、後期課程の審査について」（2014.09.16 スポーツ

健康科学研究科委員会）、「立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性」

（2013.05.14 スポーツ健康科学部教授会）に基づき、募集・昇任を通じた教員組織を整備

している。また、大学設置基準・大学院設置基準上の必要教員数を満たし、設置認可を得

ており、現在も充足している。 
 
【立命館大学教員任用・昇任規程】 

昭和 45 年 11 月 10 日 
規程第 118 号 

第 1 条 新たに教員を任用しようとするときは、教授会は、学部長または研究科長の

提議により３名以上の教員からなる選考委員会を組織するとともに、ひろく

候補者をもとめるものとする。 
    委員会の組織および運営に関する事項は各教授会において別にこれを定め

る。 
第 2 条 選考委員会は、別に定める選考基準にもとづき、候補者について適否を審査

し、教授会にその結果を報告する。 
第 3 条 教授会が選考委員会から審査の結果につき報告を受けたときは、審査のう

え、投票によってその採否を決議し、学部長または研究科長より学長にこれ

を報告する。 
    前項の決議には教授会を構成する教員の４分の３以上が出席し、その３分の

２以上の同意をうることを要する。 
第 4 条 学長は、前条第１項の報告をうけたときは、大学協議会にこれを付議し、そ

の承認を得た上で理事会に具申する。 
第 5 条 教員の職名または所属を変更しようとするときは、第１条ないし第４条の規

定を準用する。 
第 6 条 この規程の改廃は、各教授会、常任理事会の議を経て大学協議会が行う。 
 
附 則 
1 この規程は、昭和 44 年 10 月１日から適用する。 
2 昭和 36 年６月９日規程第 79 号の教員任用規程は、これを廃止する。 
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附 則(昭和 53 年４月 15 日附則第 3 項の削除) 
この規程は、昭和 53 年４月 15 日から施行する。 
 
附 則(2004 年３月 25 日改廃規定新設にともなう一部改正) 
この規程は、2004 年３月 25 日から施行する。 
 
附 則(2008 年６月 20 日総合理工学院設置に伴う一部改正) 
この規程は、2008 年６月 20 日から施行し、2008 年４月１日から適用する。 
 
附 則(2012 年３月 16 日総合理工学院の解消に伴う一部改正) 
この規程は、2012 年４月１日から施行する。 

 
【立命館大学教員選考基準】 

昭和 44 年 12 月 13 日 
第 449 回大学協議会 

第 1 条 本大学教員の任用・昇任にあたっては、大学設置基準第４章「教員の資格」に

より、本基準に基づき選考する。 
第 2 条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学にお

ける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とす

る。 
  (1) 博士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、研

究上の業績を有する者 
  (2) 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 
  (3) 学位規則(昭和 28 年文部省令第９号)第５条の２に規定する専門職学位(外国に

おいて授与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、当該専門職学位の専

攻分野に関する実務上の業績を有する者 
  (4) 大学において、教授、准教授又は専任の講師の経歴(外国におけるこれらに相

当する教員としての経歴を含む。)のある者 
  (5) 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者 
  (6) 専攻分野について、特に優れた知識および経験を有すると認められる者 
第 3 条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学に

おける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とす

る。 
  (1) 前条各号のいずれかに該当する者 
  (2) 大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴(外国におけるこれらに

相当する職員としての経歴を含む。)のある者 
  (3) 修士の学位又は学位規則第５条の２に規定する専門職学位(外国において授与

されたこれらに相当する学位を含む。)を有する者 
  (4) 研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者 
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  (5) 専攻分野について、優れた知識および経験を有すると認められる者 
第 4 条 専任講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 
  (1) 第 2 条又は前条および第５条に規定する教授、准教授又は助教となることので

きる者 
  (2) その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教

育上の能力を有すると認められる者 
第 5 条 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学にお

ける教育を担当するに相応しい教育上の能力を有する者とする。 
  (1) 博士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有する者 
  (2) 専攻分野について、知識および経験を有すると認められる者 
  (3) 上記各号の者に準ずる能力を有すると認められる者 
第 5 条の 2 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学

における教育の補助を担当するに相応しい教育上の能力を有する者とする。 
  (1) 修士の学位または学位規則第５条の２に規定する専門職学位(いずれも外国に

おいて授与されたこれらに相当する学位を含む。)を有する者 
  (2) 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者 
第 6 条 非常勤講師は、専任の教授、准教授、専任講師、助教の基準に準ずる。 
第 7 条 この基準の改廃は、大学協議会が行う。 
 
附 則 
1 この基準は、昭和 44 年 10 月１日から適用する。 
2 第 233 回大学協議会決定の立命館大学教員選考基準は、これを廃止する。 
 
申合事項 
    本選考基準の運用に当たっては、研究、教育をすすめるための組織運営につい

ての参加が十分に考慮されなくてはならない。 
附 則(昭和 61 年４月 11 日専任講師制度設置に伴う改正) 
    この基準は、1986 年４月 11 日から適用する。 
附 則(2004 年３月 25 日改廃規定新設にともなう一部改正) 
    この基準は 2004 年３月 25 日から施行する。 
附 則(2003 年(平成 15 年)4 月 1 日付け『大学設置基準』第 4 章「教員の資格」の一部

改正にともなう改正) 
    この基準は、2004 年 11 月 12 日から施行する。 
附 則(2007 年 12 月 14 日「学校教育法の一部を改正する法律」(平成 17 年法律第 83

号)の施行にともなう一部改正) 
    この基準は、2007 年 12 月 14 日から施行し、2007 年 4 月 1 日から適用する。

ただし、2006 年度以前における経歴に関し、第 2 条第 4 号に「助教授」、第 3
条第 2 号に「助手」の経歴を含むものとする。 

附 則(2013 年 4 月 12 日 助手の追加に伴う一部改正) 
    この基準は、2013 年 4 月 12 日から施行し、2013 年 4 月 1 日から適用する。 
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【教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン】 
 

教負任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン 
 
 ｢立命館大学教員選考基準 j、「立命館大学大学院担当教員選考基準」（2004.11.12 大学

協議会）の運用について、次の通り全学ガイドラインを申し合わせる。 
 
0 基本方針 
(1)「暖昧で、窓意的に運用される可能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けな

いよう特に留意し、要件を満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定

める。 
(2)本ガイドラインが基本とする事項について、研究科内規で別の基準を設定するとき

は、以下の内規例を参考にポイント制を採用するなど客観的指標を設ける。 
 
＜「研究上の業績」に関する内規例＞ 
 以下のうち、〇要件以上を満たすこと。 
 1 著書（単著、編著、共著） （1 冊発行する毎に 1 件とする、もしくは 5 年以 
                内の発行毎に 1 件とする等） 
 2 論文発表数        （5 年以内の発表毎に 1 件とする） 
 3 論文被引用数       （5 年以内の引用につき 1 件とする） 
 4 特許の申請        （5 年以内の申請毎に 1 件とする） 
 5 特許の取得        （取得毎に 1 件とする） 
 6 学会賞などの受賞歴    （5 年以内の受賞毎に 1 件とする） 
 7 国内学会の招聘講演    （5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
 8 国際学会における招聘講演 （5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
 9 科学研究費補助金採択件数および金額 
                （5 年以内の採択額○円以上を 1 件とする） 
 10 その他学外資金獲得件数および金額 
                （5 年以内の獲得額○円以上を 1 件とする） 
 11 特別研究学生の受入数   （5 年以内の受入毎に 1 件とする） 
 12 海外機関との共同研究   （5 年以内の共同研究発表毎に 1 件とする） 

*項目の追加・修正・削除、または項目の細分化とこれに対応した比重の置き方につい

ては、研究科教学の内容に対応して研究科ごとに検討のこと。例えば、国内学会→国

内学会および学術シンポジウム､招聰講演→講演および学術報告､国際学会→国際学

会、学術シンポジウムおよび研究会に修正する、あるいは著書について単著、編著、

共著に対応して各々を何件と数えるか、テキストを含めるか等については研究科別に

具体化する。 
 
 参考）避けるべき表現例 
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 ×当該分野できわめて顕著な業績があること。 
 ×近々に研究成果をまとめ、（博士）学位を取る予定であること。 
 
第 1 章 博士課程前期課程もしくは修士謀程または博士課程後期課程もしくは一貫制博

士課程 
 
1 博士課程前期課程または修士謀程 
 
1－1 博士課程前期課程または修士課程の研究指導を担当または補助する教員の資格*1 
 
*1 博士課程前期課程または修士課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該

当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育研究上の指導能力があると認め 
られる者 
（イ)博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 
（ロ珊究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者 
（ハ)芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 
（二)専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 

 
(イ)の運用について 
（1）「博士の学位」には、外国において授与されたこれに相当する学位を含む。 
（2）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において、研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適

切な本数および「論文」の範囲を定める。 
 
(ロ)の運用について 

（3）「博士の学位」に準ずると認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される

可能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件

を満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定める。 
（4）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に公刊された論文が 3 本あることを基

本とし、研究科内規において、研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、

適切な本数および「論文」の範囲を定める。 
 

(ハ)の運用について 
（5）「高度な技術・技能」と認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を

満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう明確な資格、受賞歴等をもって定

める。 
 
(二)の運用について 
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（6）「専攻分野について、とくに優れた知識および経験」は、「研究上の業績」に以

下の要件を加え、専攻分野に応じ、必要な要件を定めることができる。 
1 ○○の分野において、高度な知識または技能をもって○年間以上の指導的

立場での実務経験 
2 ○○の分野において、学会、公的機関または業界団体等における役員・委

員等として○年間以上の活動経験 
3 ○○の分野に関係する○○、○○または○○の公的資格を用いた○年間以

上の活動経験 
 
本文の運用について 

(7)「高度の教育研究上の指導能力」については、担当する専門分野に関連した学部

（学内外）の授業を通算 3 年以上担当していること。ただし、面接あるいは模

擬授業によって個別に審査し、十分な指導能力があると認められるときは、こ

の限りでない。その他の要件は研究科別に定める。 
(8)職位は、准教授以上とする。 

 
1－2 博士課程前期課程または修士課程で他の大学院または研究所等において研究指導

を行う教員の資格 
立命館大学大学院学則第 8 条第 2 項に基づき他の大学院又は研究所等において研究

指導を行う教員の資格は、1－1 各項を準用し審査を行なうものとし、研究科にお

いて必要と認めたときは、その審査基準を内規として定めることができる。 
 
1－3 博士課程前期課程または修士牒程の研究指導の補助を担当する教員の資格 

1-1 各項を満たす研究指導資格を有する教員のほかに、必要に応じて研究指導の補

助を行い得る教員を置くことができる。当該教員の資格は、1－1 各項の基準に準

じて審査を行なうものとし、研究科において必要と認めたときは、その審査基準を

内規として定めることができる。 
 
2 博士課程後期課程または一貫制博士課程 
2－1 博士課程後期謀程または一貫制博士課程の研究指導を担当または補助する教負の

資格*2 
 
*2 博士課程後期課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該当し、かつ、そ

の担当する専門分野に関し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認めら

れる者 
（イ)博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 
（ロ)研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者 
（ハ)専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 
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(イ)の運用について 
（1）「博士の学位」には、外国において授与されたこれに相当する学位を含む。 
（2）「研究上の顕著な業績」は、過去 5 年間を対象に、博士後期課程および一貫制博士

課程を指導するに相応しい水準の公刊論文が 3 本以上あることを基本とし、研究科

内規において適切な本数および「論文」の範囲を定める。とくに「相応しい水準」

については、研究科教学および専攻分野に対応した客観的指標を研究科別に設定す

る。 
 
(ロ)の運用について 
（3）「博士の学位」に準ずると認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満た

すことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定める。 
（4）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に、博士後期課程および一貫制博士課程を

指導するに相応しい水準の公刊論文が 3 本以上あることを基本とし､研究科内規に

おいて適切な本数および「論文」の範囲を定める。とくに「相応しい水準」につい

ては、研究科教学および専攻分野に対応した客観的指標を研究科別に設定する。 
 
(ハ)の運用について 
（5）「専攻分野について、とくに優れた知識および経験」は、「研究上の業績」に以下

の要件を加え、専攻分野に応じ、必要な要件を定めることができる。 
 1 ○○の分野において、高度な知識または技能をもって○年間以上の指導的立場

での実務経験 
 2 ○○の分野において、学会、公的機関または業界団体等における役員・委員等

として○年間以上の活動経験 
 3 ○○の分野に関係する○○、○○または○○の公的資格を用いた○年間以上の

活動経験 
 
本文の運用について 
（6）「極めて高度の教育研究上の指導能力」については、担当する専門分野に関連した

博士前期課程、修士課程（学内外）の研究指導を通算 1 年以上担当していること。

ただし、面接あるいは模擬授業によって個別に審査し、十分な指導能力があると認

められるときは、この限りでない。その他の要件は研究科別に定める。その他の要

件は研究科別に定める。 
（7)職位は、教授を原則とする。 

 
2－2 博士課程後期課程または一貫制博士課程で他の大学院または研究所等において

研究指導を行う教員の資格 
   立命館大学大学院学則第 8 条第 2 項に基づき他の大学院又は研究所等において

研究指導を行う教員の資格は、2-1 各項を準用し審査を行なうものとし、研究科
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において必要と認めたときは、その審査基準を内規として定めることができ

る。 
 
2－3 博士課程後期諜程または一貫制博士課程の研究指導の補助を担当する教貝の資

格 
   2-1 各項を満たす研究指導資格を有する教員のほかに、必要に応じて研究指導

の補助を行い得る教員を置くことができる。当該教員の資格は、2-1 各項の基準

に準じて審査を行なうものとし、研究科において必要と認めたときは、その審

査基準を内規として定めることができる。 
 

3 博士課程前期課程もしくは修士課程または博士課程後期課程もしくは一貫制博士

課程の購義・演習等の研究指導以外の授業科目を担当する教負の資格 
 

(1)大学院における研究指導を除く科目（講義・演習・実験科目等）を担当する教員

の資格は、当該科目の内容と当該科目担当候補者の教育研究分野との適合性およ

び教育研究業績に基づき、審査を行うものとする。 
 
(2)研究科において必要と認めたときは、(1)の審査における基準を内規として定める

ことができる。 
 

第 2 章 専門職学位課程 
 

1 専門職学位課程を担当する専任教員の資格*3 
 
*3 専門職大学院を担当する教員にあっては、次のいずれかに該当し、かつ、その担

当する専門分野に関し、高度の教育上の指導能力があると認められる者 
（イ)専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 
（ロ)専攻分野について、高度の技術・技能を有する者 
（ハ)専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 

 
(イ)の運用について 
 （1）「教育上の業績」と認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可能

性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満た

すことが第 3 者からも明確にわかるよう明確な資格、受賞歴等をもって定める。 
 
 （2）｢研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において、研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適切

な本数および「論文」の範囲を定める。 
 

19



Ⅱ．教員・教員組織 

 
 

(ロ)の運用について 
 （3）「高度な技術・技能」と認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満

たすことが第 3 者からも明確にわかるよう明確な資格、受賞歴等をもって定め

る。 
 
(ハ)の運用について 
 （4）｢専攻分野について、とくに優れた知識および経験｣は、「研究上の業績｣に以下

の要件を加え、専攻分野に応じ、必要な要件を定めることができる。 
   1 ○○の分野において、高度な知識または技能をもって○年間以上の指導的立

場での実務経験 
   2 ○○の分野において、学会、公的機関または業界団体等における役員・委員

等として○年間以上の活動経験 
   3 ○○の分野に関係する○○，○○または○○の公的資格を用いた○年間以上

の活動経験 
 
本文の運用について 
（5）「高度の教育上の指導能力」については、担当する専門分野に関連した学部（学内

外）の授業を通算 3 年以上担当していること｡ただし､面接あるいは模擬授業によ

って個別に審査し、十分な指導能力があると認められるときは、この限りでな

い。その他の要件は研究科別に定める。 
 
 2 専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格 
 

(1) 専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格は､当該科目の内容と当該科

目担当候補者の教育研究分野または実務分野との適合性および教育研究業績また

は実務経験に基づき、審査を行うものとする。 
(2) 研究科において必要と認めたときは、(1)の審査における基準を内規として定める

ことができる。 
 
第 3 章 審査手続等 
 

(1) 各研究科は毎年度、次年度に前期課程（修士課程)、後期課程および一貫制博士課

程において研究指導または研究指導補助を担当する資格または専門職学位課程に

おける専任教員の資格を新たに取得しようとする教員および前回の資格審査から

5 年を経過する者に対し、その教員の適格性について、内規に基づき「審査委員

会」および「研究科委員会」または「研究科教授会」において厳密な審査を行

う。 
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(2) 前号の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節および第 2 章第 2 節に規定する教員の資

格にあっては、毎年度、科目ごとにその資格に関する審査を行なうものとする。 
 

(3) 審査は､研究者データベースに教員が入力したデータまたは自己申告内容、および

これを証する書面をもって行う。 
 

(4) 研究科内規に定められた基準を満たし「適」と判定された審査結果については、

大学院委員会の議を経て、大学協議会に報告を求める。 
 

(5) 研究科内規に定められた基準を満たさず「不適」と判定した場合において、当該

判定を受けた教員からの申請に応じて、再審査を行うことができる。 
 

(6) 再審査時においても「不適」の判定を受けた者は、翌年度の大学院担当資格を有

さないものとし、本節(1)に基づき行われる次回の定期審査において、再度申請を

行うことができる。 
 

(7) 本節(5)の再審査における基準、手続等は、研究科内規として定める。 
 

(8) 翌年度大学院担当体制については､毎年 2 月末までに大学院委員会および大学協議

会への報告を求める。 
 

(9) 本節(3)から⑧の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節および第 2 章第 2 節に規定する

教員の資格審査にあっては、当該規定を適用しない。 
 

(10) 設置認可後、完成年度を終了するまでは文部科学大臣による教員審査（いわゆる

D○合、D 合、M○合、M 合、科目担当の可)をもって、上記審査を代替しうるこ

ととする。 
 
第 4 章 『立命館大学教員選考基準」における「教授』＊3 任用・昇任について*3 
 
  *3 第 2 条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる

者とする。 
(1) 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む｡）を有

し、研究上の業績を有する者 
(2) 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 
(3) 学位規則(昭和 28 年文部省第 9 号)第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外

国において授与されたこれに相当する学位を含む｡）を有し、当該専門職

学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者 
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(4) 大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴(外国におけるこれらに

相当する教員としての経歴を含む。）のある者 
(5) 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者 
(6) 専攻分野について、特に優れた知識および経験を有すると認められる者 

 
＜第 2 条第 1 号の運用について＞ 
（1）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に、公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において､研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適切な

本数および｢論文」の範囲を定める。 
 
＜第 2 条第 2 号の運用について＞ 
（2）「博士の学位」に準ずると認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満

たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定める。 
  「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に、公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において､研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適切な

本数および｢論文」の範囲を定める。 
 
＜第 2 条本文の運用について＞ 
（3）「大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力」については、担当する

専門分野に関連した授業を、原則として通算 5 年以上担当していること。そのほ

か、教育方法の実践例、作成したカリキュラムや教材あるいは教員相互の授業見

学結果など、「教育実践に関わる諸事実」を基礎に客観的に判断することとし、そ

の他の要件は学部・研究科別に定める。 
 
第 2 条第 3 号ないし第 6 号に関するガイドラインについては、別途定める。 
 

以 上 
 
【博士課程前期課程、後期課程の審査について】 

 
2014.09.09 企画委員会 

2014.09.16 大学院スポーツ健康科学研究科委員会 
 

博士課程前期課程、後期課程の審査について 
 
 立命館大学では、教員の任用、昇任、大学院担当資格に関わっては、大学設置基準な

ど踏まえつつ、学内規程、申し合わせ、ガイドライン、さらには学部・研究科ごとに内

規など定めている。大学院スポーツ健康科学研究科に関わっても、学部、ならびに修士
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課程の内規、および博士課程前期課程、後期課程の設置認可申請を行い、認可され科目

担当体制を確定している。（｢博士課程後期課程の担当資格について(案)｣2011.03.29 大学

院スポーツ健康科学研究科委員会） 
 大学院スポーツ健康科学研究科は､2014 年度に博士課程後期課程も含め､完成年度を迎

え、学内における博士課程前期課程、後期課程の担当資格に関わる審査を行う。 
 なお、担当資格の審査に関わっては、「教員任用基準および大学院担当資格の運用に関

する全学ガイドライン：2010.03.19 大学協議会」（以下、ガイドラインと記す)におい

て、「内規に基づき『審査委員会』および『研究科委員会』または『研究科教授会』にお

いて厳格な審査を行う｡」ことが定められている。これまで、本研究科は、設置認可後、

完成年度を迎えるまでは文部科学大臣による設置認可を受けた審査内容で、上記審査を

代替しうることとしたが、2015 年度からは「教員任用基準および大学院担当資格の運用

に関する全学ガイドライン」に基づいた基準での審査を行う。 
 
1．全学ガイドラインの基本方針 
 「教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン」（2010.03.19
大学協議会)において｢立命館大学教員選考基準｣､｢立命館大学大学院担当教員基準｣

(2004.11.12 大学協議会)の運用について全学ガイドラインを申し合わせた。 
 基本方針は以下の通りである。 
(1)「暖昧で、窓意的に運用される可能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けな

いよう特に留意し、要件を満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定

める。 
(2)本ガイドラインが基本とする事項について、研究科内規で別の基準を設定するとき

は、以下の内規例を参考にポイント制を採用するなど客観的指標を設ける。 
 
＜「研究上の業績」に関する内規例＞ 
以下のうち、○要件以上を満たすこと。 

1 著書（単著、編著、共著）（1 冊発行する毎に 1 件とする、もしくは 5 年以内の発行

毎に 1 件とする等） 
2 論文発表数（5 年以内の発表毎に 1 件とする） 
3 論文被引用数（5 年以内の引用につき 1 件とする） 
4 特許の申請（5 年以内の申請毎に 1 件とする） 
5 特許の取得（取得毎に 1 件とする） 
6 学会賞などの受賞歴（5 年以内の受賞毎に 1 件とする） 
7 国内学会の招聰講演（5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
8 国際学会における招聰講演（5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
9 科学研究費補助金採択件数および金額（5 年以内の採択額○円以上を 1 件とする） 
10 その他学外資金獲得件数および金額（5 年以内の獲得額○円以上を 1 件とする） 
11 特別研究学生の受入数（5 年以内の受入毎に 1 件とする） 
12 海外機関との共同研究（5 年以内の共同研究発表毎に 1 件とする） 

*項目の追加・修正・削除、または項目の細分化とこれに対応した比重の置き方について
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は、研究科教学の内容に対応して研究科毎に検討のこと。例えば、国内学会→国内学会

および学術シンポジウム、招聰講演→講演および学術報告、国際学会→国際学会、学術

シンポジウムおよび研究会に修正する、あるいは著書について単著、編著、共著に対応

して各々を何件と数えるか、テキストを含めるか等については研究科別 
に具体化する。 
 
参考）避けるべき表現例 
×当該分野で極めて顕著な業績があること。 
×近々に研究成果をまとめ、（博士）学位を取る予定であること。 
 
2．スポーツ健康科学研究科審査基準内規（2011 年 3 月 29 日研究科委員会） 
2-1 スポーツ健康科学研究科(修士課程)の担当資格 
(1)研究指導資格(MO 合)について 
「立命館大学大学院担当教員選考基準:2004 年 11 月 12 日、規程第 615 号」が定める下

表の枠内で、細目を①～③の通り定めている． 
 

 博士課程前期課程または修士課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該

当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育研究上の指導能力があると認

められる者 
 
(イ)博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 
(ロ)研究上の業績が（イ）の者に準ずると認められる者 
(ハ)芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 
(二）専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 

 
①立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程前期課程(イ)の運用について 
 「研究上の業績」とは、過去 5 年間を対象に公刊された査読付論文(単著、共著)、査読

なし論文(単著、筆頭著者)が 3 本以上あることとする。あるいは・別表 1 の算定式に基づ

き、4 本以上あることとする。ただし、多様な研究分野と論文数の全国水準についても一

定考慮するものとする。 
②立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程前期課程(ロ)の運用について 
 「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とは、研究分野と論文数の全国水

準に基づき、当事者の研究分野によっては過去 10 年間に公刊された単著、もしくは筆頭

著者の査読付論文が 3 本以上ある場合、あるいは公刊された研究上の単著が 1 冊以上あ

る場合には、「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とみなすことがある。

ただし、多様な研究分野と論文数の全国水準についても一定考慮するものとする。 
③立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程前期課程<本文>の運用について 
 「高度の研究上の指導能力があると認められる者」とは、担当する専門分野に関連し

た学部の授業を、原則として通算 3 年以上担当している者とする。 
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 職位は、原則として教授、もしくは准教授とする。 
 新規任用者で大学等での科目担当経験がない者については、高度の研究上の指導能力

があるか否かについて、研究科委員会で審議の上、決定する。 
 
別表 1 

 5 年以内の公刊・発表・報告・申請・取得等について、算定する。 
 
l.公刊された分担執筆を除く著書(単著、編著、共著)1 冊を論文 2 本、分担執筆 1 章

を論文 1 本とみなす。 
2.論文の発表(査読付論文(単著、共著)、査読なし論文(単著、もしくは筆頭著者)を

公刊毎に 1 本とみなす。） 
3.学会賞などの受賞(受賞毎に 1 本とみなす） 
4.国内学会の招聰講演・学術報告(講演・報告毎に 1 本とみなす） 
5.国際学会の招聰講演・学術報告(講演・報告毎に 1 本とみなす） 
6.科学研究費補助金採択研究(研究代表者として採択毎に 1 本とみなす） 
7.その他学外資金獲得研究(研究代表者として獲得毎に 1 本とみなす） 
8.特許の申請(申請毎に 1 本とみなす） 
9.特許の取得(取得毎に 1 本とみなす） 

 
(2)研究指導補助資格側 O 合)、大学院科目担当資格棚可)について 
 上記「(1)研究指導資格(M○合）について」に準ずるものとして、研究科委員会で審

議・決定する。 
 
2-2.博士課程後期課程の担当資格（2011 年 3 月 29 日研究科委員会） 
(1)研究指導資格(DO 合)について 
「立命館大学大学院担当教員選考基準:2004 年 11 月 l2 日、規程第 615 号」が定める下表

の枠内で、細目を①～③の通りとする。 
 

 博士課程後期課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該当し、かつ、担

当する専門分野に関し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認められる者 
(イ)博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 
(ロ)研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者 
(ハ)専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 

 
①立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程後期課程(イ)の運用について 
 「研究上の業績」とは、過去 5 年間を対象に公刊された査読付論文(単著、共著)、査読

なし論文(単著、筆頭著者)が 4 本以上あることとする。あるいは、別表 l の算定式に基づ

き、5 本以上あることとする。ただし・多様な研究分野と論文数の全国水準についても一

定考慮するものとする。 
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②立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程後期課程(ロ)の運用について 
 「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とは、研究分野と論文数の全国水

準に基づき、当事者の研究分野によっては過去 10 年間に公刊された単著、もしくは筆頭

著者の査読付論文が 4 本以上ある場合．あるいは公刊された研究上の単著が 1 冊以上あ

る場合には、「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とみなすことがある。

ただし、多様な研究分野と論文数の全国水準についても一定考慮するものとする。 
③立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程後期課程<本文>の運用について 
 「極めて高度の研究上の指導能力があると認められる者」とは、ガイドラインに基づ

き、原則として、学内外の修士課程(博士課程前期課程)の研究指導を通算 1 年以上担当し

ている者とする。 
 職位は、ガイドラインに基づき、教授を原則とする。 
 新規任用者で大学等での科目担当経験がない者については、高度の研究上の指導能力

があるか否かについて、研究科委員会で審議の上、決定する。 
 
(2)研究指導補助資格(D 合)、大学院科目担当資格(D 可)について 
 上記(l)研究指導資格(D○合)について」に準ずるものとして、研究科委員会で審議・決

定する。 
 
審査手続 
（教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン抜粋） 

 
(1) 各研究科は毎年度、次年度に前期課程（修士課程)、後期課程および-一貫制博

士課程において研究指導または研究指導補助を担当する資格または専門職学位課

程における専任教員の資格を新たに取得しようとする教員および前回の資格審査

から 5 年を経過する者に対し、その教員の適格性について、内規に基づき「審査

委員会」および「研究科委員会」または「研究科教授会」において厳密な審査を

行う。 
(2) 前号の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節(※1)および第 2 章第 2 節(※2)に規定

する教員の資格にあっては、毎年度、科目ごとにその資格に関する審査を行なう

ものとする。 
(3) 審査は、研究者データベースに教員が入力したデータまたは自己申告内容、お

よびこれを証する書面をもって行う。 
(4) 研究科内規に定められた基準を満たし「適」と判定された審査結果について

は、大学院委員会の識を経て、大学協議会に報告を求める。 
(5) 研究科内規に定められた基準を満たさず「不適」と判定した場合において、当

該判定を受けた教員からの申請に応じて、再審査を行うことができる。 
(6) 再審査時においても「不適」の判定を受けた者は、翌年度の大学院担当資格を

有さないものとし、本節(1)に基づき行われる次回の定期審査において、再度申

請を行うことができる。 
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(7) 本節(5)の再審査における基準、手続等は、研究科内規として定める。 
(8) 翌年度大学院担当体制については、毎年 2 月末までに大学院委員会および大学

協議会への報告を求める。 
(9) 本節(3)から(8)の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節および第 2 章第 2 節に規定

する教員の資格審査にあっては、当該規定を適用しない。 
(10) 設置認可後､完成年度を終了するまでは文部科学大臣による教員審査（いわゆ

る D○合、D 合、M○合、M 合、科目担当の可)をもって、上記審査を代替しう

ることとする。 
 
(※1) 1-(1)各項を満たす研究指導資格を有する教員のほかに、必要に応じて研究指

導の補助を行い得る教員を置くことができる。当該教員の資格は、1－(1)各項の

基準に準じて審査を行なうものとし、研究科において必要と認めたときは、その

審査基準を内規として定めることができる。 
 
(※2) 専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格 
(1)専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格は、当該科目の内容と当該

科目担当候補者の教育研究分野または実務分野との適合性および教育研究業績ま

たは実務経験に基づき、審査を行うものとする。 
(2)研究科において必要と認めたときは､(1)の審査における基準を内規として定める

ことができる。 
 
【立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性(方針）】 

2012.03.12 スポーツ健康科学部教授会 
2013.05.14 スポーツ健康科学部教授会 

立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性(方針） 
【求める人材像】 
1．立命館大学スポーツ健康科学部(以下､学部)ならびに大学院スポーツ健康科学研

究科（以下､研究科)において育成すべき人材像を目指して､教育･研究できる人物

であること。 
2.スポーツ健康科学分野ならびに関連分野における研究を推進し､その成果を国内

外の学会･雑誌に発表するとともに､その成果を広く普及､社会還元できる人物であ

ること。 
3.スポーツ健康科学部の教員として､学部教授会ならびに学部教授会が組織する委

員会､プロジェクトなどへ積極的に参画し､スポーツ健康科学部ならびに大学院ス

ポーツ健康科学研究科の発展に貢献できる人物であること。 
 
【リクルートメント・ポリシー】 
1．学部･研究科の育成すべき人材像のロールモデルとなる人物 
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2．学部･研究科の教学に対して責任と熱意を持ち､学生･院生を教育･指導できる人

物 
3．研究者として当該の専門分野における顕著な成果をあげており､さらに発展でき

る人物 
4．学部･研究科の組織の一員としてともに働き､組織の発展に貢献できる人物 
5．総合･学際分野の教学と研究を推進するにあたって協働できる人物 
 
【教員の構成】 
1.学部の基礎･基礎専門科目、学部の各コース､研究科博士前期課程および後期課程

の各領域の教学･研究を担うために必要な教員構成とすること。 
2.総合的･学際的な教学推進がはかれる構成とすること。 
3.スポーツ健康科学分野の研究が推進できる構成とすること。 
4.教員の職位構成にも一定の配慮をおくこと。 
 
【任期制教員】 
1．若手研究者(助手､特任助教､助教)については､学部･研究科で充分な教育実績と研

究 
実績を積めることを意識した選考ならびに任用後の活動を考慮すること。 
2．任期制教員の任期内での異動については､積極的に支援すること。 
3．学部枠の客員教授については､1 年任期とする｡任期の更新は 2 回までとする。 

 
＜２＞教員構成の明確化 
 教員構成については、教員組織整備計画等を提示し、その意見集約 2-5をふまえながら明

確にしている。また、スポーツ健康科学部学部則の科目別表に記載されている開設科目に

基づき、教員を適切に配置している。学生に対しては、スポーツ健康科学部ホームページ

2-6、学修要覧 2-7で公表している。特に、前期および後期終了時に、学生自治委員長、学部

長、副学部長、学生主事、事務長からなる五者懇談会を実施し、そこで ST 比に関する意

見を交換している。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
【スポーツ健康科学部学部則 科目別表】 
 
○立命館大学スポーツ健康科学部学部則 

2010 年３月 19 日 
規程第 847 号 

 
スポーツ健康科学部 学部則 科目別表 
1．基礎科目 

(1) 教養科目 
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イ Ａ群(教養基盤科目) 

分野 科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

思想と人間 人間性と倫理 2 講義 選択 1 

心理学入門 2 講義 選択 1 

論理と思考 2 講義 選択 1 

科学技術と倫理 2 講義 選択 1 

ジェンダー論 2 講義 選択 1 

メンタルヘルス 2 講義 選択 3 

(留)日本の文化・地理・歴史 2 講義 選択 1 

現代と文化 社会学入門 2 講義 選択 1 

文学と社会 2 講義 選択 1 

現代の教育 2 講義 選択 1 

映像と表現 2 講義 選択 1 

(留)日本語学 2 講義 選択 2 

社会・経済と統治 現代社会と法 2 講義 選択 1 

市民と政治 2 講義 選択 1 

経済と社会 2 講義 選択 1 

日本国憲法 2 講義 選択 1 

現代の国際関係と日本 2 講義 選択 1 

現代の世界経済 2 講義 選択 1 

社会と福祉 2 講義 選択 1 

災害と安全 2 講義 選択 1 

(留)日本の社会・政治 2 講義 選択 1 

(留)日本の経済・経営 2 講義 選択 1 

世界の史的構成 歴史観の形成 2 講義 選択 1 

新しい日本史像 2 講義 選択 1 

中国の国家と社会 2 講義 選択 1 

ヨーロッパの歴史 2 講義 選択 1 

アメリカの歴史 2 講義 選択 1 
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自然・科学と人類 科学的な見方・考え方 2 講義 選択 1 

宇宙科学 2 講義 選択 1 

生命科学(分子と生命) 2 講義 選択 1 

生命科学(生物と生態系) 2 講義 選択 1 

科学と技術の歴史 2 講義 選択 1 

生命科学と倫理 2 講義 選択 1 

科学・技術と社会 2 講義 選択 1 

現代の科学技術 2 講義 選択 1 

(留)日本の自然・科学技術 2 講義 選択 1 

数理と情報 数理の世界 2 講義 選択 1 

情報技術と社会 2 講義 選択 1 

平和と民主主義 平和学入門 2 講義 選択 1 

現代の人権 2 講義 選択 1 

日本の近現代と立命館 2 講義 選択 1・2 

国際平和交流セミナー 2 演習 選択 1 

 
ロ Ｂ群(国際教養科目) 

分野 科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

海外留学科目 異文化理解セミナー(海外留学プ

ログラム) 
2 講義 選択 1 

英語とアメリカ文化(海外留学プ

ログラム) 
2 講義 選択 1 

文化・社会調査(海外留学プログ

ラム) 
2 講義 選択 1 

日豪関係Ⅰ(海外留学プログラム) 5 講義 選択 1 

日豪関係Ⅱ(海外留学プログラム) 1 講義 選択 1 

日豪関係Ⅲ(海外留学プログラム) 1 講義 選択 1 

日豪関係Ⅳ(海外留学プログラム) 1 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅠ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 
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言語・文化・社会 AⅡ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅢ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅣ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅤ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅥ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅦ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅧ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅨ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 AⅩ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 1 

言語・文化・社会 BⅠ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅡ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅢ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅣ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅤ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅥ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅦ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅧ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 
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言語・文化・社会 BⅨ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩ(海外留学

プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩⅠ(海外留

学プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩⅡ(海外留

学プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩⅢ(海外留

学プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩⅣ(海外留

学プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩⅤ(海外留

学プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 BⅩⅥ(海外留

学プログラム) 
2 講義 選択 2 

言語・文化・社会 CⅠ(海外留学

プログラム) 
3 講義・演習 選択 2 

言語・文化・社会 CⅡ(海外留学

プログラム) 
3 講義・演習 選択 2 

言語・文化・社会 CⅢ(海外留学

プログラム) 
3 講義・演習 選択 2 

言語・文化・社会 CⅣ(海外留学

プログラム) 
5 講義・演習 選択 2 

カナダ研究(海外留学プログラム) 4 講義 選択 2 

異文化間コミュニケーション(海
外留学プログラム) 

4 講義 選択 2 

環太平洋研究(海外留学プログラ

ム) 
4 講義 選択 2 

外国留学科目 1～8 講義 選択 1 

外国留学特修科目 1～8 講義 選択 1 

(選択)英語 UBC・JP 作文 2 講義 選択 2 

Basic Academic Skills 2 演習 選択 1 

Intermediate Academic Skills 2 演習 選択 1 
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Intermediate Seminar 2 演習 選択 1 

Global Engineer Program 2 講義 選択 1～3 

University of Hawaii Program 2 講義 選択 2・3 

国際教養科目 Theme Study 2 演習 選択 1 

Introduction to Law 2 講義 選択 1 

Modern World History 2 講義 選択 1 

Introduction to Politics 2 講義 選択 1 

Japan and the West 2 講義 選択 1 

Introduction to Economics 2 講義 選択 1 

Kyoto and the Japanese Arts 2 講義 選択 1 

Introduction to Sociology 2 講義 選択 1 

Introduction to Geography 2 講義 選択 1 

Special Lecture 2 講義 選択 1 

Introduction to Linguistics 2 講義 選択 1 

Introduction to Anthropology 2 講義 選択 1 

Introduction to Natural Science 2 講義 選択 1 

Peace Museum Seminar 2 講義 選択 1 

異文化交流科目 Cross-cultural Encounters 2 演習 選択 1 

Basic Communication Skills 2 演習 選択 1 

Advanced Seminar 2 演習 選択 1 

 
ハ Ｃ群(社会で学ぶ自己形成科目) 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

地域参加学習入門 2 講義 選択 1 

現代社会のフィールドワーク 2 講義 選択 1 

ソーシャル・コラボレーション演習 2 演習 選択 2 

全学インターンシップ 2 実習 選択 2 

学びとキャリア 2 講義 選択 1 

仕事とキャリア 2 講義 選択 2 
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コーオプ教育概論 2 講義 選択 3 

コーオプ演習 2 演習 選択 3 

社会とキャリア 2 講義 選択 3 

 
ニ Ｄ群(スポーツ・健康科目) 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

スポーツの歴史と発展 2 講義 選択 1 

スポーツと現代社会 2 講義 選択 1 

スポーツ方法実習Ⅰ 1 実技 選択 1 

スポーツ方法実習Ⅱ 1 実技 選択 1 

 
ホ Ｅ群(学際総合科目) 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

教養ゼミナール 2 演習 選択 1 

ピア・サポート論 2 講義 選択 2 

単位互換科目 1、2 又は

4 
講義 選択 1 

APU 交流科目 1、2 又は

4 
講義 選択 2 

特殊講義(総合) 2 講義 選択 1 

特殊講義(国の行政組織) 2 講義 選択 1・2 

異文化間テーマ演習 2 演習 選択 1 

 
(2) 外国語科目 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

英語 P1 1 講義 必修 1 

英語 P2 1 講義 必修 1 
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英語 P3 1 講義 必修 2 

英語 P4 1 講義 必修 2 

英語 S1 1 講義 必修 1 

英語 S2 1 講義 必修 1 

英語 S3 1 講義 必修 2 

英語 S4 1 講義 必修 2 

 
(3) 自由科目 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

特殊講義(大学アスリート)アスリートのためのアカデ

ミック・スキルズ 
2 講義 自由 1 

英語 P0 1 講義 自由 1 

 
2．基礎専門科目 

(1) リテラシー科目 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

日本語表現法 2 講義 必修 1 

調査方法論 2 講義 選択 2 

基礎数学 2 講義 選択 1 

基礎理科 2 講義 選択 1 

簿記入門 2 講義 選択 1 

 
(2) 基盤科目 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

スポーツ健康科学 2 講義 必修 1 

基礎機能解剖論 2 講義 必修 1 

衛生学(公衆衛生含む) 2 講義 選択 2 
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基礎スポーツ医学Ⅰ(内科系) 2 講義 選択 1 

基礎スポーツ医学Ⅱ(外科系) 2 講義 選択 2 

基礎生理学 2 講義 選択 1 

スポーツ栄養学 2 講義 選択 2 

トレーニング科学 2 講義 選択 2 

健康産業論 2 講義 選択 2 

スポーツマネジメント論 2 講義 選択 2 

コーチング論 2 講義 必修 2 

学習科学論 2 講義 選択 1 

生涯スポーツ論 2 講義 必修 1 

スポーツ心理学 2 講義 選択 2 

スポーツ統計学 2 講義 選択 2 

マーケティング論 2 講義 選択 1 

リーダーシップ論 2 講義 選択 2 

基礎経営学 2 講義 選択 1 

 
3．専門科目 

(1) コース科目 

区分 科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

スポーツ科学コー

ス科目 
エクササイズプログラミング論 2 講義 選択 3 

スポーツ医工学 2 講義 選択 3 

スポーツサイバネティクス論 2 講義 選択 3 

スポーツ生化学 2 講義 選択 3 

スポーツ生理学 2 講義 選択 3 

スポーツバイオメカニクス論 2 講義 選択 3 

スポーツ科学特殊講義 2 講義 選択 3 

健康運動科学コー

ス科目 
運動処方論 2 講義 選択 3 

運動生理学 2 講義 選択 3 

健康施策論 2 講義 選択 3 

健康増進科学 2 講義 選択 3 
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生活習慣病論 2 講義 選択 3 

健康運動指導論 2 講義 選択 3 

健康運動科学特殊講義 2 講義 選択 3 

スポーツ教育学コ

ース科目 
学校保健学 2 講義 選択 3 

スポーツ教育学 2 講義 選択 3 

スポーツ指導論 2 講義 選択 3 

スポーツカウンセリング論 2 講義 選択 3 

スポーツ栄養教育学 2 講義 選択 3 

アダプテッドスポーツ論 2 講義 選択 3 

スポーツ教育学特殊講義 2 講義 選択 3 

スポーツマネジメ

ントコース科目 
サービスマネジメント論 2 講義 選択 3 

組織マネジメント論 2 講義 選択 3 

スポーツビジネス論 2 講義 選択 3 

スポーツマーケティング論 2 講義 選択 3 

スポーツメディア論 2 講義 選択 3 

スポーツ政策論 2 講義 選択 3 

スポーツマネジメント特殊講義 2 講義 選択 3 

 
(2) 共通科目 

区分 科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

特殊講義 スポーツ健康科学特殊講義Ⅰ 2 講義 選択 1 

スポーツ健康科学特殊講義Ⅱ 2 講義 選択 2 

キャリア形成科目 スポーツ健康科学セミナーⅠ 2 講義 選択 1 

スポーツ健康科学セミナーⅡ 2 講義 選択 2 

インターンシップ(国内) 2 又は 4 講義および実

習 
選択 2 

インターンシップ(海外) 2 又は 4 講義および実

習 
選択 2 

ATC クリニカルインターンシッ

プ(国内) 
2 講義および実

習 
選択 2 
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ATC クリニカルインターンシッ

プ(海外) 
2 講義および実

習 
選択 2 

インターンシップ(健康運動指導

士) 
2 講義および実

習 
選択 3 

サービスラーニング(専門) 2 又は 4 講義および実

習 
選択 2 

外国語専門科目 専門英語(スポーツ健康科学Ⅰ) 2 講義 選択 3 

専門英語(スポーツ健康科学Ⅱ) 2 講義 選択 3 

展開科目 外国留学科目 1～8 講義 選択 1 

外国留学特修科目 1～8 講義 選択 1 

APU 交流科目 2 又は 4 講義 選択 1 

 
(3) 実習科目 

区分 科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

コーチ

ング実

習 

A 群 スポーツ指導実習 A(バスケット

ボール) 
1 実習 選択 1 

スポーツ指導実習 A(バレーボー

ル) 
1 実習 選択 1 

スポーツ指導実習 A(サッカー) 1 実習 選択 1 

B 群 スポーツ指導実習 B(有酸素・レ

ジスタンストレーニング) 
1 実習 選択 2 

スポーツ指導実習 B(水泳) 1 実習 選択 3 

スポーツ指導実習 B(ダンス) 1 実習 選択 1 

スポーツ指導実習 B(柔道) 1 実習 選択 2 

スポーツ指導実習 B(アダプテッ

ドスポーツ) 
1 実習 選択 1 

スポーツ指導実習 B(陸上競技) 1 実習 選択 2 

スポーツ指導実習 B(器械体操) 1 実習 選択 2 

身体科学実習 パフォーマンス測定評価実習Ⅰ 1 実習 選択 2 

パフォーマンス測定評価実習Ⅱ 1 実習 選択 2 

健康スポーツ指導実習 1 実習 選択 3 
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解剖・生理学実習 1 実習 選択 3 

 
(4) 小集団科目 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由の

別 

配当年次 

基礎演習Ⅰ 2 演習 選択 1 

基礎演習Ⅱ 2 演習 選択 1 

研究入門Ⅰ 2 演習 選択 2 

研究入門Ⅱ 2 演習 選択 2 

専門演習Ⅰ 2 演習 選択 3 

専門演習Ⅱ 2 演習 選択 3 

専門演習Ⅲ 2 演習 選択 4 

専門演習Ⅳ 2 演習 選択 4 

卒業論文 4 演習 必修 4 

 
4．教職に関する科目 

免許法施行規則 開講科目 単位数 授業方

法 
必修・選

択・自由

の別 

配当回

生 科目 含める必要事項 

教職の意

義等に関

する科目 

・教職の意義および教員

の役割 
・教員の職務内容(研修、

服務および身分保障等

を含む。) 
・進路選択に資する各種

の機会の提供等 

(教)教職概論 2 講義 必修 1 

教育の基

礎理論に

関する科

目 

・教育の理念並びに教育

に関する歴史および思

想 

(教)教育原理 2 講義 必修 1 

・幼児、児童および生徒

の心身の発達および学

習の過程(障害のある幼

児、児童および生徒の

(教)教育心理学 2 講義 必修 1 

(教)児童・生徒理解の心理学 2 講義 選択 3 

(教)動機づけの心理学 2 講義 選択 3 
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心身の発達および学習

の過程を含む。) 

・教育に関する社会的、

制度的又は経営的事項 
(教)教育社会学 2 講義 必修 1 

(教)教育制度論 2 講義 選択 3 

(教)教育改革の歴史と現在 2 講義 選択 3 

教育課程

及び指導

法に関す

る科目 

・教育課程の意義及び編

成の方法 
(教)教育課程論 2 講義 必修 2 

・各教科の指導法 (教)保健体育科教育概論 2 講義 必修 2 

(教)保健体育科教育研究 2 講義 中学必修 2 

(教)保健体育科授業研究 2 演習 必修 3 

(教)保健体育科授業演習(中
学) 

2 演習 中学選択 3 

(教)保健体育科授業演習(高
校) 

2 演習 高校選択 3 

・道徳の指導法 (教)道徳教育の理論と方法 2 講義 中学必修 2 

(教)人間と差別の教育論 2 講義 中学選択 3 

・特別活動の指導法 (教)特別活動の理論と方法 2 講義 必修 2 

・教育の方法及び技術(情
報機器及び教材の活用

を含む。) 

(教)教育方法論 2 講義 必修 2 

(教)授業デザイン論 2 講義 選択 3 

生徒指導

教育相談

及び進路

指導等に

関する科

目 

・生徒指導の理論及び方

法 
・進路指導の理論及び方

法 

(教)生徒指導・進路指導の理

論と方法 
2 講義 必修 2 

・教育相談(カウンセリン

グに関する基礎的な知

識を含む)の理論及び方

法 

(教)教育相談の理論と方法 2 講義 必修 2 

(教)教育相談の実際 2 講義 選択 3 

教育実習 (教)教育実習(事前指導) 1 講義 必修 3 

(教)教育実習Ⅰ(事後指導を

含む) 
2 実習 中一種免

4 単位、

高一種免

2 単位以

4 

(教)教育実習Ⅱ(事後指導を

含む) 
4 実習 4 
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上選択必

修 

教職実践演習 (教)教職実践演習(中・高) 2 演習 必修 4 

 
5．教科に関する科目 

科目 開設授業科目 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

体育実技 スポーツ指導実習 A(バスケットボール) 1 実習 左記より

1 単位以

上選択必

修 

1 

スポーツ指導実習 A(バレーボール) 1 実習 1 

スポーツ指導実習 A(サッカー) 1 実習 1 

スポーツ指導実習 B(有酸素・レジスタン

ストレーニング) 
1 実習 選択 2 

スポーツ指導実習 B(水泳) 1 実習 必修 3 

スポーツ指導実習 B(ダンス) 1 実習 選択 1 

スポーツ指導実習 B(柔道) 1 実習 選択 2 

スポーツ指導実習 B(アダプテッドスポー

ツ) 
1 実習 選択 1 

スポーツ指導実習 B(陸上競技) 1 実習 必修 2 

スポーツ指導実習 B(器械体操) 1 実習 必修 2 

「体育原理、

体育心理学、

体育経営管理

学、体育社会

学」及び運動

学(運動方法学

を含む。) 

スポーツマネジメント論 2 講義 選択 2 

生涯スポーツ論 2 講義 選択 1 

スポーツ心理学 2 講義 必修 2 

スポーツ教育学 2 講義 選択 3 

サービスマネジメント論 2 講義 選択 3 

組織マネジメント論 2 講義 選択 3 

基礎機能解剖論 2 講義 選択 1 

トレーニング科学 2 講義 選択 2 

スポーツバイオメカニクス論 2 講義 必修 3 

運動処方論 2 講義 選択 3 

生理学(運動生

理学を含む。) 
運動生理学 2 講義 必修 3 

スポーツ生理学 2 講義 選択 3 
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衛生学及び公

衆衛生学 
衛生学(公衆衛生学含む) 2 講義 必修 2 

学校保健(小児

保健、精神保

健、学校安全

及び救急処置

を含む。) 

基礎スポーツ医学Ⅱ(外科系) 2 講義 必修 2 

学校保健学 2 講義 必修 3 

 
6．教科又は教職に関する科目 

免許法施行規

則 
開講科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

教科又は教職

に関する科目 
(教)学校教育演習 4 演習 必修 3 

(教)介護等体験(事前指導) 1 講義 選択 2 

(教)介護等体験実習 1 実習 選択 3 

(教)国際理解教育論 2 講義 選択 3 

(教)学校文化論 2 講義 選択 3 

(教)学級担任論 2 講義 選択 3 

(教)特別支援教育の理論と方法 2 講義 選択 3 

(教)環境教育論 2 講義 選択 3 

(教)教育における人間関係 2 講義 選択 3 

(教)応用ドラマ教育論 2 講義 選択 3 

(教)学校インターンシップⅠ 2 実習 選択 3 

(教)学校インターンシップⅡ 3 実習 選択 3 

(教)学校インターンシップⅢ 4 実習 選択 3 

(教)道徳教育の理論と方法 2 講義 高校必修 2 

(教)人間と差別の教育論 2 講義 高校必修 3 

(教)リーダーシップ論 2 講義 スポーツ

健康科学

部のみ 

2 

(教)学習科学論 2 講義 スポーツ

健康科学

部のみ 

1 
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7．留学生科目 

科目名 単位数 授業方法 必修・選

択・自由

の別 

配当年次 

日本語科目 日本語Ⅷ(アカデミック日本語 a) 1 演習 選択 2 

日本語Ⅷ(アカデミック日本語 b) 1 演習 選択 2 

日本語Ⅷ(キャリア日本語 a) 1 演習 選択 2 

日本語Ⅷ(キャリア日本語 b) 1 演習 選択 2 

日本語Ⅶ(文章表現 a) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅶ(文章表現 b) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅶ(読解 a) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅶ(読解 b) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅶ(聴解口頭 a) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅶ(聴解口頭 b) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅵ(総合) 3 演習 選択 1 

日本語Ⅵ(聴解口頭) 2 演習 選択 1 

日本語Ⅵ(ライティング) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅵ(キャリア日本語) 1 演習 選択 1 

相互文化テーマ演習 2 演習 選択 1 

日本語Ⅴ(総合) 5 演習 選択 1 

日本語Ⅴ(聴解口頭) 2 演習 選択 1 

日本語Ⅴ(ライティング) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅳ(総合) 5 演習 選択 1 

日本語Ⅳ(聴解口頭) 2 演習 選択 1 

日本語Ⅳ(ライティング) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅲ(総合) 5 演習 選択 1 

日本語Ⅲ(聴解口頭) 2 演習 選択 1 

日本語Ⅲ(ライティング) 1 演習 選択 1 

日本語Ⅱ(総合) 5 演習 選択 1 

日本語Ⅱ(聴解口頭) 2 演習 選択 1 

日本語Ⅱ(ライティング) 1 演習 選択 1 
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日本語Ⅰ(総合) 5 演習 選択 1 

日本語Ⅰ(聴解口頭) 2 演習 選択 1 

日本語Ⅰ(ライティング) 1 演習 選択 1 

 
学修要覧 2015 年度入学者用 pp.20-21. 
2015 年度以降 入学生対象 
1.スポーツ健康科学部カリキュラム表 

 
 
＜３＞教員の組織的な連携体制と教育研究に係る責任の所在の明確化 
 教員の連携や教育研究に係る責任は組織的に明らかにしており、諸規定に基づき、学位

授与、専任教員の任用等の審議は教授会、研究科委員会が行っている。具体的には、2015
年度任用に向けて、2015 年度専任教員新規任用選考方針（2014.07.15 スポーツ健康科学

部教授会）2-8を定めた。そのうえで、２名の専任教員の新規任用選考を行い、任用を行っ

た(2014.09.16 スポーツ健康科学部教授会)(2015.01.13 スポーツ健康科学部教授会)2-9 2-10。 
 
（２）学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。 
 
＜１＞編制方針に沿った教員組織の整備 
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 スポーツ健康科学部は、設置認可申請を経て 2010 年４月に発足した学部である。した

がって、具体的な教員組織整備についても教育課程との関係を含めて設置認可申請を行

い、その一環として大学設置・学校法人審議会大学設置分科会による教員審査結果に基づ

く体制を整備している 2-11。 
 なお、現在(2015 年５月１日)の職位別人数並びに年齢別人数は下表の通りである。 
 
職位別人数                年齢別人数 
職位 集計 
教授 13 
准教授 9 
助教 3 
特任助教 3 
特別任用教授 1 
総計 29 

 
＜２＞授業科目と担当教員の適合性を判断する仕組みの整備 
 立命館大学学則・第２章学部通則・第３節教育課程および履修方法等に「(授業科目の担

当者の決定) 第 32 条の２ 授業科目の担当者は、科目適合性を配慮し、教授会の議を経

て学部長が決定する。」を適用し、授業科目の担当者は、科目適合性を配慮し、教授会の

議を経て学部長が決定している。加えて、大学院教育資格審査 2-12をふまえ、授業科目と

担当教員の適合性を判断している。また、立命館大学では、５年ごとに資格審査を行って

おり、スポーツ健康科学部では、それに加えて必要に応じて資格審査を行っている 2-13 2-

14 2-15。 

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。 

＜１＞教員の募集・採用・昇格等に関する規程および手続きの明確化 
 2015 年度任用に向けて、2015 年度専任教員新規任用選考方針（2014.07.15 スポーツ健

康科学部教授会を定めた 2-8。そのうえで、２名の専任教員の新規任用選考を行い、任用を

行った(2014.09.16 スポーツ健康科学部教授会)2-9(2015.01.13 スポーツ健康科学部教授会) 
2-10。 
 また、昇格に際しては、昇任審議を行ったうえで、昇任を行っている 2-16 2-17。 
 
＜２＞規程等に従った適切な教員人事 
 大学設置基準、大学院設置基準、立命館大学教員任用・昇任規程 2-1、立命館大学教員選

考基準 2-2、教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン 2-3、「専

任教員の任用と昇任の進め方」（2010.10.12 スポーツ健康科学部教授会）2-4、「博士課程前

期課程、後期課程の審査について」（2014.09.16 スポーツ健康科学研究科委員会）、「立命

館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性」（2013.05.14 スポーツ健康科学部教

授会）に基づき、募集・昇任を通じた教員組織を整備している。 

年齢 集計 
30 代 8 
40 代  12 
50 代 7 
60 代 2 
総計 29 
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 また、特殊な能力を有する教員を確保する観点から、保健体育科教育に関連する分野の

教員募集について審議し、採用している 2-18 2-19。 
 
【立命館大学教員任用・昇任規程】 

昭和 45 年 11 月 10 日 
規程第 118 号 

第 1 条 新たに教員を任用しようとするときは、教授会は、学部長または研究科長の

提議により 3 名以上の教員からなる選考委員会を組織するとともに、ひろく

候補者をもとめるものとする。 
    委員会の組織および運営に関する事項は各教授会において別にこれを定め

る。 
第 2 条 選考委員会は、別に定める選考基準にもとづき、候補者について適否を審査

し、教授会にその結果を報告する。 
第 3 条 教授会が選考委員会から審査の結果につき報告を受けたときは、審査のう

え、投票によってその採否を決議し、学部長または研究科長より学長にこれ

を報告する。 
    前項の決議には教授会を構成する教員の 4 分の 3 以上が出席し、その 3 分の

2 以上の同意をうることを要する。 
第 4 条 学長は、前条第 1 項の報告をうけたときは、大学協議会にこれを付議し、そ

の承認を得た上で理事会に具申する。 
第 5 条 教員の職名または所属を変更しようとするときは、第 1 条ないし第 4 条の規

定を準用する。 
第 6 条 この規程の改廃は、各教授会、常任理事会の議を経て大学協議会が行う。 
 
附 則 
1 この規程は、昭和 44 年 10 月 1 日から適用する。 
2 昭和 36 年 6 月 9 日規程第 79 号の教員任用規程は、これを廃止する。 
 
附 則(昭和 53 年 4 月 15 日附則第 3 項の削除) 
この規程は、昭和 53 年 4 月 15 日から施行する。 
 
附 則(2004 年 3 月 25 日改廃規定新設にともなう一部改正) 
この規程は、2004 年 3 月 25 日から施行する。 
 
附 則(2008 年 6 月 20 日総合理工学院設置に伴う一部改正) 
この規程は、2008 年 6 月 20 日から施行し、2008 年 4 月 1 日から適用する。 
 
附 則(2012 年 3 月 16 日総合理工学院の解消に伴う一部改正) 
この規程は、2012 年 4 月 1 日から施行する。 
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【立命館大学教員選考基準】 

昭和 44 年 12 月 13 日 
第 449 回大学協議会 

第 1 条 本大学教員の任用・昇任にあたっては、大学設置基準第 4 章「教員の資格」に

より、本基準に基づき選考する。 
第 2 条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学にお

ける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とす

る。 
  (1) 博士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、研

究上の業績を有する者 
  (2) 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 
  (3) 学位規則(昭和 28 年文部省令第 9 号)第 5 条の 2 に規定する専門職学位(外国に

おいて授与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、当該専門職学位の専

攻分野に関する実務上の業績を有する者 
  (4) 大学において、教授、准教授又は専任の講師の経歴(外国におけるこれらに相

当する教員としての経歴を含む。)のある者 
  (5) 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者 
  (6) 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者 
第 3 条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学に

おける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とす

る。 
  (1) 前条各号のいずれかに該当する者 
  (2) 大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴(外国におけるこれらに

相当する職員としての経歴を含む。)のある者 
  (3) 修士の学位又は学位規則第 5 条の 2 に規定する専門職学位(外国において授与

されたこれらに相当する学位を含む。)を有する者 
  (4) 研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者 
  (5) 専攻分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者 
第 4 条 専任講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 
  (1) 第 2 条又は前条及び第 5 条に規定する教授、准教授又は助教となることので

きる者 
  (2) その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教

育上の能力を有すると認められる者 
第 5 条 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学にお

ける教育を担当するに相応しい教育上の能力を有する者とする。 
  (1) 博士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有する者 
  (2) 専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者 
  (3) 上記各号の者に準ずる能力を有すると認められる者 
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第 5 条の 2 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学

における教育の補助を担当するに相応しい教育上の能力を有する者とする。 
  (1) 修士の学位または学位規則第 5 条の 2 に規定する専門職学位(いずれも外国に

おいて授与されたこれらに相当する学位を含む。)を有する者 
  (2) 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者 
第 6 条 非常勤講師は、専任の教授、准教授、専任講師、助教の基準に準ずる。 
第 7 条 この基準の改廃は、大学協議会が行う。 
 
附 則 
1 この基準は、昭和 44 年 10 月 1 日から適用する。 
2 第 233 回大学協議会決定の立命館大学教員選考基準は、これを廃止する。 
 
申合事項 
    本選考基準の運用に当たっては、研究、教育をすすめるための組織運営につい

ての参加が十分に考慮されなくてはならない。 
附 則(昭和 61 年 4 月 11 日専任講師制度設置に伴う改正) 
    この基準は、1986 年 4 月 11 日から適用する。 
附 則(2004 年 3 月 25 日改廃規定新設にともなう一部改正) 
    この基準は 2004 年 3 月 25 日から施行する。 
附 則(2003 年(平成 15 年)4 月 1 日付け『大学設置基準』第 4 章「教員の資格」の一部

改正にともなう改正) 
    この基準は、2004 年 11 月 12 日から施行する。 
附 則(2007 年 12 月 14 日「学校教育法の一部を改正する法律」(平成 17 年法律第 83

号)の施行にともなう一部改正) 
    この基準は、2007 年 12 月 14 日から施行し、2007 年 4 月 1 日から適用する。

ただし、2006 年度以前における経歴に関し、第 2 条第 4 号に「助教授」、第 3
条第 2 号に「助手」の経歴を含むものとする。 

附 則(2013 年 4 月 12 日 助手の追加に伴う一部改正) 
    この基準は、2013 年 4 月 12 日から施行し、2013 年 4 月 1 日から適用する。 

 
【教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン】 
 

教負任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン 
 
 ｢立命館大学教員選考基準｣、「立命館大学大学院担当教員選考基準」（2004.11.12 大学

協議会）の運用について、次の通り全学ガイドラインを申し合わせる。 
 
0 基本方針 
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(1)「暖昧で、窓意的に運用される可能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けな

いよう特に留意し、要件を満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定

める。 
(2)本ガイドラインが基本とする事項について、研究科内規で別の基準を設定するとき

は、以下の内規例を参考にポイント制を採用するなど客観的指標を設ける。 
 
＜「研究上の業績」に関する内規例＞ 
 以下のうち、〇要件以上を満たすこと。 
 1 著書（単著、編著、共著） （1 冊発行する毎に 1 件とする、もしくは 5 年以 
                内の発行毎に 1 件とする等） 
 2 論文発表数        （5 年以内の発表毎に 1 件とする） 
 3 論文被引用数       （5 年以内の引用につき 1 件とする） 
 4 特許の申請        （5 年以内の申請毎に 1 件とする） 
 5 特許の取得        （取得毎に 1 件とする） 
 6 学会賞などの受賞歴    （5 年以内の受賞毎に 1 件とする） 
 7 国内学会の招聘講演    （5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
 8 国際学会における招聘講演 （5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
 9 科学研究費補助金採択件数および金額 
                （5 年以内の採択額○円以上を 1 件とする） 
 10 その他学外資金獲得件数および金額 
                （5 年以内の獲得額○円以上を 1 件とする） 
 11 特別研究学生の受入数   （5 年以内の受入毎に 1 件とする） 
 12 海外機関との共同研究   （5 年以内の共同研究発表毎に 1 件とする） 
 

*項目の追加・修正・削除、または項目の細分化とこれに対応した比重の置き方につい

ては、研究科教学の内容に対応して研究科毎に検討のこと。例えば、国内学会→国内

学会および学術シンポジウム､招聰講演→講演および学術報告､国際学会→国際学会、

学術シンポジウムおよび研究会に修正する、あるいは著書について単著、編著、共著

に対応して各々を何件と数えるか、テキストを含めるか等については研究科別に具体

化する。 
 
 参考）避けるべき表現例 
 ×当該分野で極めて顕著な業績があること。 
 ×近々に研究成果をまとめ、（博士）学位を取る予定であること。 
 
第 1 章 博士課程前期課程もしくは修士謀程または博士課程後期課程もしくは一貫制博

士課程 
 
1 博士課程前期課程または修士謀程 
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1－1 博士課程前期課程または修士課程の研究指導を担当または補助する教員の資格*1 
*1 博士課程前期課程または修士課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該

当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育研究上の指導能力があると認め 
られる者 
（イ)博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 
（ロ珊究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者 
（ハ)芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 
（二)専攻分野について、とくに優れた知識及び経験を有する者 

 
(イ)の運用について 
（1）「博士の学位」には、外国において授与されたこれに相当する学位を含む。 
（2）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において、研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適

切な本数および「論文」の範囲を定める。 
 
(ロ)の運用について 

（3）「博士の学位」に準ずると認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される

可能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件

を満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定める。 
（4）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に公刊された論文が 3 本あることを基

本とし、研究科内規において、研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、

適切な本数および「論文」の範囲を定める。 
 

(ハ)の運用について 
（5）「高度な技術・技能」と認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を

満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう明確な資格、受賞歴等をもって定

める。 
 
(二)の運用について 

（6）「専攻分野について、とくに優れた知識及び経験」は、「研究上の業績」に以下

の要件を加え、専攻分野に応じ、必要な要件を定めることができる。 
1 ○○の分野において、高度な知識または技能をもって○年間以上の指導的

立場での実務経験 
2 ○○の分野において、学会、公的機関または業界団体等における役員・委

員等として○年間以上の活動経験 
3 ○○の分野に関係する○○、○○または○○の公的資格を用いた○年間以

上の活動経験 
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本文の運用について 
(7)「高度の教育研究上の指導能力」については、担当する専門分野に関連した学部

（学内外）の授業を通算 3 年以上担当していること。ただし、面接あるいは模

擬授業によって個別に審査し、十分な指導能力があると認められるときは、こ

の限りでない。その他の要件は研究科別に定める。 
(8)職位は、准教授以上とする。 

 
1－2 博士課程前期課程または修士課程で他の大学院または研究所等において研究指導

を行う教員の資格 
立命館大学大学院学則第 8 条第 2 項に基づき他の大学院又は研究所等において研究

指導を行う教員の資格は、1－1 各項を準用し審査を行なうものとし、研究科にお

いて必要と認めたときは、その審査基準を内規として定めることができる。 
 
1－3 博士課程前期課程または修士牒程の研究指導の補助を担当する教員の資格 

1-1 各項を満たす研究指導資格を有する教員のほかに、必要に応じて研究指導の補

助を行い得る教員を置くことができる。当該教員の資格は、1－1 各項の基準に準

じて審査を行なうものとし、研究科において必要と認めたときは、その審査基準を

内規として定めることができる。 
 
2 博士課程後期課程または一貫制博士課程 
 
2－1 博士課程後期謀程または一貫制博士課程の研究指導を担当または補助する教負の

資格*2 
 
*2 博士課程後期課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該当し、かつ、そ

の担当する専門分野に関し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認めら

れる者 
（イ)博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 
（ロ)研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者 
（ハ)専攻分野について、とくに優れた知識及び経験を有する者 

 
(イ)の運用について 
（1）「博士の学位」には、外国において授与されたこれに相当する学位を含む。 
（2）「研究上の顕著な業績」は、過去 5 年間を対象に、博士後期課程および一貫制博士

課程を指導するに相応しい水準の公刊論文が 3 本以上あることを基本とし、研究科

内規において適切な本数および「論文」の範囲を定める。とくに「相応しい水準」

については、研究科教学および専攻分野に対応した客観的指標を研究科別に設定す

る。 
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(ロ)の運用について 
(3）「博士の学位」に準ずると認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可能

性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満たす

ことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定める。 
(4)「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に、博士後期課程および一貫制博士課程を指

導するに相応しい水準の公刊論文が 3 本以上あることを基本とし､研究科内規にお

いて適切な本数および「論文」の範囲を定める。とくに「相応しい水準」について

は、研究科教学および専攻分野に対応した客観的指標を研究科別に設定する。 
 
(ハ)の運用について 
（5）「専攻分野について、とくに優れた知識及び経験」は、「研究上の業績」に以下の

要件を加え、専攻分野に応じ、必要な要件を定めることができる。 
 1 ○○の分野において、高度な知識または技能をもって○年間以上の指導的立場

での実務経験 
 2 ○○の分野において、学会、公的機関または業界団体等における役員・委員等

として○年間以上の活動経験 
 3 ○○の分野に関係する○○、○○または○○の公的資格を用いた○年間以上の

活動経験 
 
本文の運用について 
（6）「極めて高度の教育研究上の指導能力」については、担当する専門分野に関連した

博士前期課程、修士課程（学内外）の研究指導を通算 1 年以上担当していること。

ただし、面接あるいは模擬授業によって個別に審査し、十分な指導能力があると認

められるときは、この限りでない。その他の要件は研究科別に定める。その他の要

件は研究科別に定める。 
（7）職位は、教授を原則とする。 

 
2－2 博士課程後期課程または一貫制博士課程で他の大学院または研究所等において

研究指導を行う教員の資格 
   立命館大学大学院学則第 8 条第 2 項に基づき他の大学院又は研究所等において

研究指導を行う教員の資格は、2-1 各項を準用し審査を行なうものとし、研究科

において必要と認めたときは、その審査基準を内規として定めることができ

る。 
2－3 博士課程後期諜程または一貫制博士課程の研究指導の補助を担当する教貝の資

格 
   2-1 各項を満たす研究指導資格を有する教員のほかに、必要に応じて研究指導

の補助を行い得る教員を置くことができる。当該教員の資格は、2-1 各項の基準

に準じて審査を行なうものとし、研究科において必要と認めたときは、その審

査基準を内規として定めることができる。 
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3 博士課程前期課程もしくは修士課程または博士課程後期課程もしくは一貫制博士課

程の購義・演習等の研究指導以外の授業科目を担当する教負の資格 
 

(1)大学院における研究指導を除く科目（講義・演習・実験科目等）を担当する教員

の資格は、当該科目の内容と当該科目担当候補者の教育研究分野との適合性およ

び教育研究業績に基づき、審査を行うものとする。 
 
(2)研究科において必要と認めたときは、(1)の審査における基準を内規として定める

ことができる。 
 
第 2 章 専門職学位課程 
 
1 専門職学位課程を担当する専任教員の資格*3 
 
*3 専門職大学院を担当する教員にあっては、次のいずれかに該当し、かつ、その

担当する専門分野に関し、高度の教育上の指導能力があると認められる者 
（イ)専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 
（ロ)専攻分野について、高度の技術・技能を有する者 
（ハ)専攻分野について、とくに優れた知識及び経験を有する者 

 
(イ)の運用について 
 （1）「教育上の業績」と認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可能

性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満た

すことが第 3 者からも明確にわかるよう明確な資格、受賞歴等をもって定める。 
 
 （2）｢研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において、研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適切

な本数および「論文」の範囲を定める。 
 
(ロ)の運用について 
 （3）「高度な技術・技能」と認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満

たすことが第 3 者からも明確にわかるよう明確な資格、受賞歴等をもって定め

る。 
 
(ハ)の運用について 
（4）｢専攻分野について、とくに優れた知識及び経験｣は、「研究上の業績｣に以下の

要件を加え、専攻分野に応じ、必要な要件を定めることができる。 
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   1 ○○の分野において、高度な知識または技能をもって○年間以上の指導的立

場での実務経験 
   2 ○○の分野において、学会、公的機関または業界団体等における役員・委員

等として○年間以上の活動経験 
   3 ○○の分野に関係する○○，○○または○○の公的資格を用いた○年間以上

の活動経験 
 
本文の運用について 
 （5）「高度の教育上の指導能力」については、担当する専門分野に関連した学部（学

内外）の授業を通算 3 年以上担当していること｡ただし､面接あるいは模擬授業に

よって個別に審査し、十分な指導能力があると認められるときは、この限りでな

い。その他の要件は研究科別に定める。 
 
 2 専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格 
 
（1）専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格は､当該科目の内容と当該

科目担当候補者の教育研究分野または実務分野との適合性および教育研究業績ま

たは実務経験に基づき、審査を行うものとする。 
（2）研究科において必要と認めたときは、(1)の審査における基準を内規として定め

ることができる。 
 
第 3 章 審査手続等 
 
（1）各研究科は毎年度、次年度に前期課程（修士課程)、後期課程および一貫制博士課

程において研究指導または研究指導補助を担当する資格または専門職学位課程にお

ける専任教員の資格を新たに取得しようとする教員および前回の資格審査から 5 年

を経過する者に対し、その教員の適格性について、内規に基づき「審査委員会」お

よび「研究科委員会」または「研究科教授会」において厳密な審査を行う。 
 
（2）前号の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節および第 2 章第 2 節に規定する教員の資

格にあっては、毎年度、科目ごとにその資格に関する審査を行なうものとする。 
 
（3）審査は､研究者データベースに教員が入力したデータまたは自己申告内容、および

これを証する書面をもって行う。 
 
（4）研究科内規に定められた基準を満たし「適」と判定された審査結果については、

大学院委員会の議を経て、大学協議会に報告を求める。 
 
（5）研究科内規に定められた基準を満たさず「不適」と判定した場合において、当該

判定を受けた教員からの申請に応じて、再審査を行うことができる。 
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（6）再審査時においても「不適」の判定を受けた者は、翌年度の大学院担当資格を有

さないものとし、本節(1)に基づき行われる次回の定期審査において、再度申請を行

うことができる。 
 
（7）本節(5)の再審査における基準、手続等は、研究科内規として定める。 
 
（8）翌年度大学院担当体制については､毎年 2 月末までに大学院委員会および大学協議

会への報告を求める。 
 
（9）本節(3)から⑧の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節および第 2 章第 2 節に規定する

教員の資格審査にあっては、当該規定を適用しない。 
 
（10）設置認可後、完成年度を終了するまでは文部科学大臣による教員審査（いわゆる

D○合、D 合、M○合、M 合、科目担当の可)をもって、上記審査を代替しうること

とする。 
 
第 4 章 『立命館大学教員選考基準」における「教授』＊3 任用・昇任について*3 
 
  *3 第 2 条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる

者とする。 
(1) 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む｡）を有

し、研究上の業績を有する者 
(2) 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 
(3) 学位規則(昭和 28 年文部省第 9 号)第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外

国において授与されたこれに相当する学位を含む｡）を有し、当該専門職

学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者 
(4) 大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴(外国におけるこれらに

相当する教員としての経歴を含む。）のある者 
(5) 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者 
(6) 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者 

 
＜第 2 条第 1 号の運用について＞ 
（1）「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に、公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において､研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適切な

本数および｢論文」の範囲を定める。 
 
＜第 2 条第 2 号の運用について＞ 
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（2）「博士の学位」に準ずると認めるための基準は、「暖昧で、窓意的に運用される可

能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けないよう特に留意し、要件を満

たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定める。 
  「研究上の業績」は、過去 5 年間を対象に、公刊された論文が 3 本あることを基本

とし、研究科内規において､研究分野と論文数の全国水準に配慮しながら、適切な

本数および｢論文」の範囲を定める。 
 
＜第 2 条本文の運用について＞ 
（3）「大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力」については、担当する

専門分野に関連した授業を、原則として通算 5 年以上担当していること。そのほ

か、教育方法の実践例、作成したカリキュラムや教材あるいは教員相互の授業見

学結果など、「教育実践に関わる諸事実」を基礎に客観的に判断することとし、そ

の他の要件は学部・研究科別に定める。 
 
第 2 条第 3 号ないし第 6 号に関するガイドラインについては、別途定める。 
 

以 上 
 
【博士課程前期課程、後期課程の審査について】 
 

2014.09.09 企画委員会 
2014.09.16 大学院スポーツ健康科学研究科委員会 

 
博士課程前期課程、後期課程の審査について 

 
 立命館大学では、教員の任用、昇任、大学院担当資格に関わっては、大学設置基準な

ど踏まえつつ、学内規程、申し合わせ、ガイドライン、さらには学部・研究科ごとに内

規など定めている。大学院スポーツ健康科学研究科に関わっても、学部、ならびに修士

課程の内規、および博士課程前期課程、後期課程の設置認可申請を行い、認可され科目

担当体制を確定している。（｢博士課程後期課程の担当資格について(案)｣2011.03.29 大学

院スポーツ健康科学研究科委員会） 
 大学院スポーツ健康科学研究科は､2014 年度に博士課程後期課程も含め､完成年度を迎

え、学内における博士課程前期課程、後期課程の担当資格に関わる審査を行う。 
 なお、担当資格の審査に関わっては、「教員任用基準および大学院担当資格の運用に関

する全学ガイドライン：2010.03.19 大学協議会」（以下、ガイドラインと記す)におい

て、「内規に基づき『審査委員会』および『研究科委員会』または『研究科教授会』にお

いて厳格な審査を行う｡」ことが定められている。これまで、本研究科は、設置認可後、

完成年度を迎えるまでは文部科学大臣による設置認可を受けた審査内容で、上記審査を

代替しうることとしたが、2015 年度からは「教員任用基準および大学院担当資格の運用
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に関する全学ガイドライン」に基づいた基準での審査を行う。 
 
1．全学ガイドラインの基本方針 
 「教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン」（2010.03.19
大学協議会)において｢立命館大学教員選考基準｣､｢立命館大学大学院担当教員基準｣

(2004.11.12 大学協議会)の運用について全学ガイドラインを申し合わせた。 
 基本方針は以下の通りである。 
(1)「暖昧で、窓意的に運用される可能性」がある等の指摘を第 3 者評価において受けな

いよう特に留意し、要件を満たすことが第 3 者からも明確にわかるよう数値をもって定

める。 
(2)本ガイドラインが基本とする事項について、研究科内規で別の基準を設定するとき

は、以下の内規例を参考にポイント制を採用するなど客観的指標を設ける。 
 
＜「研究上の業績」に関する内規例＞ 
以下のうち、○要件以上を満たすこと。 

1 著書（単著、編著、共著）（1 冊発行する毎に 1 件とする、もしくは 5 年以内の発

行毎に 1 件とする等） 
2 論文発表数（5 年以内の発表毎に 1 件とする） 
3 論文被引用数（5 年以内の引用につき 1 件とする） 
4 特許の申請（5 年以内の申請毎に 1 件とする） 
5 特許の取得（取得毎に 1 件とする） 
6 学会賞などの受賞歴（5 年以内の受賞毎に 1 件とする） 
7 国内学会の招聰講演（5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
8 国際学会における招聰講演（5 年以内の講演毎に 1 件とする） 
9 科学研究費補助金採択件数および金額（5 年以内の採択額○円以上を 1 件とする） 
10 その他学外資金獲得件数および金額（5 年以内の獲得額○円以上を 1 件とする） 
11 特別研究学生の受入数（5 年以内の受入毎に 1 件とする） 
12 海外機関との共同研究（5 年以内の共同研究発表毎に 1 件とする） 

*項目の追加・修正・削除、または項目の細分化とこれに対応した比重の置き方について

は、研究科教学の内容に対応して研究科毎に検討のこと。例えば、国内学会→国内学会

および学術シンポジウム、招聰講演→講演および学術報告、国際学会→国際学会、学術

シンポジウムおよび研究会に修正する、あるいは著書について単著、編著、共著に対応

して各々を何件と数えるか、テキストを含めるか等については研究科別 
に具体化する。 
 
参考）避けるべき表現例 
×当該分野で極めて顕著な業績があること。 
×近々に研究成果をまとめ、（博士）学位を取る予定であること。 
 
2．スポーツ健康科学研究科審査基準内規（2011 年 3 月 29 日研究科委員会） 
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2-1 スポーツ健康科学研究科(修士課程)の担当資格 
(1)研究指導資格(MO 合)について 
「立命館大学大学院担当教員選考基準:2004 年 11 月 12 日、規程第 615 号」が定める下

表の枠内で、細目を①～③の通り定めている． 
 

 博士課程前期課程または修士課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該

当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育研究上の指導能力があると認

められる者 
 
(イ)博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 
(ロ)研究上の業績が（イ）の者に準ずると認められる者 
(ハ)芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 
(二）専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 

 
①立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程前期課程(イ)の運用について 
 「研究上の業績」とは、過去 5 年間を対象に公刊された査読付論文(単著、共著)、査

読なし論文(単著、筆頭著者)が 3 本以上あることとする。あるいは・別表 1 の算定式に

基づき、4 本以上あることとする。ただし、多様な研究分野と論文数の全国水準につい

ても一定考慮するものとする。 
②立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程前期課程(ロ)の運用について 
 「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とは、研究分野と論文数の全国

水準に基づき、当事者の研究分野によっては過去 10 年間に公刊された単著、もしくは

筆頭著者の査読付論文が 3 本以上ある場合、あるいは公刊された研究上の単著が 1 冊以

上ある場合には、「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とみなすことがあ

る。ただし、多様な研究分野と論文数の全国水準についても一定考慮するものとする。 
③立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程前期課程<本文>の運用について 
 「高度の研究上の指導能力があると認められる者」とは、担当する専門分野に関連し

た学部の授業を、原則として通算 3 年以上担当している者とする。 
 職位は、原則として教授、もしくは准教授とする。 
 新規任用者で大学等での科目担当経験がない者については、高度の研究上の指導能力

があるか否かについて、研究科委員会で審議の上、決定する。 
 
別表 1 

 5 年以内の公刊・発表・報告・申請・取得等について、算定する。 
 

1.公刊された分担執筆を除く著書(単著、編著、共著)1 冊を論文 2 本、分担執筆 1
章を論文 1 本とみなす。 

2.論文の発表(査読付論文(単著、共著)、査読なし論文(単著、もしくは筆頭著者)を
公刊毎に 1 本とみなす。） 
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3.学会賞などの受賞(受賞毎に 1 本とみなす） 
4.国内学会の招聰講演・学術報告(講演・報告毎に 1 本とみなす） 
5.国際学会の招聰講演・学術報告(講演・報告毎に 1 本とみなす） 
6.科学研究費補助金採択研究(研究代表者として採択毎に 1 本とみなす） 
7.その他学外資金獲得研究(研究代表者として獲得毎に 1 本とみなす） 
8.特許の申請(申請毎に 1 本とみなす） 
9.特許の取得(取得毎に 1 本とみなす） 

 
(2)研究指導補助資格側 O 合)、大学院科目担当資格棚可)について 
 上記「(1)研究指導資格(M○合）について」に準ずるものとして、研究科委員会で審

議・決定する。 
 
2-2.博士課程後期課程の担当資格（2011 年 3 月 29 日研究科委員会） 
(1)研究指導資格(DO 合)について 
「立命館大学大学院担当教員選考基準:2004 年 11 月 l2 日、規程第 615 号」が定める下

表の枠内で、細目を①～③の通りとする。 
 

 博士課程後期課程を担当する教員にあっては、次のいずれかに該当し、か

つ、担当する専門分野に関し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認

められる者 
 
(イ)博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 
(ロ)研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者 
(ハ)専攻分野について、とくに優れた知識および経験を有する者 

 
①立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程後期課程(イ)の運用について 
 「研究上の業績」とは、過去 5 年間を対象に公刊された査読付論文(単著、共著)、査

読なし論文(単著、筆頭著者)が 4 本以上あることとする。あるいは、別表 l の算定式に基

づき、5 本以上あることとする。ただし・多様な研究分野と論文数の全国水準について

も一定考慮するものとする。 
②立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程後期課程(ロ)の運用について 
 「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とは、研究分野と論文数の全国

水準に基づき、当事者の研究分野によっては過去 10 年間に公刊された単著、もしくは

筆頭著者の査読付論文が 4 本以上ある場合．あるいは公刊された研究上の単著が 1 冊以

上ある場合には、「研究上の業績が(イ)の者に準ずると認められる者」とみなすことがあ

る。ただし、多様な研究分野と論文数の全国水準についても一定考慮するものとする。 
③立命館大学大学院担当教員選考基準・博士課程後期課程<本文>の運用について 
 「極めて高度の研究上の指導能力があると認められる者」とは、ガイドラインに基づ

き、原則として、学内外の修士課程(博士課程前期課程)の研究指導を通算 1 年以上担当
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している者とする。 
 職位は、ガイドラインに基づき、教授を原則とする。 
 新規任用者で大学等での科目担当経験がない者については、高度の研究上の指導能力

があるか否かについて、研究科委員会で審議の上、決定する。 
 
(2)研究指導補助資格(D 合)、大学院科目担当資格(D 可)について 
 上記(l)研究指導資格(D○合)について」に準ずるものとして、研究科委員会で審議・決

定する。 
 

審査手続（教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライ

ン抜粋） 
 

(1) 各研究科は毎年度、次年度に前期課程（修士課程)、後期課程および-
一貫制博士課程において研究指導または研究指導補助を担当する資格ま

たは専門職学位課程における専任教員の資格を新たに取得しようとする

教員および前回の資格審査から 5 年を経過する者に対し、その教員の適

格性について、内規に基づき「審査委員会」および「研究科委員会」ま

たは「研究科教授会」において厳密な審査を行う。 
(2) 前号の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節(※1)および第 2 章第 2 節(※

2)に規定する教員の資格にあっては、毎年度、科目ごとにその資格に関

する審査を行なうものとする。 
(3) 審査は、研究者データベースに教員が入力したデータまたは自己申告

内容、およびこれを証する書面をもって行う。 
(4) 研究科内規に定められた基準を満たし「適」と判定された審査結果に

ついては、大学院委員会の識を経て、大学協議会に報告を求める。 
(5) 研究科内規に定められた基準を満たさず「不適」と判定した場合にお

いて、当該判定を受けた教員からの申請に応じて、再審査を行うことが

できる。 
(6) 再審査時においても「不適」の判定を受けた者は、翌年度の大学院担

当資格を有さないものとし、本節(1)に基づき行われる次回の定期審査に

おいて、再度申請を行うことができる。 
(7) 本節(5)の再審査における基準、手続等は、研究科内規として定める。 
(8) 翌年度大学院担当体制については、毎年 2 月末までに大学院委員会お

よび大学協議会への報告を求める。 
(9) 本節(3)から(8)の規定にかかわらず、第 1 章第 3 節および第 2 章第 2

節に規定する教員の資格審査にあっては、当該規定を適用しない。 
(10) 設置認可後､完成年度を終了するまでは文部科学大臣による教員審査

（いわゆる D○合、D 合、M○合、M 合、科目担当の可)をもって、上記

審査を代替しうることとする。 
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(※1) 1-(1)各項を満たす研究指導資格を有する教員のほかに、必要に応じ

て研究指導の補助を行い得る教員を置くことができる。当該教員の資格

は、1－(1)各項の基準に準じて審査を行なうものとし、研究科において

必要と認めたときは、その審査基準を内規として定めることができる。 
 
(※2) 専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格 
(1)専門職学位課程を担当する専任教員以外の教員の資格は、当該科目の内

容と当該科目担当候補者の教育研究分野または実務分野との適合性およ

び教育研究業績または実務経験に基づき、審査を行うものとする。 
(2)研究科において必要と認めたときは､(1)の審査における基準を内規とし

て定めることができる。 
 

 
【立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性(方針）】 

2012.03.12 スポーツ健康科学部教授会 
2013.05.14 スポーツ健康科学部教授会 

 
立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性(方針） 

 
【求める人材像】 
1．立命館大学スポーツ健康科学部(以下､学部)ならびに大学院スポーツ健康科学研

究科（以下､研究科)において育成すべき人材像を目指して､教育･研究できる人物

であること。 
2.スポーツ健康科学分野ならびに関連分野における研究を推進し､その成果を国内

外の学会･雑誌に発表するとともに､その成果を広く普及､社会還元できる人物であ

ること。 
3.スポーツ健康科学部の教員として､学部教授会ならびに学部教授会が組織する委

員会､プロジェクトなどへ積極的に参画し､スポーツ健康科学部ならびに大学院ス

ポーツ健康科学研究科の発展に貢献できる人物であること。 
 
【リクルートメント・ポリシー】 
1．学部･研究科の育成すべき人材像のロールモデルとなる人物 
2．学部･研究科の教学に対して責任と熱意を持ち､学生･院生を教育･指導できる人

物 
3．研究者として当該の専門分野における顕著な成果をあげており､さらに発展でき

る人物 
4．学部･研究科の組織の一員としてともに働き､組織の発展に貢献できる人物 
5．総合･学際分野の教学と研究を推進するにあたって協働できる人物 
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【教員の構成】 
1.学部の基礎･基礎専門科目、学部の各コース､研究科博士前期課程および後期課程

の各領域の教学･研究を担うために必要な教員構成とすること。 
2.総合的･学際的な教学推進がはかれる構成とすること。 
3.スポーツ健康科学分野の研究が推進できる構成とすること。 
4.教員の職位構成にも一定の配慮をおくこと。 
 
【任期制教員】 
1．若手研究者(助手､特任助教､助教)については､学部･研究科で充分な教育実績と研

究 
実績を積めることを意識した選考ならびに任用後の活動を考慮すること。 
2．任期制教員の任期内での異動については､積極的に支援すること。 
3．学部枠の客員教授については､1 年任期とする｡任期の更新は 2 回までとする。 

 
（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。 
 
＜１＞教員の教育研究活動等の評価の実施 
 スポーツ健康科学部の教育研究の高度化を趣旨として、教授会にて副学部長が呼びかけ

を行い、昼休み時間帯を活用して、スポーツ健康科学部の全専任教員を対象とした「ラン

智タイムセミナー」(前期８回、後期９回、計 17 回)2-20 2-21を実施した。以下に、資料を示

す。 
2015.４.７  担当：伊坂  

2014 年度  前期  ラン智タイムセミナー 
  
  本年度も引き続き、教授会のある火曜日の昼休み（１２：２０－１２：５５）に、ラ

ン智タイムセミナーを開催します。  
皆さん、ランチボックス、食後のお茶、紅茶、お菓子などを持参のうえ、お集まりくだ

さい。  
  スポーツ健康科学部・大学院同研究科は、今年６年目を迎え、新しい先生方ならびに

新しい職員のみなさんを迎えることになりました。スポーツ健康科学部のファミリーと

して、相互理解を深める意味でも是非お集まりください。  
  2015 年度の前期のスケジュールは次の通りで、進め方については、次のようにさせ

ていただきます。   
  司会・コーディネーターの先生方は、１）集客・プロモーション、２）発表日・内容

などのリマインド、３）当日の司会・進行（タイムマネジメント）の方をお願いしま

す。特にプレゼン Ａ は業務時間の関係もあるので、必ず 12:20-12:30 で終了するよう

にお願いします。  
  プレゼンテーションＡ は、事務局職員のみなさんにお願いします。10 分の時間を自

由にお使いください。日頃の業務、学生との関わりの中で感じておられること、アイデ
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アなど。近況、最近考えていること、気になることなど、好きなことをお話しくださ

い。写真、スライドを使ってもらっても構いません。  
  プレゼンテーションＢ は、 先生を中心にお願いします。 プロフェッショナルです

ので、 時間厳守 （発表 ５ 分＋質疑応答 ５ 分）でお願いします。また、できれば 
２ 回ほど「笑い」が取れるように工夫して頂ければ幸いです。お一人のところは 10-15 
分発表でお願いします。 

 
 

2015.９.30  担当：伊坂  
2015 年度  後期  ラン智タイムセミナー 

  
  本年度も引き続き、教授会のある火曜日の昼休み（１２：２０－１２：５５）に、ラ

ン智タイムセミナーを開催します。  
皆さん、ランチボックス、食後のお茶、紅茶、お菓子などを持参のうえ、お集まりくだ

さい。  
  2015 年度の後期のスケジュールは次の通りで、進め方については、次のようにさせ

ていただきます。   
  司会・コーディネーターの先生方は、１）集客・プロモーション、２）発表日・内容

などのリマイ 
ンド、３）当日の司会・進行（タイムマネジメント）の方をお願いします。特にプレゼ

ン Ａ は業務時間の関係もあるので、必ず 12:20-12:30 で終了するようにお願いしま

す。  
  プレゼンテーションＡ は、事務局職員のみなさんにお願いします。10 分の時間を自

由にお使いください。日頃の業務、学生との関わりの中で感じておられること、アイデ

アなど。近況、最近考えていること、気になることなど、好きなことをお話しくださ

い。写真、スライドを使ってもらっても構いません。  
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  プレゼンテーションＢ は、 先生を中心にお願いします。 プロフェッショナルです

ので、 時間厳守 （発表 10-15 分＋質疑応答 ５ 分）でお願いします。また、できれ

ば ２ 回ほど「笑い」が取れるように工夫して頂ければ幸いです。お一人のところは

10-15 分発表でお願いします。 
 

 
 
＜２＞ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施状況と有効性 
 ９月及び３月に、教授会構成員に特任助教や職員も加えて学部・研究科に関わるさまざ

まなテーマについて、以下の資料に示すように、集中的に報告・意見交換するＦＤ企画 2-

22 2-23を実施した。 
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２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 
（１）効果が上がっている事項 
（１）大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。 
 評価指標として、以下の観点をふまえて、募集・任用・昇任が行われているかどうかを

設定した。 
〇大学設置基準および大学院設置基準 
〇立命館大学教員任用・昇任規程 2-1 
〇立命館大学教員選考基準 2-2 
〇教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン(2010.03.19 大
学協議会)2-3 
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〇「専任教員の任用と昇任の進め方」（2010.10.12 スポーツ健康科学部教授会）2-4 
〇「博士課程前期課程、後期課程の審査について」(2014.09.16 大学院スポーツ健康科

学研究科委員会) 
〇「立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性(方針）」(2013.05.14 スポー

ツ健康科学部教授会) 
 
 評価基準として、以下を設定し、適用した。 

評価５：募集・任用・昇任が、上記のうち、７観点をふまえて行われている。 
評価４：募集・任用・昇任が、上記のうち、６観点をふまえて行われている。 
評価３：募集・任用・昇任が、上記のうち、５観点をふまえて行われている。 
評価２：募集・任用・昇任が、上記のうち、５観点をふまえて行われている。 
評価１：募集・任用・昇任が、上記のうち、４観点以下をふまえて行われている。 

 
 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が５であったことから、「［１］大学として求め

る教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。」は、効果が上がっている事

項と判断した。 
 
（２）学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。 
 評価指標として、以下を設定し、適用した。 

〇大学院教員資格審査委員会の設置 
〇大学院教員資格基準の提示 
〇大学院教員資格基準に基づいた審査 

 
 評価基準として、以下を設定し、適用した。 
評価５：過去５年間に、大学院教員資格審査委員会が設置され、同基準が提示され、同

審査が実施された。 
評価４：過去５年間に、大学院教員資格審査委員会が設置され、同基準が提示され、同

審査が実施されていない。 
評価３：過去５年間に、大学院教員資格審査委員会が設置され、同基準が提示されず、

同審査が実施された。 
評価２：過去５年間に、大学院教員資格審査委員会が設置され、同基準が提示されず、

同審査が実施されていない。 
評価１：過去５年間に、大学院教員資格審査委員会が設置されず、同基準が提示され

ず、同審査が実施されていない。 
 
 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が５であったことから、「［２］学部・研究科等

の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。」は、効果が上がっている事項と判断

した。 
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（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。 
 評価指標として、以下を設定し、適用した。 

〇大学設置基準、大学院設置基準、立命館大学教員任用・昇任規程、立命館大学教員選

考基準、教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン 
〇「専任教員の任用と昇任の進め方」（2010.10.12 スポーツ健康科学部教授会） 
〇「博士課程後期課程の担当資格について」（2011.03.29 スポーツ健康科学研究科委員

会） 
〇「立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性」（2012.03.12 スポーツ健

康科学部教授会） 
〇研究業績に偏らない特殊な能力を有する学部組織に必要な人材の採用 

 
 評価基準として、以下を設定し、適用した。 
評価５：評価指標に示した５項目の内、４項目以上に基づいた 100%の募集・採用・昇

任の実施 
評価４：評価指標に示した５項目の内、４項目以上に基づいた 80%以上の募集・採用・ 

昇任の実施 
評価３：評価指標に示した５項目の内、４項目以上に基づいた 60%以上の募集・採用・ 

昇任の実施 
評価２：評価指標に示した５項目の内、３項目以上に基づいた 60%募集・採用・昇任の 

実施 
評価１：評価指標に示した５項目の内、２項目にも基づかない募集・採用・昇任の実施 

 
 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が５であったことから、「［３］教員の募集・採

用・昇格は適切に行われているか。」は、効果が上がっている事項と判断した。 
 
（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。 
 評価指標として、以下を設定し、適用した。 

〇教授会ＦＤ研修会(ＦＤ企画)の実施回数 
〇ＦＤセミナー(ラン智タイムセミナー)の実施回数 

 
評価基準として、以下を設定し、適用した。 
評価５：教授会ＦＤ研修会を年２回以上、かつ、ＦＤセミナーを前後期各３回以上実施 
評価４：教授会ＦＤ研修会を年２回以上、もしくは、ＦＤセミナーを前後期各３回以上 

実施 
評価３：教授会ＦＤ研修会を年１回以上、かつ、ＦＤセミナーを前後期各１回以上実施 
評価２：教授会ＦＤ研修会を年１回以上、もしくは、ＦＤセミナーを前期もしくは後期 

１回以上実施 
評価１：教授会ＦＤ研修会を実施せず、かつ、ＦＤセミナーを実施せず 
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 2014 年度および 2015 年度ともに、評価が５であったことから、「［４］教員の資質の向

上を図るための方策を講じているか。」は、効果が上がっている事項と判断した。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（１）大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。 
 2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（２）学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。 
 2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。 
 2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。 
 2014 年度 2015 年度ともに、評価５であったため、現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
 
 
４．根拠資料 
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2-2  立命館大学教員選考基準（立命館 例規集 2015 年度版 P2036） 
2-3  教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン. 
2-4  スポーツ健康科学部教授会. 専任教員の任用と昇任の進め方. 2010.10.12. 
2-5  スポーツ健康科学部教授会. 教員組織整備計画（2016～2020 年度）第１次案意見集

約について. 2015.07.28. 
2-6  スポーツ健康科学部ＨＰ. 教員一覧. 

http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/faculty-list.html/ 2016.02.20 閲覧. 
2-7  学修要覧 2015 年度入学者用 .2015 年度以降入学生対象 pp20-21 
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Ⅲ．教育内容・方法・成果 
（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

 
１．現状の説明 
 
（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。 
 
＜１＞学士課程・修士課程・博士課程・専門職学位課程の教育目標の明示 
 学士課程の教育目標については、学修要覧 2015 年度入学者用ならびに学部ホームペー

ジの「スポーツ健康科学部の人材育成目的」3a-1 3a-2に記載されている。 

 
＜２＞教育目標と学位授与方針との整合性 
 学修要覧 2015 年度入学者用ならびに学部ホームページにディプロマ・ポリシー3a-3 3a-4

が記載されており、掲げた教育目標の「グローバルな視野」については２において、「リ

ーダーシップ」については３において、「スポーツ健康科学分野への理解」については１

において、「社会の発展に貢献する人間」については４および５において明示されてお

り、教育目標と学位授与方針には整合性がある。 
スポーツ健康科学部では、人材育成目標を達成するために、以下の通り卒業時点にお

いて学生が身につけるべき能力（教育目標）を定めます。これらの能力の獲得と所定の

単位の修得をもって、人材像の達成とみなし、学士（スポーツ健康科学）の学位を授与

します。 
（1）スポーツ健康に関する科学的視点や、基礎知識・基礎理論を、総合的・学際的に

理解することができる。 
（2）幅広い教養と国際的な感覚を身に付け、グローバルな視野からスポーツ・健康を

分析・検討・実践していくことができる。 
（3）リーダーシップ、コーチング理論への深い理解に基づいた指導を行うことができ

る。 
（4）豊かな倫理観および自らのキャリアに関する高い意識を持ち、社会の発展に自ら

の能力を役立てるという、強い使命感を持つことができる。 
（5）社会貢献、地域貢献等を通じて、スポーツ健康科学を社会に広めて行くことがで

きる。 
 
＜３＞修得すべき学習成果の明示 
 掲げた教育目標と学位授与方針に基づき、学修要覧 2015 年度入学者用に、習得すべき

学習成果について、学年およびコース別にその到達目標を定めている 3a-5。 

スポーツ健康科学の教育研究を通じて、グローバルな視野とリーダーシップを備え、

スポーツ健康科学分野への理解を持ちつつ、社会の発展に貢献する人間を育成すること

を目的とします。 
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1．2 回生は、学問の専門力を身につけるための基礎力の修得期間としています。3．4
回生では主に、専門科目として各コースの専門科目や「専門演習」を履修します。みな

さん自身の課題意識やキャリア形成プランに応じて、専門的な学びを深めることができ 
ます。そして、4 回生では、4 年間の演習や学部での学びの集大成として、卒業論文を

作成していきます。 
【1 回生】 
1)大学で学ぶ基礎力の充実（教養と語学力） 
2)スポーツ健康科学の専門性を身につけるために必要な基礎知識とリテラシーカの修得 
3)キャリアイメージの形成 
【2 回生】 
1)大学で学ぶ蟇礎力の充実（教養と語学力） 
2)スポーツ健康科学を総合的学際的に学ぶ基盤（専門基礎力）の形成 
3)研究を進めるためのアプローチの理解 
4)より具体的なキャリアイメージの形成 
【3 回生】 
1)高い専門英語力の修得 
2)理論と実践を通じたスポーツ健康科学の専門性の修得 
3)研究課題の設定と解決方法の修得 
【4 回生】 
1)応用できる基礎力の確立 
2)理論と実践を通じたスポーツ健康科学の専門性の修得 
3)卒業論文の完成 
【各コースの到達目標】 

各コースの到達目標は、次に示したように、基礎科目、基礎専門科目の学びを背景と

して、各専門コースの理論を修得した上で、理論と実践を通じた総合的な学びにより、

具体的な実践につなげられる力を身につけることです。 
スポーツ科学コース 
自然科学的な手法からスポーツを解析し、それぞれの種目における競技力向上に貢献

するアブローチを理解するとともに、その理論を実践へ合理的に応用できる力を身につ

けます。 
健康運動科学コース 
健康を維持・増進するために、運動や栄養摂取が健康に果たす役割や身体に与える影

響・効果を適切に理解し、健康に関わる課題に対して具体的な運動プログラム等を提案

する力を身につけます。 
スポーツ教育学コース 
スポーツに関わる分野の指導スキルならびに教育に関わる幅広い関連知識を身につ

け、リーダーシップを発揮できる高度な教育力を身につけます。 
スポーツマネジメントコース 
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多様なスポーツ組織や健康関連組織のマネジメントを理解すると共に、そのような組

織と社会の関わり方について理解を深め、組織内でリーダーシップ、コーチングカを発

揮できる力を身につけます。 
 
（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか。 
 
＜１＞教育目標・学位授与方針と整合性のある教育課程の編成・実施方針の明示 
 学修要覧 2015 年度入学者用の「教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）」3a-6

において、５つから成る学部共通事項とコース別の教育課程の編成・実施方針が示されて

いる。 
（1）総合的・学際的カリキュラム 

医学、保健衛生学、理学、工学、教育学、経済学、経営学といった隣接する学問領域

と連携し、総合的・学際的な視点で学びを進めます。 
（2）確実に学びを深める系統的カリキュラム 
基礎科目基礎専門科目・専門科目の 3 つの科目区分の中に、さらに小科目区分を設

け、小科目区分ごとに必修科目や卒業に必要な単位数を定めて、系統的な履修を進めま

す。なお、卒業時には 4 年間の履修の集大成として必ず卒業論文を作成します。 
（3）発信を重視した英語教育 

関心のあるテーマについて英語で発表することを通じて、英語運用能力とコミュニケ

ーション能力を高め、国際的に活躍できる力を養成します。 
（4）地域や企業と連携した実践的カリキュラム 

講義で得た理論を様々な実践を通じてより深く身につけるために、インターンシッ

プ、サービスラーニングという学外での実習が可能なプログラムを実施します。 
（5）4 年間を通じた小集団教育 

1 回生から 4 回生まで小集団科目を配置し、学生一人一人へのきめ細かな指導を行い

ます。 
 
＜２＞科目区分、必修・選択の別、単位数等の明示 
 学修要覧 2015 年度入学者用において、科目区分、必修・選択の別、単位数は明示され

ている 3a-7。 
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（３）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針が、大学構成員（教職員

および学生等）に周知され、社会に公表されているか。 
 
＜１＞周知方法と有効性 
 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針 3a-8は、学修要覧 2015 年度入

学者用に明示されているだけでなく、学部ホームページ、ならびに教授会にて周知してい

る。周知方法の有効性については、「学びの実態調査」と「教員アンケート」によって点

検している。 
 
＜２＞社会への公表方法 
 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針は、学部ホームページに掲載

されている 3a-9。 
 
（４）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的

に検証を行っているか。 
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 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性については、「学び

の実態調査」と「教員アンケート」にて検証している。同時に、教職員については、「教

授会ＦＤ研修会」3a-10 3a-11 3a-12 3a-13にて、議論・検証している。 
 
 
２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 評価基準は、５段階に設定する。 
④ 評価１、評価２および評価３であった評価項目は改善すべき事項と判断し、評価４お

よび評価５であった評価項目は効果が上がっている事項と判断する。 
⑤ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 なお、評価指標に学生もしくは教職員に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じ

て、以下のように＜アンケートによる評価基準の原則＞を設定し、評価基準として適用す

ることとした。 
 
＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価

指標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設

定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
＜アンケートによる評価基準の原則：教職員対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が教職員である場合、以下の手続きに従って、評価基準を

設定した。 
 第一に、教職員の回答の 90%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評

価指標に対する肯定的回答の和が 90%以上であれば十分と考えた。 
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 第二に、評価３の得点範囲が、評価４および評価２よりも広いことが適切であると考え

た。 
 第三に、評価３の得点範囲は 20％、評価４および評価２の得点間隔は 10％が適当であ

ると考えた。評価２よりも低い得点を、評価１とすることにした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が教職員である場合の評価基準を、以下のよう

に設定することとした。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 
（４）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的

に検証を行っているか。 
 2015 年３月 24 日の教授会 3a-14で、「2014 年度教学総括に関する意見集約」について意

見交換しており、教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針の適切性について

検討している。またこのような情報をもとに、2015 年６月 30 日の教授会 3a-15で 2016 年

度スポーツ健康科学部開講方針第一次案が、2015 年９月 29 日の教授会 3a-16で 2016 年度

スポーツ健康科学部開講方針第二次案について議論されており、教学のＰＤＣＡサイクル

に基づき、議論が進められている。 
またスポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞において、「スポーツ

健康科学部の学位授与方針（教育目標）は、教学理念、時代背景の変化などを考慮すると

内容や表現は適切と思うか（内容について）」ということを尋ねており、＜アンケートに

よる評価基準の原則：教職員対象＞を適用し、評価した。その結果、2014 年７月にまとめ

られた「スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞」において、学位授

与方針（教育目標）の内容について、「適切である」という割合が 68.2%、「どちらかとい

うと適切である」が 22.7%と、全体の９割以上が概ね肯定的な見解を示している（評価

５）。2016 年３月にまとめられた調査結果でも、「適切である」という回答が 71.4%、「ど

ちらかといえば適切である」という回答が 28.6%と肯定的な回答が 100%（評価５）とな

った。定めた基準によれば、両調査結果とも５段階評価の５にあたる。 
 以上の結果から、「（４）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適

切性について定期的に検証を行っているか」については、効果が上がっている事項と判断

した。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。 
 評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項目

問１(1)「あなたはこのスポーツ健康科学部の５つの教育目標を知っていましたか？」を適

用した。その結果、2015 年１月にまとめられた「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在
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学生用）」において、「知っていた」という回答が 55.7%（評価３）で、2015 年 12 月にま

とめられた調査結果でも 57.0%（評価３）となり、定めた基準（アンケートによる評価基

準の原則：学生対象）基準によれば、両調査結果とも５段階評価の３にあたる。 
 
（３）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針が、大学構成員［教職員

および学生等］に周知され、社会に公表されているか。 
 評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項目

「あなたはこのスポーツ健康科学部の５つの教育目標を知っていましたか？」を適用し、 

評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
 2015 年１月にまとめられた「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）」では、

教育目標に対する認知度が 55.7%で、2015 年 12 月にまとめられた調査結果では、57.0%
と前回調査時よりも 1.3 パーセントポイント上昇している。定めた基準によれば、両調査

結果とも５段階評価の３にあたり、数値は、1.3%アップしているものの、評価に変化はな

い。 
 以上の結果から、「（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか」について

は、変化はないものの、改善すべき事項と判断した。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供している

か。 
 現状維持に努める。 
 
（４）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的

に検証を行っているか。 
 現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。 
 年度当初のガイダンスや必修科目、また小集団クラスなどを通じて、周知を図りたい。 
 
（３）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針が、大学構成員［教職員

および学生等］に周知され、社会に公表されているか。 
 初年度学生のみならず、学年次が進行しても、小集団教育を通じて、周知を図りたい。 
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（２）教育課程・教育内容 
 
１．現状の説明 
 
（１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。 
 
＜１＞必要な授業科目の開設状況 
 原則、学修要覧 2015 年度入学者用に基づき、全ての授業科目が開講されている。ただ

し、一定の受講者数に満たない授業については、教授会にて審議され、閉講が検討されて

いる 3b-1 3b-2 3b-3。 

 
 
＜２＞順次性のある授業科目の体系的配置 
 学修要覧 2015 年度入学者用に示された教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシ

ー）3b-1 3b-4に基づき、上記のカリキュラム表を提示した上で、「系統履修制度」3b-5を提示

している。 
（1）総合的・学際的カリキュラム 
医学、保健衛生学、理学、工学、教育学、経済学、経営学といった隣接する学問領域

と連携し、総合的・学際的な視点で学びを進めます。 
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（2）確実に学びを深める系統的カリキュラム 
基礎科目基礎専門科目・専門科目の 3 つの科目区分の中に、さらに小科目区分を設

け、小科目区分ごとに必修科目や卒業に必要な単位数を定めて、系統的な履修を進めま

す。なお、卒業時には 4 年間の履修の集大成として必ず卒業論文を作成します。 
 
（3）発信を重視した英語教育 
関心のあるテーマについて英語で発表することを通じて、英語運用能力とコミュニケ

ーション能力を高め、国際的に活躍できる力を養成します。 
 
（4）地域や企業と連携した実践的カリキュラム 

講義で得た理論を様々な実践を通じてより深く身につけるために、インターンシッ

プ、サービスラーニングという学外での実習が可能なプログラムを実施します。 
 
（5）4 年間を通じた小集団教育 

1 回生から 4 回生まで小集団科目を配置し、学生一人一人へのきめ細かな指導を行い

ます。 
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＜３＞専門教育・教養教育の位置づけ ※学部のみ 
 学修要覧 2015 年度入学者用に外国語科目、教養科目、基礎専門科目、専門科目に分け

て、それら科目を履修する理念・目的・位置づけなどが記されている 3b-5 3b-6。 
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（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供している

か。 
 
＜１＞学士課程教育に相応しい教育内容の提供 ※学部のみ 
 学修要覧 2015 年度入学者用に記載されている「立命館大学学則」3b-7に基づき、スポー

ツ健康科学部学部則 3b-8 を定め、授業科目の種類・単位数、履修方法および卒業に必要な

単位数等に関する事項を定めて、学位取得の基準を明示している 3b-9。また前掲の「スポ

ーツ健康科学部での履修」3b-6および「系統履修制度」3b-5を提示し、学士課程教育に相応

しい内容とそのための方針を明示している。 

 
 
＜２＞初年次教育・高大連携に配慮した教育内容 ※学部のみ 
 初年次教育に関しては、学修要覧 2015 年度入学者用の「スポーツ健康科学部での履

修」3b-6において、小集団科目「基礎演習Ⅰ・Ⅱ」のねらいについて記載するとともに、

「系統履修制度」3b-5において、１回生で身につけるべき能力についても記載している。 
 高大連携については、アドバンスト・プレイスメント（ＡＰ）科目（附属高校と立命館

大学が共同で開発・運営する単位認定を伴う「高大連携科目」）による入学前既修得単位

の認定を教授会で審議している 3b-10 3b-11。 
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２．点検・評価 
  
点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 

① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 評価基準は、５段階に設定する。 
④ 評価１、評価２および評価３であった評価項目は改善すべき事項と判断し、評価４お

よび評価５であった評価項目は効果が上がっている事項と判断する。 
⑤ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 なお、評価指標に学生に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じて、以下のよう

に＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を設定し、評価基準として適用するこ

ととした。 
 
＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価

指標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設

定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 
（１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的

に編成しているか 
 2015 年３月 24 日の教授会 3b-12で、「2014 年度教学総括に関する意見集約」について意

見交換しており、教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針の適切性について

検討している。またこのような情報をもとに、2015 年６月 30 日の教授会 3b-13で 2016 年

度スポーツ健康科学部開講方針第一次案が、2015 年９月 29 日の教授会 3b-14で 2016 年度

スポーツ健康科学部開講方針第二次案について議論されており、教学のＰＤＣＡサイクル

に基づき、議論が進められている。 
またスポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞において、「スポーツ

健康科学部の学位授与方針（教育目標）は、教学理念、時代背景の変化などを考慮すると
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内容や表現は適切と思うか（内容について）」ということを尋ねており、＜アンケートに

よる評価基準の原則：教職員対象＞を適用し、評価した。その結果、2014 年７月にまとめ

られた「スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞」において、学位授

与方針（教育目標）の内容について、「適切である」という割合が 68.2%、「どちらかとい

うと適切である」が 22.7%と、全体の９割以上が概ね肯定的な見解を示している（評価

５）。2016 年３月にまとめられた調査結果でも、「適切である」という回答が 71.4%、「ど

ちらかといえば適切である」という回答が 28.6%と肯定的な回答が 100%（評価５）とな

った。定めた基準によれば、両調査結果とも５段階評価の５にあたる。 
さらには、2016 年２月 12 日の教授会 3b-15で「2016 年度スポーツ健康科学部・研究科

シラバス点検について」の議案にあるとおり、教員全員がシラバスの内容チェックを実施

している。 
 以上のような結果から、「(１)教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開

設し、教育課程を体系的に編成しているか」については、効果が上がっている事項と判断

した。 
 
（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供している

か。 
 2015 年３月 24 日の教授会 3b-12で、「2014 年度教学総括に関する意見集約」について意

見交換しており、教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針の適切性について

検討している。またこのような情報をもとに、2015 年６月 30 日の教授会 3b-13で 2016 年

度スポーツ健康科学部開講方針第一次案が、2015 年９月 29 日の教授会 3b-14で 2016 年度

スポーツ健康科学部開講方針第二次案について議論されており、教学のＰＤＣＡサイクル

に基づき、議論が進められている。 
またスポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞において、「スポーツ

健康科学部の学位授与方針（教育目標）は、教学理念、時代背景の変化などを考慮すると

内容や表現は適切と思うか（内容について）」ということを尋ねており、＜アンケートに

よる評価基準の原則：教職員対象＞を適用し、評価した。その結果、2014 年７月にまとめ

られた「スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞」において、学位授

与方針（教育目標）の内容について、「適切である」という割合が 68.2%、「どちらかとい

うと適切である」が 22.7%と、全体の９割以上が概ね肯定的な見解を示している（評価

５）。2016 年３月にまとめられた調査結果でも、「適切である」という回答が 71.4%、「ど

ちらかといえば適切である」という回答が 28.6%と肯定的な回答が 100%（評価５）とな

った。定めた基準によれば、両調査結果とも５段階評価の５にあたる。 
さらには、2016 年２月 12 日の教授会 3b-15で「2016 年度スポーツ健康科学部・研究科

シラバス点検について」の議案にあるとおり、教員全員がシラバスの内容チェックを実施

している。 
以上のような結果から、「(２) 教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい

教育内容を提供しているか」については、効果が上がっている事項と判断した。 
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（２）改善すべき事項 
特記事項なし。 

 
 
３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。 
 現状維持に努める。 
 
（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供している

か。 
 現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 
特記事項なし。 

 
 
４．根拠資料 
 
3b-1 学修要覧 2015 年度入学者用スポーツ健康科学部カリキュラム表 2015.04.01 P20-

P21 
3b-2 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度前期スポーツ健康科学部授業科目の閉講につ

いて. 2015.04.21 
3b-3 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度後期スポーツ健康科学部授業科目の閉講につ

いて. 2015.10.06 
3b-4 学修要覧 2015 年度入学者用. 教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）. 

2015.04.01 P２ 
3b-5 学修要覧 2015 年度入学者用. 系統履修制度. 2015.04.01 P32-P33 
3b-6 学修要覧 2015 年度入学者用. スポーツ健康科学部での履修. 2015.04.01 P23-P31 
3b-7 学修要覧 2015 年度入学者用. 立命館大学学則（抜粋）. 2015.04.01 P76-P81 
3b-8 学修要覧 2015 年度入学者用. 立命館大学スポーツ健康科学部学部則 2015.04.01 

P87-P91 
3b-9 学修要覧 2015 年度入学者用. スポーツ健康科学部での学位取得. 2015.04.01 P22 
3b-10 立命館中学･高等学校ホームページ. 高大連携カリキュラム 

http://www.ritsumei.ac.jp/fkc/education/career/curriculum.html/（2016.02.20 閲

覧） 
3b-11 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度入学者の AP プログラムによる入学前既修得

単位認定について. 2015.04.07 
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3b-12 2014 年度第 22 回スポーツ健康科学部教授会議案書 
3b-13 2015 年度第８回スポーツ健康科学部教授会議案書 
3b-14 2015 年度第 13 回スポーツ健康科学部教授会議案書 
3b-15 2015 年度第 23 回スポーツ健康科学部教授会議案書 
 

98



Ⅲ．教育内容・方法・成果（３）教育方法 

 
 
 

 

（３）教育方法 
 
１．現状の説明 
 
（１）教育方法および学習指導は適切か。 
 
＜１＞教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実験等）の採用 
 学修要覧 2015 年度入学者用に記載しているとおり、「教育課程の編成・実施方針（カリ

キュラム・ポリシー）」3c-1に基づき、カリキュラムを編成 3c-2し、「スポーツ健康科学部での

履修」3c-3において、多様な授業形態の目的や意味づけについて説明している。 
（1）総合的・学際的カリキュラム 

医学、保健衛生学、理学、工学、教育学、経済学、経営学といった隣接する学問領域

と連携し、総合的・学際的な視点で学びを進めます。 
（2）確実に学びを深める系統的カリキュラム 
基礎科目・基礎専門科目・専門科目の３つの科目区分の中に、さらに小科目区分を設

け、小科目区分ごとに必修科目や卒業に必要な単位数を定めて、系統的な履修を進めま

す。なお、卒業時には４年間の履修の集大成として必ず卒業論文を作成します。 
（3）発信を重視した英語教育 
関心のあるテーマについて英語で発表することを通じて、英語運用能力とコミュニケ

ーション能力を高め、国際的に活躍できる力を養成します。 
（4）地域や企業と連携した実践的カリキュラム 

講義で得た理論を様々な実践を通じてより深く身につけるために、インターンシッ

プ、サービスラーニングという学外での実習が可能なプログラムを実施します。 
（5）４年間を通じた小集団教育 
１回生から４回生まで小集団科目を配置し、学生一人一人へのきめ細かな指導を行い

ます。 
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＜２＞履修科目登録の上限設定、学習指導の充実 
 学修要覧 2015 年度入学者用の「スポーツ健康科学部での学位取得」において、各回生の

年間受講登録制限単位数を明示している 3c-4。 
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 また基礎科目、基礎専門科目、専門科をさらに科目区分を細分化し、必修科目と履修指定

科目などを明示している 3c-2。 

 
 
＜３＞学生の主体的参加を促す授業方法 
 ポートフォリオ（manaba+R）を活用し、全学生にキャリアチャートを記入させ、前年の

学びを振り返る機会と現行学年の目標設定機会を設けている 3c-5。 
 
（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか。 
 
＜１＞シラバスの作成と内容の充実 
 学内で統一したフォーマットに則り、シラバスを作成し、オンラインで公開している 
3c-6。また作成したシラバスについては、学部内の全教員で相互チェックし、内容の充実に

努めている 3c-7。 
 
＜２＞授業内容・方法とシラバスとの整合性 
 教職員アンケートによって点検している 3c-8。また 2015 年５月 12 日のスポーツ健康科学

部教授会において、「2015 年度授業アンケートおよびインタラクティブシートの実施方針

ならびに実施日程について」の議題で、教員に周知・活用を促している 3c-9。 
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（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか。 
 
＜１＞厳格な成績評価（評価方法・評価基準の明示） 
 学修要覧 2015 年度入学者用において、学則に基づいた成績評価方法について明示してい

る 3c-10。 
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＜２＞単位制度の趣旨に基づく単位認定の適切性 
 学修要覧 2015 年度入学者用において、単位の考え方、単位の修得に関して記載している

3c-11。 

 
＜３＞既修得単位認定の適切性 
 アドバンスト・プレイスメント（ＡＰ）科目（附属高校と立命館大学が共同で開発・運営

する単位認定を伴う「高大連携科目」）による入学前既修得単位の認定を教授会で審議し、

承認している 3c-12。 
 また他大学等で修得した単位の認定については、前掲した学修要覧 2015 年度入学者用に

記載している 3c-10。 
 
（４）教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教育内容・方法の改

善に結びつけているか。 
 
＜１＞授業の内容および方法の改善を図るための組織的研修・研究の実施 
 教授会構成員に特任助教や職員も加えて、授業の内容および方法の改善を図る方策につ

いて、ＦＤ企画を実施している 3c-13。 
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２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点のなかから、一つの評価の視点に焦点を

当てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施す

る。 
 なお、評価指標に学生もしくは教職員に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じて、

以下のように＜アンケートによる評価基準の原則＞を設定し、評価基準として適用するこ

ととした。 
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＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価指

標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設定

することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
＜アンケートによる評価基準の原則：教職員対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が教職員である場合、以下の手続きに従って、評価基準を設

定した。 
 第一に、教職員の回答の 90%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価

指標に対する肯定的回答の和が 90%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、評価３の得点範囲が、評価４および評価２よりも広いことが適切であると考えた。 
 第三に、評価３の得点範囲は 20％、評価４および評価２の得点間隔は 10％が適当である

と考えた。評価２よりも低い得点を、評価１とすることにした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が教職員である場合の評価基準を、以下のように

設定することとした。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 
（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか。 
 評価指標として、スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員＞における質

問項目「あなたは、シラバスの記載に沿って毎回授業を行っていますか？」を適用した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：教職員対象＞を適用した。 
 
 2014 年７月にまとめられた「スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員

＞」において、「シラバスの記載に沿って毎回授業行っているか」という項目に対して、「記

載通りに行っている」と「ほぼ記載通りに行っている」の回答が 90.9%（評価５）で、2016
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年３月にまとめられた調査結果でも 95.5%(評価５)と高い値を示した。定めた基準によれば、

両調査結果とも５段階評価の５にあたる。 
 以上の結果から、「（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか。」については、効

果が上がっている事項と判断した。 
 
（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか。 
 2015 年度スポーツ健康科学部教授会において、「2015 年度「講義の講評」「成績分布」の

作成依頼について 3c-14、各教員に依頼しており、セメスターごとにおける各教員が担当する

授業内容、成績評価、単位認定の自己点検評価を促している。 
これについての評価指標として、スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケートアンケ

ート＜教職員＞における質問項目「あなたは、単位認定をシラバス記載の成績評価方法・基

準の記載に従って行っていますか？」を適用した。評価基準として、＜アンケートによる評

価基準の原則：教職員対象＞を適用した。 
 
 2014 年 7 月にまとめられた「スポーツ健康科学部の自己点検・評価アンケート＜教職員

＞」において、「単位認定をシラバス記載の成績評価方法・基準の記載に従って行っている

か」という項目に対して、「記載通りに行っている」と「ほぼ記載通りに行っている」の回

答が 95.4%（評価 5）で、2016 年３月にまとめられた調査結果でも 95.5%(評価 5)と高い値

を示した。定めた基準によれば、両調査結果とも５段階評価の５にあたる。 
 以上の結果から、「（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか。」については、効

果が上がっている事項と判断した。 
 
（４）教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教育内容・方法の改

善に結びつけているか。 
 評価指標として、以下を設定し、適用した。 

〇教授会ＦＤ研修会(ＦＤ企画)の計画回数 
〇教授会ＦＤ研修会(ＦＤ企画)の実施回数 

 
 評価基準として、以下を設定し、適用した。 
評価５：教授会ＦＤ研修会を２回以上計画し、かつ、２回以上実施 
評価４：教授会ＦＤ研修会を２回計画し、かつ、１回実施 
評価３：教授会ＦＤ研修会を１回計画し、かつ、１回実施 
評価２：教授会ＦＤ研修会を１回計画し、もしくは、１回実施 
評価１：教授会ＦＤ研修会を１回も計画せず、かつ、１回も実施せず 

 
 2014 年７月 29 日教授会で、８月 29 日に実施する教授会ＦＤ、また 2015 年２月 13 日

教授会で、２月 26 日に実施する教授会ＦＤの企画について話し合われ、年間２回、教育課

程や教育内容・方法の改善について、議論している。2015 年度に関しては、同様の趣旨で

計画が検討され、2015 年９月１日と 2016 年３月１日 3c-15 に実施している。定めた基準に

よれば、両調査結果とも５段階評価の５にあたる。 
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 以上のことから、「（４）教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教

育内容・方法の改善に結びつけているか」については、効果が上がっている事項と判断した。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）教育方法および学習指導は適切か。 
 評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項目「あ

なたはこれまで大学で次のような授業（正課）を経験しましたか。」のなかの「実社会との

関連が示される授業」を適用した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
 
 2015 年１月にまとめられた「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）」では、大

学の授業で経験したこととして、「実社会との関連が示される授業」の項目で、肯定的な回
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答の割合が 47.2%であったのに対し、2015 年 12 月にまとめられた調査結果では、53.2%と

数値がアップした。定めた基準によれば、両調査結果とも５段階評価の３にあたる。 
 以上の結果から、「（１）教育方法および学習指導は適切か」については、改善すべき事項

として判断した。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか。 
 現状維持に努める。 
 
（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか。 
 現状維持に努める。 
 
（４）教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教育内容・方法の改

善に結びつけているか。 
 現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）教育方法および学習指導は適切か。 
 どうしても座学に偏りがちになるため、インターンシップやサービスラーニング、また小

集団教育などを通じて、実社会との関連性を授業で演出できるようにしたい。 
 
 
４．根拠資料 
 
3c-1 学修要覧 2015 年度入学者用. 教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）. 

2015.04.01 P2. 
3c-2 学修要覧 2015 年度入学者用. スポーツ健康科学部カリキュラム表. 2015.04.01 P20-

P21. 
3c-3 学修要覧 2015 年度入学者用. スポーツ健康科学部での履修. 2015.04.01 P23-P31 
3c-4 学修要覧 2015 年度入学者用. スポーツ健康科学部での学位取得（＝卒業）. 

2015.04.01 P22 
3c-5 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度キャリアチャート・セルフチェックシート取

組状況について. 2015.10.13. 
3c-6 立命館大学ＨＰ. 立命館大学オンラインシラバス

http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/kyomu/gaku/onlinesyllabus.htm（2016.02.20 閲

覧） 
3c-7 スポーツ健康科学部教授会. 2016 年度スポーツ健康科学部・研究科シラバス点検に
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ついて. 2016.02.12. 
3c-8 教職員アンケート. 20160212 スポ健アンケート（教職員・学部生）. 2016.02.01. 
3c-9 2015 年度スポーツ健康科学部教授会.2015 年度授業アンケートおよびインタラクテ

ィブシートの実施方針ならびに実施日程について. 2015.5.12 
3c-10 学修要覧 2015 年度入学者用. 成績および単位授与・認定について. 2015.04.01.P12-

P14 
3c-11. 学修要覧 2015 年度入学者用スポーツ健康科学部.本学での履修のしくみ p.6 
3c-12 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度入学者のＡＰプログラムによる入学前既修得

単位認定について. 2015.04.07. 
3c-13 スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研修会 9 月 1 日. スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研

修会. 2015.09.01. 
3c-14 2015 年度スポーツ健康科学部教授会.2015 年度「講義の講評」「成績分布」の作成

依頼について. 2015.6.30 2015.12.15 
3c-15 スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研修会，2016.03.01 
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（４）成果 
 
１．現状の説明 
 
（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 
 
＜１＞学生の学習成果を測定するための評価指標の開発とその適用 
 学生の学習成果を測定するために、全学年に対して「学びの実態調査」3d-1を実施し、教

育目標と授業の関係における達成度を評価している。 

 
 
＜２＞学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価） 
 学生の自己評価、卒業後の就職先の評価に関しては、卒業を控えた４回生を対象に「学び

の実態調査」3d-2を実施している。 
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（２）学位授与（卒業・修了認定）は適切に行われているか。 
 
＜１＞学位授与基準、学位授与手続きの適切性 
 学位授与基準については、学修要覧 2015 年度入学者用において、卒業に必要な単位数を

記載しているとともに、立命館大学スポーツ健康科学部学部則 3d-3 3d-4において、「卒業要件」

を明示している。 また学位授与手続きについては、教授会において、その合否を審議し、

認定している 3d-4。 
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２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施す

る。 
 なお、評価指標に学生に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じて、以下のように

＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を設定し、評価基準として適用することと

した。 
 
＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価指

標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上により、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設

定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 
（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 
評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部（在学生用）における質問項目

「教育目標は授業（成果）でどの程度達成されたか」を適用した。評価基準として、＜アン

ケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
下図は、2015 年１月に実施した「学びの実態調査」3d-5と 2015 年 3 月に実施した「学び

の実態調査」3d-1の結果を示したものである。掲げている５つの教育目標に関して、2015 年

12 月の調査時において、「豊かな倫理観及び自らのキャリアに関する高い意識を持ち、社会

の発展に自らの能力を役立てるという、強い使命感を持つことができる」の項目以外の４項

目において、全て「ある程度達成された」「達成された」と肯定的な回答をしている割合が

６割を上回っていることが分かり、評価４ないしは、評価５に相当する。 
以上の結果から、「（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。」については、効果が

上がっている事項と判断した。 
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（２）学位授与［卒業・修了認定］は適切に行われているか。 

2015 年３月３日および 2016 年３月３日に実施しているように、大学則および学部則に

記載されている条件において、学位授与基準、学位授与手続きに則り、合否判定を教授会で

議論している。したがって、評価指標として、以下を設定し、適用した。 
2014 年度スポーツ健康科学部教授会 3d-6 で議案として提示された資料に基づくと、大学

全体で 81.9%であったのに対して、スポーツ健康科学部は、83.4%であった。また 2015 年

度スポーツ健康科学部教授会 3d-7 で議案として提示された資料に基づくと、大学全体で

82.0%であったのに対して、スポーツ健康科学部は、85.8%であった。 
 過去２年間における卒業率において、大学全体の数値を上回っているだけでなく、2013
年度よりも 2014 年度の卒業率も高いことから、「（２）学位授与（卒業・修了認定）は適切

に行われているか」については、効果が上がっている事項と判断した。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 
評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部（在学生用）における質問項目

「教育目標は授業（成果）でどの程度達成されたか」を適用した。評価基準として、＜アン

ケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
下図は、2015 年１月に実施した「学びの実態調査」3d-5と 2015 年３月に実施した「学び
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の実態調査」3d-1の結果を示したものである。掲げている５つの教育目標に関して、2015 年

12 月の調査時において、「豊かな倫理観及び自らのキャリアに関する高い意識を持ち、社会

の発展に自らの能力を役立てるという、強い使命感を持つことができる」の項目において、

全て「ある程度達成された」「達成された」と肯定的な回答をしている割合が 2015 年 1 月

から 2015 年 12 月にかけて、下がっているだけでなく、全体の６割を下回っていることが

わかり、評価３に値することがわかる。 
以上の結果から、「（１）教育目標に沿った成果が上がっているか」については、改善すべ

き事項として判断した。 

 

 

 
 
３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 
現状維持に努める。 
 

（２）学位授与［卒業・修了認定］は適切に行われているか。 
 現状維持に努める。 
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（２）改善すべき事項 
（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 
 これまで１回生時から力を注いできた「スポーツ健康科学セミナーⅠ」や「スポーツ健康

科学セミナーⅡ」といったキャリア形成科目だけでなく、それを実践の場で活かすための機

会を生み出すようなインターンシップなどを促すよう、努力をする。 
 
 
４．根拠資料 
 
3d-1 2015 年 12 月：在学生調査票（スポーツ健康科学部）集計付. 学びの実態調査（ス

ポーツ健康科学部在学生用）問 6. 2015.12 月 P4-P5. 
3d-2 2015 年 3 月：学びの実態調査（卒業生）埋め込み式. 学びの実態調査（スポーツ健

康科学部 4 回生） 基礎集計結果 問 12. 2015.3 月 P13 
3d-3 学修要覧 2015 年度入学者用. スポーツ健康科学部での学位取得（＝卒業）. 

2015.04.01 P22 
3d-4 学修要覧 2015 年度入学者用. 立命館大学スポーツ健康科学部学部則. 2015.04.01 

P87-P91 
3d-5  2015 年 1 月：在学生調査票（スポーツ健康科学部）集計付．「学びの実態調査（ス

ポーツ健康科学部在学生用）問 1(6)．2015 年 1 月，p.5 
3d-6  2014 年度スポーツ健康科学部教授会，「2013 年度学部卒業生及び卒業率」，

2014.04.22 
3d-7  2015 年度スポーツ健康科学部教授会，「2014 年度学部卒業生及び卒業率」，

2015.04.21 
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Ⅳ．学生の受け入れ 
 
１．現状の説明 
 
（１）学生の受け入れ方針を明示しているか。 
 
＜１＞求める学生像の明示 
 求める学生像については「大学案内 2016」「2016 入試ガイド」および「入学試験要項」

にアドミッション・ポリシーを明示している 4-1。また、学部ホームページにおいて公開し

ている。 
スポーツ健康科学部は、グローバルな視野とリーダーシップを備え、スポーツ健康科

学の理解をもとに社会の発展に貢献する人間を育成することを目的としています。 
この目的を実現するために、以下のような学生を求めています。 

 
１．文理融合の総合科学であるスポーツ健康科学を学ぶための確かな学力を有する学生 
２．理論と実践を通じてスポーツ健康科学を学ぶ知的好奇心と強い関心・意欲を有する

学生 
３．修得した専門性を国内外に向けて積極的に発信・実践していきたいと考える学生 

 
＜２＞当該課程に入学するにあたり、修得しておくべき知識等の内容・水準の明示 
 「2016 入試ガイド」および「入学試験要項」において、出願資格を提示するとともに、

入学方式、入試データ、試験の出題方針と学習のポイントを明示している 4-2 4-3 4-4 4-5。 
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＜３＞障がいのある学生の受け入れ方針 
 出願時については、「入学試験要項」において「身体に障がいのある場合の受験につい

て」という項目で、明示している 4-6。 

 
 
（２）学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行って

いるか。 
 
＜１＞学生募集方法、入学者選抜方法の適切性 
 学生募集の方法については、毎年、入試ガイド 4-7での公開ならびにオープンキャンパス

を実施している 4-8。入学者選抜方法の適切性については、アドミッション・ポリシー4-1に

基づき、教授会にて入試要項を議論し、一般入学試験、ＡＯ選抜入学試験、文化・芸術活

動に優れた者の特別選抜入学試験、スポーツ能力に優れた者の特別選抜入学試験、外国人

留学生入学試験（前期実施・後期実施）について、その適切性を毎年、検討している 4-9。

また学生募集および入学者選抜については、学部ごとに個別に行うのではなく、入学試験

委員会で策定された方針に基づき、全学で統一的に行っている。 
 
＜２＞入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性 
 「2016 入試ガイド」において、前年度の一般入試データ、試験の出題方針と学習のポイ

ントを明示している 4-4 4-5。また学生募集および入学者選抜については、学部ごとに個別に
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行うのではなく、入学試験委員会で策定された方針に基づき、全学で統一的に行ってい

る。さらに合否判定にあたっては、一般入試、特別入試ともに、執行部会議、学部教授会

の議を経て、慎重に行っている 4-11。 

 
 
（３）適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき

適正に管理しているか。 
 
＜１＞収容定員に対する在籍学生数比率の適切性 
 教授会にて、年度ごとに入学者数を把握し、収容定員と現員とを確認している 4-10。 
表 学部の募集定員数と入学者数 
年度 募集定員数 入学者数 
2010 220 230 
2011 220 248 
2012 220 223 
2013 220 226 
2014 220 227 
2015 220 238 
2016 220 246 

 
＜２＞定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応 
 上記の表にも示したとおり、教授会において、一般入学試験、ＡＯ選抜入学試験、文

化・芸術活動に優れた者の特別選抜入学試験、スポーツ能力に優れた者の特別選抜入学試

験、外国人留学生入学試験（前期実施・後期実施）それぞれの入学者数、在籍学生数が入

学定員、収容定員と大幅に乖離することのないように、過年度の入学試験結果および入学

者数をふまえ、慎重に合否判定を行っている 4-11 4-12 4-13 4-14 4-15。 
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（４）学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施

されているかについて、定期的に検証を行っているか。 
 
 教授会において、学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正か

つ適切に実施されているかについて、執行部会議ならびに教授会にて、検証を行っている

4-9 4-11 4-12 4-13 4-14 4-15。 
 
 
２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 なお、評価指標に学生に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じて、以下のよう

に＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を設定し、評価基準として適用するこ

ととした。 
 
＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価

指標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上により、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように

設定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 

特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）学生の受け入れ方針を明示しているか。 
入試ガイドや学部ホームページなどで、志願者に対する情報提供には努めているが、こ
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のような取り組みが、実際、効果が上がっているのか、改善すべき事項であるのか、その

評価指標がない。 
 
（２）学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行って

いるか。 
アドミッション・ポリシーの確認、学生募集や入学者の選抜については、執行部会議な

らびに教授会で議論されており、また全学の入学試験委員会の議も経ているため、公正か

つ適切な学生募集や入学者選抜を遂行していると考えているが、このプロセスが「公正か

つ適切」であると判断するエビデンスや評価指標がない。 
 
（３）適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき

適正に管理しているか。 
「１. 現状の説明」で定員と現員の関係を事実として提示しており、また上記と同様、

執行部会議ならびに教授会および入学試験委員会などの全学会議における議を経ている

が、「適正に管理している」と判断するエビデンスや評価指標がない。 
 
（４）学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施

されているかについて、定期的に検証を行っているか。 
上記と同様、執行部会議ならびに教授会および入学試験委員会などの全学会議における

議を経ているが、「公正かつ適切に実施されているかについて、定期的に検証を行ってい

るか」については、実施しているという事実はあるものの、その効果が上がっているか、

改善が必要かということを判断するエビデンスや評価指標がない。 
 
 

３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
 特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 
（１）学生の受け入れ方針を明示しているか。 
 学部パンフレットやホームページの閲覧アップの方策を検討するとともに、高校訪問な

どによって、認知度を高める努力をしたい。また他学部を参考にしながら、これを妥当に

評価する指標を作成し、学園本部の指示を仰ぎながら開発したい。 
 
（２）学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行って

いるか。 
これまでと同様に、執行部会議ならびに教授会、また入学試験委員会などの全学会議の

議を経るとともに、他学部を参考にしながら、これを妥当に評価する指標の作成を学園本

部の指示を仰ぎながら開発したい。 
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（３）適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき

適正に管理しているか。 
 過去の実績を勘案し、入学者数の予測の精度を高めていきたい。またこれまでと同様、

執行部会議ならびに教授会、また入学試験委員会などの全学会議の議を経るとともに、他

学部を参考にしながら、これを妥当に評価する指標の作成を学園本部の指示を仰ぎながら

開発したい。 
 
（４）学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施

されているかについて、定期的に検証を行っているか。 
これまでと同様、執行部会議ならびに教授会、また入学試験委員会などの全学会議の議

を経るとともに、他学部を参考にしながら、これを妥当に評価する指標の作成を学園本部

の指示を仰ぎながら開発したい。 
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Ⅴ．学生支援 
 
１．現状の説明 
 
（１）学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう学生支援に関する

方針を明確に定めているか。 
 
１）大学全体 
学生支援に関する方針は、立命館学園の中期計画および全学協議会（本学の学生・院生

それぞれの自治組織である学友会・大学院生協議会連合会＜全員加盟制＞と大学等との協

議機関）において、社会情勢、高等教育の状況、学生実態等をふまえて検討し、方針を定

めている。 
具体的な学生への支援は、①奨学金等を通じた経済的・育英的支援 、②学修を円滑に

進めるための学修相談・指導、③学生が心身ともにバランスのとれた人間として成長し、

社会性・市民性を養う観点から遵守しなければならない規則等について理解し、行動でき

るようになるための教育 、④安全・安心の学生生活を送るための相談・指導、⑤学生が

希望する進路・就職を実現するためのキャリア形成、進路・就職相談・指導に区分され

る。 
これらの課題について、各学部教授会のもとに置かれている学生委員会、進路・就職委

員会（学生委員会内に担当を置いている場合もある）と学生部（学生サポートルームを含

む）、キャリアセンター、国際部、教学部（教務課、教育開発支援課）、保健センター、障

害学生支援室、ハラスメント相談室等が連携して支援にあたっている。外国人留学生への

支援は、国際部が主管となり、新入生への入学前ガイダンスを実施し、学修、奨学金、ビ

ザや日常生活等にかかわる指導・支援を行っている 。 
本学では、学生への教育的支援を行ううえで、学生相互の集団的な学びあい（ピア・サポ

ート）を重視し、各学部、教学部、学生部等が連携して学生への教育、支援にあたってい

る）。 
学部・研究科における学生の修学、学生生活の支援体制は、各学部に副学部長（学生担

当）または学生主事、大学院担当副学部長を責任者とする学生委員会を置き、学生相談や

指導を行っている。これらの役職者は、学部執行部・研究科執行部の構成メンバーであ

り、学生部が主管する「学生生活会議 」において、学生の指導・援助や奨学金、賞罰に

関する事項について審議を行うとともに、学生支援の実態に即して、教授会等に学生支援

課題の報告や提起を行っている。 
学生の単位取得状況を把握し、単位僅少者には個別面談を実施し、安定した学生生活を

送ることができるような支援を行っている 5-1。 
 

（２）学生への修学支援は適切に行われているか。 
 
＜１＞留年者および休・退学者の状況把握と対処の適切性 
１）大学全体 
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（Ａ）卒業者数・卒業率・学籍異動者状況の全学への報告と共有 
 本学では、セメスターごとに、学部・研究科における卒業者数・卒業率・学籍異動者

（休退学およびその事由）を各学部・研究科の副学部長・副研究科長・事務長等で構成さ

れる教学委員会等に報告し、情報を共有している 。 
 
（Ｂ）学修を円滑に進めるための学修相談・指導 
 本学では、学生について、学生が学修に専念して安定した学生生活を送ることができる

よう、単位修得状況や授業への出席状況の思わしくない学生を対象として、各学部におい

て、学生委員会、基礎演習（研究入門）や演習（ゼミ）担当者を中心にアンケートによる

状況把握、面談・指導を行っている 。面談時にメンタルサポート等、より専門的な支援

が必要な場合は、学生サポートルームや保健センターを紹介し、学部・研究科と学生部、

保健センター等が連携して適切な支援に努めている。 
 
（Ｃ）休学・退学の手続き 
休学・退学の申請は、各学部事務室で受け付け、学生主事または副学部長（学生担当）

（大学院担当）等が面接を行ったうえで、教授会・研究科委員会で審議を行っている 5-2。

病気を理由とした休学については診断書の提出を求め、復学時には当該学生の主治医の診

断書に基づいて、本学保健センター医師が復学時診断を実施し、学生生活への復帰につい

て状況を把握したうえで判断を行っている。学部・研究科のなかには、教授会、学生委員

会、学科会議等において、学生のメンタルサポート、発達障害等への基本的対応について

研修を実施しているところもある。 
 
（Ｄ）在学期間４年以上かつ要卒単位未修得８単位以下の学生に対する学費（単位料）適

用についての意思確認 
 上記に該当する学生に対しては、新年度の受講登録が完了した段階で、所属学部事務室

より学費（単位料）適用についての意思確認を行い、卒業に向けて計画的履修が行えるよ

う指導を行っている。 
 
（Ｅ）在学６年目の学生の在学期間満了予告および学修状況の把握 
 本学では、在学６年目の学生に在学期間残２年で満了する旨の予告を当該学生および保

証人に通知し、卒業に向けて計画的履修が行えるよう指導を行っている。 
 
＜２＞補習・補充教育に関する支援体制とその実施 
 スポーツ健康科学部では、人材育成目的の達成に向けてプロジェクト発信型英語プログ

ラムを実施している。入学後のテストをもとに「英語Ｐ０」を受講させ、「英語おさらい

コース」で継続してフォローしている。また、ディプロマ・ポリシーで掲げる素養を養成

するために「基礎理科」「基礎数学」を履修指定科目としており、授業のフォローアップ

のために BRUSH UP ROOM を開設し、学習基盤となる基礎学力養成を進めている。

BRUSH UP ROOM は、インストラクターおよび学生サポーターで運営している 5-3 5-4。 
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１）スポーツ健康科学研究科独自 
 補習・補充教育に関する支援体制とその実施については、スポーツ健康科学研究科で

は、大学院必修専門英語にかかわるプレスメントテスト結果に基づき、クラス別の少人数

授業を展開している 5-5。また、入学前においても 2015 年度４月入試合格者から入学前英

語課題論文を提供し、入学前の英語力の補充教育に充てている 5-6。 
 
＜３＞各学部における学生相互の学びあいの仕組みの導入と効果検証 
立命館大学全体として、小集団教育やピアサポート活動に力を注いでおり、本学部でも

１回生対象の基礎演習という小集団クラスにおいて、上回生がピアサポート活動として実

施しているオリターやＡＡ（アカデミックアドバイザー）の制度を設けている 5-7。 
 
１）スポーツ健康科学研究科独自 
 各学部における学生相互の学びあいの仕組みの導入と効果検証としては、立命館大学全

体として、小集団教育やピアサポート活動に力を注いでおり、本研究科でも 2016 年度よ

り、教育力向上予算を活用し、学部生への見える化等を目的とした、院生研究サポーター

制度を設けている 5-8。 
 
＜４＞障がいのある学生に対する修学支援措置の適切性 
１）大学全体 
（Ａ）障害学生支援室  
本学では「障害学生を含むインクルーシブな大学づくり」に向けて、１）障害学生の教

育を受ける機会の平等を実現すべく支援を行う、２）障害学生支援をとおして、すべての

学生の学びと成長に寄与する取り組みを行う、３）障害学生支援にかかわるＦＤ・ＳＤ

(Staff Development)を通して、大学全体の教育力の向上をめざすこととし、障害学生支援

室 5- ）を設置している。障害学生支援室は、視覚障害、聴覚障害、肢体不自由等の障害

をもった学生へのサポートに関わる総合窓口であるとともに、支援技術・関連情報等の資

源蓄積の拠点としての機能を持つ。専門のコーディネーターが常駐し、障害学生、障害学

生へサポートを提供する支援学生（サポートスタッフ）、障害学生を担当する教職員の三

者を支援している。障害学生支援室の事業は、１）障害学生の学修・学生生活保障のコー

ディネート、２）支援学生の募集・養成・派遣、３）教職員のＦＤ・ＳＤ、４）設備・備

品の整備、５）障害理解・啓発、６）調査・研究、である。障害学生の学修に関わる支援

を行うために、副学長（教学担当）を委員長とし、各学部副学部長（教学担当）を委員と

する障害学生支援委員会において、支援方針の策定および活動総括が行われている。2014
年度活動総括と 2015 年度の支援方針については、2015 年６月１日の障害学生支援委員会

において確認されている。 
 
（Ｂ）発達障害とその可能性のある学生への学修支援 
 2011 年４月に発達障害とその可能性のある学生への支援を目的として特別ニーズ学生支

援室を衣笠キャンパスとびわこ・くさつキャンパスで開室した。 
2014 年度の支援室体制は、室長（学生部長）、副室長（教学部副部長）、委員（学生部副部
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長）、発達障害や心理臨床を専門的に研究する教員等のアドバイザー６名、コーディネー

トを行う専任職員２名で、学生オフィスが事務局となっている。支援内容は、診断の有無

にかかわらず学生の困りごとに着目して、学修を中心とした支援を行っている。2014 年度

は全学部（13 学部）および全附属高校（４校）と年２回の懇談を持ち、支援室での支援状

況、教職員から支援要請がある学生についての情報共有等を行った。就労支援では、学内

のキャリアセンターと支援学生の情報共有を行い、学外ではサポートステーション、障害

者職業支援センター等、どの支援を受けて学生が企業でのインターンシップに参加し、現

実的な就労イメージを持つことができた事例も蓄積できた。 
また、発達障害の学生だけでなく、学修に困難をかかえる学生の支援・配慮のあり方を

検討するため、常任理事会のもとに「特別なニーズを持つ学生の学修支援検討委員会」を

2012 年度に設置し、１）自己理解の促進と学修支援、２）集団守秘の考え方に基づく情報

共有とガイドラインの策定、３）学修支援が必要な学生に対する合理的配慮の検討体制と

基準作りについて検討し、各学部・研究科、教学機関等からの意見集約をふまえて、2014
年度の到達点を次のとおり確認した。 
教授会において、ハラスメント研修を実施した。また、教授会ＦＤ研修会にて、(新)障

害学生支援室の概要 ＜2016 年度施行の新支援方針および新体制について＞について、研

修を実施した 5-9。 
 
＜５＞奨学金等の経済的支援措置の適切性 
１）大学全体 
本学では、経済的な支援を行う奨学金としては、学部生約 12,000 名、院生約 1,000 名

が受給する「日本学生支援機構奨学金制度」を基本とし、それを補完する制度として、大

学独自の奨学金制度を運用している。学生の多様な学びを支援する育英的奨学金制度につ

いても個人・団体を対象として運用している。 
 また、各奨学金は、その奨学金の目的に沿って、規程に定められている選考プロセスを

経て給付者を決定している 5-10。 
 
（Ａ）学部学生  

2010 年度に奨学金について総合的な見直しを行い、「立命館大学における 2012 年度か

ら適用する奨学金制度の改正について」（2011 年２月 16 日常任理事会）を取りまとめ、

全学での意見集約後、「2012 年度から適用する奨学金制度について」（2011 年３月 26 日

常任理事会）を承認し、2012 年度から 2015 年度まで、毎年度の執行状況や課題等を確認

しながら４年間運用し、2015 年度に見直しを行うこととしている。なお、本制度は、

2011 年度全学協議会論議においても学生からの要望をふまえて協議し、運用の基本的考え

方について確認文書としてまとめた。  
新たな奨学金政策は、１）正課・正課外の枠を超えて、総合的な学習者支援の視点から

枠組みを設計する、２）学習者を「個人」と「集団」の２つの側面からとらえて支援でき

る制度とする、３）支援の枠組みを経済的事情から修学が困難な学生を支援する「経済支

援」と多用な学びへの育英的な支援を行う「成長支援（育英）」の２つの側面からとらえ

るとともに、個人に給付するものを奨学金、集団に給付するものは助成金と定義した。学
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部生対象の奨学金・助成金は、19 億円（16 億円プラス３億円（緊急拡充分））を予算と

し、経済支援奨学金の比重を高めた。 
 上記に加え、本学における外国人留学生への奨学金として、2013 年度より新制度とし

て、立命館大学私費外国人留学生特別奨励生授業料減免を運用している。また、災害に対

する奨学金等は、「非常災害による修学困難者に対する立命館大学学費減免」、「立命館大

学東日本大震災被災者対象予約採用型奨学金」、急な家計急変に対しては、学生の父母が

任意入会する「父母教育後援会」の支援による「父母教育後援会会員家計急変奨学金」が

ある。貸与型については、「立命館大学貸与奨学金」、「学生生活援助金）」をそれぞれ運用

している。 
 
（Ｂ）大学院学生 
（ａ）博士課程前期課程・修士課程 
博士課程前期課程（以下、前期課程という。）、修士課程の奨学金制度については、入学

試験の成績優秀者を対象に１年次に奨学金を給付する「大学院進学奨励奨学金」、経済的

に困難をかかえる学部生を本学大学院進学にあたって支援する「大学院学内進学予約採用

奨学金」、１年次の学業成績や研究活動等の優秀者を対象に奨学金を給付する「大学院育

英奨学金」および急な家計急変状況を支援する「大学院家計急変奨学金」を運用してい

る。また、学会参加や発表を奨励する「大学院博士課程前期課程学生学会補助金」、研究

科の人材育成目的と３つのポリシー（学位授与方針、教育課程編成・実施方針、入学者受

け入れ方針）に基づいた研究実践活動の参加者を支援する「研究実践活動補助金」を運用

している。 
 
（ｂ）博士課程後期課程 
博士課程後期課程（以下、後期課程という。）においては、研究奨励奨学金、学会（国

内、国外）発表補助制度ならびに国際的研究活動促進研究費等の奨学金・研究助成制度を

整備している。 
 
（ｃ）その他 
研究科を超えた院生による自主的な研究会活動を目的として「立命館大学大学院学生研

究会活動支援制度」、大学院における国際化教育研究の推進を目的として、「大学院留学協

定等にもとづく留学プログラムに対する奨学金」「グローバルＣＯＥプログラム奨励奨学

金（後期課程および一貫課程のみ）」等を設け運用している。 
 
以上の各奨学金は、その奨学金の目的に沿って、規程に定められている選考プロセスを

経て給付者を決定している。 
 
（Ｃ）派遣留学生 
派遣留学の支援に関しては、328,300 千円の予算を設け、「成長支援（育成）」型奨学金

である「参加奨励奨学金（予算 298,300 千円」と、経済支援型奨学金である「経済支援型

奨学金（予算 30,000 千円）」に配分し、執行している。参加奨励奨学金は、各学部・研究
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科で独自に実施しているプログラムにも適用されるため、全学的に適用希望のプログラム

を集約し、予算の範囲内で規程に定められている適用額に係数を掛けて配分している。 
 
（Ｄ）留学生 
 本学における外国人留学生への奨学金として、2013 年度より新制度として、立命館大学

私費外国人留学生特別奨励生授業料減免を運用している。また、旧制度として、私費外国

人留学生への授業料減免制度、私費外国人留学生で学力優秀かつ学修意欲の旺盛な学生へ

の特別奨励制度等を運用している。 
新制度については、学部生については、新入生について入学試験の日本語科目の点数に

基づく順位付け、在校生に関しては、本学での学業成績に基づく順位付けを行い、優秀者

の上位１割を１種減免として 100％の授業料減免、１種に続く２割を 50％の授業料減免、

残る在学生を３種として 20％の授業料減免を行っている（授業料減免を希望する者）。院

生については、優秀な留学生を確保する目的で、奨学金枠を１種（授業料 100％減免）前

期課程については 20 名枠、１種後期課程については 10 名枠を、在籍留学生数を基礎に各

研究科に配分し、入学試験の優秀者に配分した。その他の在校生については、２種とし

て、授業料 20％減免を実施した。 
また、本学は日本学生支援機構が実施する文部科学省外国人留学生学習奨励費給付制度

も利用している。入学前より採用が予定される「予約枠」、在学後に大学より推薦される

「一般枠」、ＳＧＵ等、文科省が実施するプログラムに採択された大学等に配分される

「特別枠」、以上それぞれの枠に推薦者を決定し、推薦を行っている。 
 

（３）学生の生活支援は適切に行われているか。 
 
＜１＞心身の健康保持・増進および安全・衛生への配慮 
１）大学全体 
（Ａ）学生の健康管理・疾病管理  
立命館大学では、保健管理センターを設置しており、ホームページにて、診療や定期健

診など、学生の心身の健康の保持増進を支援する情報を開示している 5-11。 
保健センターは、専任・非常勤あわせて 15 名の医師（精神科医５名を含む）を配置し

た診療体制をとっている。2014 年度の学生の利用者は、延べ 8,918 名であった。 
2014 年度も従来どおり、全学生を対象とした健康診断の実施と事後指導を行った。健康

診断受診率は毎年 90％前後を維持している。2013 年 12 月には、健康診断の受診率向上を

意図して「立命館大学学生健康診断規程」を制定した。具体的には、大学側（法人側）の

健康診断の実施義務だけでなく、学生側にも受診を義務付けることを定めた。 
その他の取り組みの１つとして、感染性疾患の予防と対策を実施した。学生の麻疹対策

については、毎年入学前にワクチン接種を呼びかけ、新入生の 70%弱が接種して入学して

いる。風疹等注意すべき感染症については、保健センターから学生・教職員への情報提

供、啓発活動を継続している。「学校保健安全法及び学校保健安全法施行規則」の 2012 年

４月改正により、「学校において予防すべき伝染病の種類と、出席停止期間の基準」が改

定された。本学においても対象となる病名の診断を医療機関で受けた際には、主治医から
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登校可能の判断があるまでは、出席停止とするよう明文化した。 
体育会等に所属して競技活動を行っている学生に対する安全対策・指導として、体育会

健康診断の実施、熱中症対策やＡＥＤの使い方等の講習会を実施した。 
外国人留学生の健康管理対策として、まずＳＫＰ（Study in Kyoto Program：海外留学

生プログラム）の外国人留学生に対して 2015 年度より健康診断を受診するように定め

た。また本学より海外へ留学する学生に対しては、保健センター内にトラベルクリニック

を設置し、渡航に対しての健康相談や予防接種等が対応できるように準備を始めた。 
また、新入生に対する飲酒・喫煙等についての学習会、アルコールパッチテスト等を実

施した。 
 
（Ｂ）学生サポートルーム 
学生サポートルームは、大学生活において学生が当面する諸問題に関し、相談を始めと

する諸活動を通じて学生生活と人格形成を援助することを目的としている。2014 年度の学

生サポートルームの体制は、学生オフィスが主管となり、室長（学生部長）、副室長（臨

床心理の専門知識を有する教員）、臨床心理士の資格を有するカウンセラー10 名を配置

し、学生相談にあたっている（2014 年度相談者実数 534 名、うち新規来談者数 370 名）。 
学生サポートルームでは、相談に訪れた学生への個別相談に加え、すべての学生が自己

を確立するための専門的アプローチ、多様な学生が学んでいることを前提とした居場所作

り企画を実施した。特別ニーズ学生支援室とも連携し、コミュニケーション支援が必要と

なる学生を対象としたランチアワー、学部での学修を促進するための企画（時間管理、自

己管理スキル、学修支援にあたるＴＡを対象とした研修等）を実施した。2010 年度から英

語のみで相談が受けられるカウンセラーを雇用し、外国人留学生の相談にもスムーズに対

応・支援できる体制を整備している。 
学生への支援を円滑に進めるための教職員を対象とした研修、教職員や父母へのコンサ

ルテーションも実施している。 
 
（Ｃ）身体・財産の保護を目的とした支援体制 
学校法人立命館およびその設置学校において教育研究活動を行うにあたり、学生、生

徒、児童（以下「学生等」）および教職員の安全確保、健康の保持増進ならびに災害等に

よる被害の軽減を図るため、学校保健安全法、労働安全衛生法、消防法その他関係法令に

基づく本法人におけるリスクマネジメントに関する基本的事項を定めることを目的とした

「学校法人立命館リスクマネジメント規程」を 2010 年度に制定した。旧来の全学安全委

員会はリスクマネジメント委員会に改組され、当該委員会のもとに「立命館大学感染症対

策委員会」「理工系安全管理委員会」において事業所ごとの安全管理委員会等が設置され

て活動を行っている。 
 全新入生に対して、「緊急災害対応ハンドブック（学生用）」を配布し、災害等への備え

（心構えと具体的な対策）について周知している。2011 年３月 11 日に発生した東日本大

震災の支援を目的として、常任理事会のもとに災害復興支援室を開設し、関連部課の連携

のもとで、被災学生支援、被災地支援の取り組みを行っている。 
また、各キャンパスにＡＥＤを設置（2014 年度末までに総数 177 台）し、教職員に対
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して「普通救命講習会」を実施している。体育会、その他日常的に安全管理が必要な活動

を行っている団体に対しては安全講習会等を実施している。 
 
（Ｄ）薬物乱用防止、喫煙に関する啓発活動 
 薬物乱用防止に向けて、大学独自のＤＶＤ、リーフレットを作成し、新入生オリエンテ

ーション時に啓発を行っている。関西大学、関西学院大学、同志社大学との間で「関西四

大学薬物防止連絡会」を設置し、定期的に情報交換会を開催するとともに、「薬物に関す

る意識調査」を共同で実施し、実態を把握および啓発活動を継続している。 
 喫煙については、2013 年度からキャンパス全面禁煙化を実施し、教職員等による学内・

周辺地域の巡回および保健センターでの卒煙サポートを実施している。健康診断時の問診

において、学部学生の禁煙率は減少（2008 年度：9.7%→2013 年度：4.6％、2014 年度：

3.4％）しているが、建物の影、外階段、周辺地域で喫煙している学生が一定数おり、特に

周辺地域に迷惑をかけている。引き続き、全面禁煙ののぼり設置、マナーアップキャンペ

ーン、巡回を行い、全面禁煙の環境作りと啓発活動に取り組んでいる。 
  
＜２＞ハラスメント防止のための措置 
 ハラスメント研修を実施し、ハラスメント防止のための措置を講じている 5-12。 
 
（４）学生の進路支援は適切に行われているか。 
 
＜１＞進路選択に関わる指導・ガイダンスの実施 
１）大学全体 
本学のキャリアセンターは、学園の重点政策のひとつである「有為な人材を社会に輩出

する」ことを担うセクションとして、1999 年に「就職部」を「キャリアセンター」に改組

し、単にプレースメントサービス（就職活動支援）を行うのではなく、学生に社会観・職

業観を涵養し、社会で求められる力量形成などに主眼を置いた「キャリア形成支援」に積

極的に関与する方針を打ち出してきた。このような考え方は、全学横断型のキャリア教育

プログラムの開発や、小集団クラスでのキャリア教育の支援、全学インターンシップ・プ

ログラムの展開などを、学部や部課を超えて連携することで具現化してきた。 
しかし、2008 年に教学部・共通教育推進機構の下に、キャリア教育センターが発足した

ことを契機に、キャリアセンターはプレースメントサービスを担い、キャリア教育センタ

ーはキャリア教育を担当するという一定の整理がなされた後は、「職業観・勤労観及び職

業に関する知識や技能を、就職活動支援を通じて身につけさせる」いわゆる就職力育成

は、キャリアセンターが担当し、「自己の個性を理解し、主体的に進路を選択する能力・

態度を育てる」正課のキャリア教育は、キャリア教育センターが担当することに整理され

た。 
さらには、2008 年秋に発生したリーマンショックによる世界同時不況の影響から、大学

新規学卒者の雇用環境が急激に悪化したことを受けて、2009 年度には年間 26,000 件を超

える窓口相談対応や、就職活動支援のイベント・学内合同企業説明会など大学独自のプレ

ースメントサービスの実施に、キャリアセンターの力を集中しなければならない事態が発

149



Ⅴ．学生支援 

 
 

生し、「キャリア形成支援」に軸足を置いた役割が発揮できない状況に陥った。 
一方で、新中期計画（2011～2014）のもとで、少子化による 18 歳人口の減少をふまえ

た「量から質」への政策転換が提起され、卒業時の教育の質保証とあわせて、「一人ひと

りの希望する進路の実現」をめざすことが重要な柱として位置づけられた。また、「包括

的進路・就職支援の新たな展開と進路・就職問題を議論する全学委員会の立ち上げについ

て」（2010 年 12 月１日 常任理事会）では、「学生の大学生活全般にわたって、進路・就

職問題が関係しているとの認識のもとで、各学部・研究科や部局が、内発的・外発的理由

に基づく課題に積極的に関与し、大学全体として進路・就職支援を包括的に取組むことが

求められている」とし、「キャリアセンターとしては、ディプロマ・ポリシーの実現を支

援する立場から、そのミッションをプレースメントサービスに加えて、キャリア教育やキ

ャリア開発支援とし、教学部や学部・研究科と連携して推進する」必要があることが確認

された。「学生一人ひとりの希望する進路」を実現させるためには、プレースメントサー

ビスを充実させるだけでは限界があり、低回生時から正課・課外を通じたキャリア形成支

援を行う必要があるため、キャリアセンターとしても学部・研究科、キャリア教育センタ

ーと連携して、キャリア教育やキャリア開発に積極的に取り組む方針を打ち出すこととし

た。 
また、「R2020 後半期計画に向けた進路・就職政策」を現在策定中であり、そのなかで

は、学生の進路・就職納得度を高めるためには、キャリア意識を醸成し、学生生活の充実

を図ることがきわめて重要であり、その動機付けとして低回生時からキャリア教育が体系

的に展開される必要があるとしている。これらのことを実現させるためには、学部・研究

科、キャリア教育センター、キャリアセンターの連携強化が何よりも重要となる。 
 
（Ａ）学部 

2011 年度より本学では、学生生活のなかで自らのキャリア形成を常に認識し、より高い

識見をもって大学での学びに取り組むことの重要性や、正課での学びと実社会での体験を

結びつけ、学びを深めていくうえで教学上重要な意義のあるものとしてキャリア教育を位

置づけ、卒業時に求められる能力を学部教育・大学院教育を通じて着実に育成できるよ

う、正課の課題とリンクした形でキャリア教育プログラムを展開している。 
また、キャリア教育センターでは、学生が学びを通じて自らの役割を自覚し、進路を切

り拓いていけるよう促し、学生の社会的・職業的自立に向けた「総合的人間力」と「社会

的能力」の育成に寄与するために、キャリア教育科目や協定型インターンシップＢを設置

している。 
  
（ａ）学部教学と連携した進路選択に関わる指導 

キャリアセンターでは、新入生オリエンテーション時に希望進路の実現と学生生活の充

実のつながりについてガイダンスを行っている。2014 年度については、国際関係学部、政

策科学部、文学部、映像学部、スポーツ健康科学部、理工学部、生命科学部で新入生オリ

エンテーションのなかでキャリア企画を実施した。 
また、基礎演習やゼミなどの小集団授業の１コマを活用してキャリア形成に関わるレク

チャーやワークショップを実施している。2014 年度については、法学部、経済学部、経営
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学部、産業社会学部、文学部、理工学部、情報理工学部で実施した。あわせて、２回生、

３回生時の成績発表時における進路を考える企画を学部と連携して実施している。 
キャリアセンターでは『学びと成長のモデル集』、学部では『学びマップ』、『キャリアチ

ャート』5-13などの支援ツールを開発し、先輩がどのような学生生活を送り、進路や将来

をどのように考え、就職活動を通じて自己実現をどのように図ったのかを低回生に示した

り、自らの学生生活の振り返りを節々で行わせるための自己省察ツールを学生に提供して

いる。 
各学部では、2014 年度においては、１月７日から１月 14 日にかけて「就職活動応援

WEEK 2014」と題し、キャリアセンターと連携して課外において多彩な企画を展開し

た。トータルの企画数は 21 企画、参加人数は 2,061 名となった。就職活動後ろ倒しの影

響で、昨年は学部ＷＥＥＫ期間を２期間（Ａ・Ｂ）設定していたが、今年度は直前ガイダ

ンスと連動した１期間で実施したため、前年比で支援企画数と参加人数ともに減少した

（前年度比：支援企画数は 75％、参加人数は 68％）となった。 
これらの支援企画に対しては、キャリアセンター予算において学部・研究科就職対策費を

計上し、各学部の正課外の独自の就職支援企画の推進に努めている。 
キャリアセンターの掲げる目標は「一人ひとりの希望する進路の実現」であり、このこ

とを実現させるためには、学部、研究科、キャリア教育センターなどと一体となってキャ

リア教育やキャリア形成支援を重層的に展開し、これらの取り組みによって醸成されたキ

ャリア観をベースに学生生活を充実させ、満足度の高い進路・就職を実現させることにあ

る。 
 
（ｂ）全学的キャリア形成教育 
本学のキャリア教育は、「学部・研究科独自のキャリア教育科目」（縦構造）とそれを補

完・強化する学部横断型の「全学型キャリア教育科目」（横構造）が相互に連関して展開

されている。 
「全学型キャリア教育科目」は、他者および社会との連携・協働を通じて、シチズンシ

ップの涵養をめざすことを目的とした正課の教養科目Ｃ群（社会で学ぶ自己形成科目）の

枠組みにおいて実施しており、「学びとキャリア」、「仕事とキャリア」、「社会とキャリ

ア」、「コーオプ教育概論」という４つの講義型科目と「全学インターンシップ」、「コーオ

プ演習」、「大学院コーオプ演習」の３つの実習型科目の合計７科目から成り立っている。

2014 年度はこれらの科目を学部生 1600 名、院生 11 名（のべ人数）が受講した 。 
キャリア教育センターが全学へ提供する「全学型キャリア教育科目」では、①教養科目

としてどの学部でもベースとなるジェネリックなキャリア教育を展開する、②回生に応じ

たキャリア教育を展開する、③学部横断型のクラス編成で実施することで高い教育効果を

発揮するキャリア教育を展開する、④社会とのつながりを意識した産学連携型のキャリア

教育を展開する、という方針を持って全科目を開講しており、学部横断型のクラス編成で

キャリア教育を実施するというその特徴を活かすため、開講するすべての科目で受講生同

士のグループワーク等のアクティブラーニングを実施し、専門領域が異なる学生が集う

「多様性」を活かしたキャリア教育が展開されている。また、大学と産業界とのネットワ

ークを活かして、大学での学びの意義を社会との関わりのなかで考えさせる機会、社会に
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出るまでに学ぶべきことに気づく機会を学生に提供している。具体的には、企業・団体で

の就業体験（インターンシップ）を通じて大学での学びを再検証する「全学インターンシ

ップ」では、2014 年度は 93 の受け入れ機関に対して 180 名が参加するとともに、長期課

題解決型インターンシップ科目である「コーオプ演習」では、９の受け入れ機関に対して

65 名の学生が参加するなど多くの学生が参加するプログラムとなっている。また「コーオ

プ演習」においては 2014 年度に学生が提案した企画が実際に販売・実施されるなど、実

社会に通用する高いレベルでの企画立案・課題解決に挑戦する機会を産学連携のなかで学

生に提供している。  
なお、本学のインターンシップは上記プログラム以外にも学部独自のプログラムや正課

外のプログラム等多数展開されており、キャリア教育センターが把握している限りでも

2014 年度は 1,449 名の学生がいずれかのインターンシップに参加している 。こうしたイ

ンターンシップに学生が参加するにあたっては、キャリア教育センターが各キャンパスで

運営しているインターンシップオフィスにて、ガイダンス等での情報発信、エントリーシ

ートの添削や窓口相談、保険手続きを行うなどのトータルサポートを行っている。 
 
（ｃ）進路・就職支援 
（ア）キャリアセンター独自支援 
 本学の 2014 年度の学部の就職決定率は 95.7％（前年度比 1.1％増）となり、３年連続

で向上し、高水準を維持することができた。民間企業における従業員規模別就職状況で

は、巨大企業（従業員 1,000 人以上）と大企業（500～999 人）をあわせた就職実績は

65.0％（前年度比 1.2％増）となった。学部の進路決定率（就職決定報告者数＋大学院進

学者）／卒業者数）は 87.6％（前年比 1.8％増）と全国の主要総合私立大学のなかで高水

準を堅持しており、進路把握率は 98.2％（前年比 0.1％減）となった。 
キャリアセンターの 2014 年度学部４回生・大学院２回生以上を対象とした支援は、昨

年度に引き続き「学生一人ひとりが希望する進路実現」を支援方針として、「把握」「相

談・支援」「マッチング」という３つの業務に分けて支援を行った。学内説明会をはじめ

とする企業との接点である「マッチング」に重点を置きつつ、関連部門、教職員の協力を

得ながら学生の就職活動状況を細やかに「把握」し、その実態をふまえた「相談・支援」

と「マッチング企画」を繰り返していく支援形態を年間通じて実施した。 
就職状況の把握については、年５回（６・９・10・２・３月）の電話調査を実施すると

ともに、年２回のゼミ・研究室調査、年１回の課外活動調査を行い、学生の進路・就職状

況の把握に努めた。 
窓口相談件数は、2014 年度は各キャンパス合計で 20,452 件となり、前年比 86.2%とな

った。各キャンパス別でみると、ＢＫＣ9,188 件（前年比 77.9%）、衣笠 10,261 件（同

103.9%）、ＯＩＣ36 件、大阪 586 件(同 63.5%)、東京 354 件(同 78.3%)、朱雀 27 件

（270.0％）となっている。窓口相談件数の減少は、就職状況の改善を反映しているので

はないかと思われる。 
2014 年度に実施した 2015 年３月卒業予定の就職者対象の企画数は 253 件で、参加学生

数は 1,980 名（前年比 59.2％）と大幅に減少した。 
学生と企業との接点の場となるマッチングについては、前期中は主にふれあいセミナー
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（合同企業説明会）を中心に実施し、業界・職種を幅広く見てエントリー企業を増やすこ

とをねらいとした。また、後期については、大学を限定した追加募集などがみられること

から「オンキャンパスリクルーティング（説明会と選考会とを学内で同日実施する）」、

「履歴書とりまとめ」を実施するとともに、業務委託によるマッチング支援を展開するな

ど、きめ細やかな企画を実施した。実施状況は下表のとおりである。 
 
企画名              実施案件数（延べ社数） 参加者数（延べ数） 
ふれあいセミナー（合同企業説明会）  23 回（239 社）   798 名 
オンキャンパスリクルーティング     121 社     556 名 
履歴書とりまとめ              78 社      251 名 
 
大学に到着する求人情報はすべて CAMPUS WEB に掲載している。求人到着件数は

21,400 社で前年比 75.1%（28,480 社）であった。このことの主な要因は、大学独自の求

人と重複の多いユニキャリア経由の求人の掲載を取りやめたことによるものである。大学

独自の求人開拓としては、採用広報解禁の 2013 年 12 月にあわせ企業向けに求人票送付依

頼のパンフレット（「求人のお願い」）を作成し、全国の企業・団体へ郵送にて発送した

（14,992 社）。 
2014 年度に実施した 2016 年３月卒業予定の就職者対象の企画数は 1,468 件で、参加学

生数は 106,338 名（前年比 116.1％）となり、前年度と比較して参加学生数は増加した。 
企画の実施に際しては、前期は、学部・研究科での専門の学び、正課外活動の充実期であ

るため、キャリアオフィスでは就職活動に限定した取り組みを展開せず、自らの目前にあ

る学び・活動に励むことを進めた。前期を「本物の志望をつくる期間」と設定し、進路・

就職ガイダンスを軸に志を育んでいく企画（技術者連続講演会、文系職種の講演会）、Ｏ

ＢＯＧと接する企画、インターンシップ促進を実施した。具体的な基幹企画のコンテンツ

としては、文理共通では５月の第１回進路・就職ガイダンスを冒頭企画とし、自由応募型

インターンシップ講座、文系では、しごと研究セミナー（講演会：６回）、ＯＢＯＧ座談

会を実施した。理系では、「目指せ技術者！ ～現役エンジニアに聴いてみよう～」、ＯＢ

ＯＧ懇談会を実施した。 
後期は、10 月の第２回進路就職ガイダンスを冒頭企画に就職活動準備（10 月から 12

月）、直前・実践（１月から３月）という構成で実施した。就職活動への準備を進める意

思決定の必要性の自覚、自己の再評価、職業・仕事の特定、選択肢に関する情報収集、仮

決定という段階の中で、職業研究およびキャリア形成支援を実施した。 
 
（Ｂ）大学院 
前期課程、修士課程においては、文系進路決定率の前年比５％改善、理系進路決定率の

現状維持を目標として以下の支援を強化した。2014 年度の文系進路決定率は 72.3％、理

系進路決定率は 96.2％であった。 
また、2013 年度より「博士キャリアパス推進室」を「大学院キャリアパス推進室」に改

組し、後期課程の院生だけではなく修士・前期課程の院生も含めたキャリアパス形成支援

を開始した。2014 年度の取り組みは以下のとおりである。 
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（ａ）大学院新入生向けセミナー「大学院で獲得する“充実”」の開催 

2015 年度の大学院前期課程・修士課程入学予定者を対象に、入学予定者の学修意欲の向

上、ネットワーク構築、本学大学院の各種支援内容を知ることを目的として、大学院新入

生向けセミナー「大学院で獲得する“充実”」を実施した。２日間実施し、合計 107 名の

参加者があった。 
 
（ｂ）大学院キャリアパス支援プログラム 
院生の「研究・教育・専門性の向上」、「キャリア開発力の向上」、「社会課題解決力の向

上」を目的とし、英語のライティングスキルやプレゼンテーション力のような汎用的スキ

ル、授業設計法やプロジェクトマネジメントなどキャリアパス形成に必要な基礎知識や現

状に関する理解を深めるためのセミナーを提供するプログラムで、2014 年度は 16 セミナ

ーを開催し、のべ 1,272 名が受講した。 
 
（ｃ）ベーススキル向上支援資金の運用 
院生が、社会に出てから実践的な力を発揮するために必要となる基礎的素養の修得を奨

励することを目的として、本学が実施する各種講座を受講する者に対して受講料の一部を

補助する制度で、2014 年度は 37 件の申請に対して補助金を支給した。   
 
（ｄ）立命館大学若手研究者学術・キャリア情報検索システム「Ｒｉ-SEARCH」の運用     
後期課程院生を主とした若手研究者が自身の研究活動や研究実績等をＷｅｂ上で登録

し、当該情報をインターネット上で効果的に公開するシステムを運用している。本システ

ムは、（ａ）博士課程院生個人のキャリアパス形成の推進に資する、（ｂ）通常得られにく

い院生の研究等の情報について一般公開する、（ｃ）大学として院生支援のための政策立

案の基盤となるデータ収集を進めることを目的に運用を行っている。 
 
（ｅ）日本学術振興会特別研究員支援 
日本学術振興会特別研究員の申請に関わって、申請ガイダンスや申請書類の書き方の相

談・点検を行っている。2015 年度採用（2014 年度申請）については、113 名の申請があ

り、17 名が採用された。 
  
＜２＞長期的な展望を持った「キャリア形成支援」 ※本学独自 
 学部 2 回生履修指定科目である研究入門において、「キャリア企画」を実施している 
5-14。 
 
＜３＞キャリア支援に関する組織体制の整備 
 教授会において、教員の役割分担を決めており、副学部長を中心とした進路就職の組織

を編成している。また立命館大学では、「キャリアセンター」を開設しており、職員によ

るキャリアサポートだけでなく、学生から「プレイスメントリーダー」を選出して、組織

化している 5-15 5-16 5-17。 
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２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 なお、評価指標に学生に対するアンケートを用いる場合、対象者に応じて、以下のよう

に＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を設定し、評価基準として適用するこ

ととした。 
 
＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞ 
 アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
 第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば、具体的には、評価

指標に対する肯定的回答の和が 80%以上であれば十分と考えた。 
 第二に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
 以上より、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設

定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
（１）効果が上がっている事項 
（１）学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう学生支援に関する

方針を明確に定めているか。 
 評価指標として、以下を設定し、適用した。 

〇単位僅少者面談の実施実績 
 
評価基準として、以下を設定し、適用した。 
〇単位僅少者面談の実施 

 
 2014 年度および 2015 年度の各々について、直近半期間で修得単位が５単位に満たない

学生を対象に単位僅少者面談を実施している。半期ごとに学生の単位取得状況を確認し、

教授会で議論している。また小集団クラスを通じて、面談対象者のその後の学生生活を見

守り、各担当教員が学生のケアに努めている。 
 以上の結果から、「（１）学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるよ
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う学生支援に関する方針を明確に定めているか」については、効果が上がっている事項と

判断した。 
 
（２）学生への修学支援は適切に行われているか。 
 評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項目

「あなたはこれまで大学で次のような授業（正課）を経験しましたか」を適用した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
 
・2015 年 1 月実施調査 
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・2015 年 12 月実施調査 

 
  
上記の結果に示されるとおり、「実社会との関連が示される授業」を除く全ての項目に

おいて、「あった」と「ややあった」と回答する割合が全体の７割以上を超えており、評

価基準の４以上に値していることがわかる。 
 以上の結果から、「（２）学生への修学支援は適切に行われているか」については、効果

が上がっている事項として判断した。 
 
（４）学生の進路支援は適切に行われているか。 
 評価指標として、「学びの実態調査」スポーツ健康科学部 在学生用における質問項目

「自分の将来の目標に照らし合わせて授業の内容を考える」を適用した。 
 評価基準として、＜アンケートによる評価基準の原則：学生対象＞を適用した。 
 
 １回生および２回生の小集団授業において、キャリア企画を実施しており、2015 年１月

にまとめられた「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）」では、大学の授業で

の取り組みの「自分の将来の目標に照らし合わせて授業の内容を考える」という項目にお

いて、ポジティブな回答をした割合が 69.9%%で、2015 年 12 月にまとめられた調査結果

では、72.3%%と前回調査時よりも数値がアップしている。定めた基準によれば、両調査

結果とも５段階評価の４にあたる。 
 以上の結果から、「（４）学生の進路支援は適切に行われているか」については、効果が

上がっている事項として判断した。 
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（２）改善すべき事項 
（３）学生の生活支援は適切に行われているか。 
ハラスメント研修会については、昨年度は、実施していなかったが、2016 年２月 23 日

の教授会で実施し、教員に対する啓発機会を設けることができた。ただ、実施したという

事実はあるものの、それが適切な機会であるかということを判断する指標がない。 
 
 

３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
（１）学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう学生支援に関する

方針を明確に定めているか。 
 現状維持に努める。 
 
（２）学生への修学支援は適切に行われているか。 
現状維持に努める。 

 
（４）学生の進路支援は適切に行われているか。 
 現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 
（２）学生への修学支援は適切に行われているか。 
 「実社会との関連が示される授業」について、正課授業で感じられたという肯定的な回

答が６割を下回っていたので、インターンシップやサービスラーニング、またその体験の

フォローアップなどを強化していきたい。 
 
（３）学生の生活支援は適切に行われているか。 
ハラスメント研修会は、引き続き実施したいと考えているが、この研修会が効果を上げ

ているか否かを判断する指標がないため、他学部を参考にしながら、これを妥当に評価す

る指標の作成を学園本部の指示を仰ぎながら、開発したい。 
 
 

４．根拠資料 
 
5-1 立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度後期単位僅少者面接の実施につい

て（5 回生以上含む）. 2015.09.15. 
5-2 スポーツ健康科学部教授会. 学籍異動について. 2016.01.26. 
5-3 スポーツ健康科学部教授会. 2016 年度「英語 P0」方針について. 2016.03.15. 
5-4 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度スポ健 BRUSH-UP ROOM 結果報告. 

2015.11.17. 
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5-5 スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院必修専門英語にかかわるプレスメントテス

トの結果および検討課題について. 2015.04.07. 
5-6 スポーツ健康科学研究科委員会. 2015 年度 4 月入試合格者対象：入学前英語課題論

文について. 2014.10.28. 
5-7 スポーツ健康科学部教授会. 2016 年度オリター・ＡＡ活動方針・募集要項について. 

2015.11.24. 
5-8 スポーツ健康科学部教授会. 2016 年度以降における教育力強化予算について. 

2015.06.30. 
5-9 スポーツ健康科学部教授会. スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研修会 (新)障害学生支

援室の概要 ＜2016 年度施行の新支援方針および新体制について＞. 2016.02.23. 
5-10 立命館大学ホームページ. 奨学金・助成金制度：経済支援型奨学金

http://www.ritsumei.ac.jp/scholarship/economic.html/（2016.2.20 閲覧） 
5-11 立命館大学保健管理センターホームページ. 保健管理センター 

http://www.ritsumei.ac.jp/mng/gl/hoken/medical-j.html（2016.02.23 閲覧） 
5-12 スポーツ健康科学部教授会. ハラスメント研修について. 2016.02.23. 
5-13 スポーツ健康科学研究科委員会. 2015 年度「キャリアチャート・セルフチェックシ

ート・学びの実態調査」運用方針について. 2015.03.11. 
5-14 スポーツ健康科学部教授会. 研究入門内「キャリア企画」と「専門演習懇談会」に

ついて. 2015.09.29. 
5-15 スポーツ健康科学部教授会. 2016 年度執行部体制について. 2016.01.26. 
5-16 立命館大学キャリアセンターＨＰ. キャリアセンター 

http://www.ritsumei.ac.jp/career/（2016.02.20 閲覧） 
5-17 Web RS. 学園通信 RS 

http://www.ritsumei.ac.jp/mng/gl/koho/rs/060515/005a.htm（2016.02.20 閲覧） 
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Ⅵ．教育研究等環境 
 
１．現状の説明 
 
（１）教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めているか。 
 
＜１＞学生の学習および教員による教育研究環境整備に関する方針の明確化 
 前期および後期終了時に、学生自治委員長、学部長、副学部長、学生主事、事務長からな

る五者懇談会を実施し、そこで教育研究環境の整備について、方針について検討、協議し、

情報を共有している 6-1 6-2。 
 
＜２＞校地・校舎・施設・設備に係る大学の計画 
 2016 年後期にオープンする新スポーツ施設「スポーツ健康コモンズ（仮称）」の管理運営

とこのゾーンを活かした学部としての成果と正課外の事業展開について情報共有と討議を

した 6-3。 
 また、びわこ・くさつキャンパス全体では、キャンパス南側隣接地の国際教育寮（収容寮

室数 152 室）については 2012 年９月より使用を開始している。その他コラーニングハウス

Ⅰの階段部分混雑解消のための改修、駐輪場の移転整備についても 2012 年９月に整備を完

了した。理工系新棟Ⅱ（トリシア）については 2013 年４月より工事を着工し、2014 年４

月より使用開始した。アクトα（課外学生施設）新築、既存施設の改修により、課外学生施

設の拡充を図り、2013 年 10 月より新施設の利用を開始した。また、理工系新棟Ⅰ（バイオ

リンク）については 2015 年４月より使用開始した。ＢＫＣ新体育施設建設についても 2016
年９月より共用開始に向け 2015 年７月に工事着手している。 
理工系新棟Ⅱ（トリシア）建設に伴い、それにより移転した学科等の跡地の改修について

も 2014 年９月で完了している。また、理工系新棟Ⅰ（バイオリンク）建設に伴い、それに

より移転した学科等の跡地の改修についても 2015 年９月で完了している。 
 

（２）十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか。 
 
＜１＞校地・校舎等の整備状況とキャンパス・アメニティの形成 
 前期および後期終了時に、学生自治委員長、学部長、副学部長、学生主事、事務長からな

る五者懇談会を実施し、インテグレーションコア２階事務室前のスペースをフリースペー

スとして学生に開放し、積極的に活用に供していることを確認している。そして、そこで学

ぶ学生に対して、ブランケットおよびホワイトボードを常備し、加えて冬期には、ストーブ

を貸し出している 6-1 6-2。 
 また、びわこ・くさつキャンパス全体では、2011 年度にフォレストハウス（教室棟）の

混雑解消のための階段増設工事が完了し課題の解消に大きく寄与している。また、ユニオン

１階食堂部分の机椅子を衣笠キャンパスと同様の目的で更新を行った。また、ユニオン２階

食堂では老朽化机椅子を入れ替えるとともにランチストリートに対応するコーナーを設置

している。2012 年度には混在解消のため、コラーニングハウスの１階入口部分の改修を完
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了している。 
2013 年度にはリンクスクエア食堂の机椅子の入れ替えを行い、環境改善を図っている。 

 
＜２＞学部・研究科の新設に対する施設・設備面の対応 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜３＞衣笠、びわこ・くさつ両キャンパスにおける、学生の参加によるキャンパス整備 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜４＞課外自主活動の発展に必要な施設整備 
 スポーツ健康科学部では、「スポーツ健康科学部自主ゼミ」を奨励し、課外自主活動の発

展をめざしている 6-4。 
 
＜５＞校地・校舎・施設・設備の維持・管理、安全・衛生の確保 
 スポーツ健康科学部では、実験室・研究室の安全自主点検を教授会にて周知し、実施して

いる 6-5。 
 
（３）図書館、学術情報サービスは十分に機能しているか。 
 
＜１＞図書、学術雑誌、電子情報などの整備状況とその適切性 
 図書、学術雑誌、電子情報などに関して、学部教員に対して、個人枠と共通枠による図書

購入に関する情報の提供と積極的な活用を促している 6-6。 
 
＜２＞図書館の規模、司書の資格等の専門能力を有する職員の配置、開館時間・閲覧室・情

報検索設備などの利用環境 
 スポーツ健康科学部では、図書館司書の資格を有する専門能力の高い職員とともに、日本

語表現法(１回生・必修科目)において、図書館の利用環境に関する理解を促している 
6-7。 
 
＜３＞図書のテキストデータ化とスムーズな利用 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜４＞国内外の教育研究機関との学術情報相互提供システムの整備 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜５＞ラーニングコモンズの整備 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
（４）教育研究等を支援する環境や条件は適切に整備されているか。 
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＜１＞教育課程の特徴、学生数、教育方法等に応じた施設・設備の整備 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜２＞各学部の「学び」に特化した機能を持つ「場所」の具体化 
 前期および後期終了時に、学生自治委員長、学部長、副学部長、学生主事、事務長からな

る五者懇談会を実施し、そこでインテグレーションコア３階の学生演習室を設置し、その使

用方法を含めて情報を共有している 6-1 6-2。 
 
＜３＞「学びの場」と「憩い・交流の場」の混在を解消し、一人ひとりの成長と集団の中で

の成長を連関させる支援と環境条件を備えた「コモンズ」の創生 
 「学びの場」と「憩い・交流の場」の混在を解消し、一人ひとりの成長と集団のなかでの

成長を連関させる支援と環境条件を備えた「コモンズ」の創生に関連して、2016 年後期に

オープンする新スポーツ施設「スポーツ健康コモンズ（仮称）」の管理運営とこのゾーンを

活かした学部としての正課と正課外の事業展開について情報共有と討議をした 6-3。 
 
＜４＞フリースペースの確保 
 インテグレーションコア２階事務室前のスペースをフリースペースとして学生に開放し、

積極的に活用されている。 
 
＜５＞小集団に対する資金的支援 
 小集団に対する資金手得支援として、2015 年度学生交流プログラム奨励金（正課プログ

ラム）の募集を周知し、積極的な活用を促している 6-8。 
 
＜６＞国際相互理解を推進する多文化共生の学園の実現に向け、多様な外国人留学生の受

け入れ・海外拠点の整備、学生生活支援等 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜７＞ティーチング・アシスタント（ＴＡ）・リサーチ・アシスタント（ＲＡ）・技術スタッ

フなど教育研究支援体制の整備 
 教授会において、スポーツ健康科学部ＴＡ配置科目のＴＡ雇用について審議し、教育支援

体制の整備に努めている 6-9。 
 
＜８＞教員の待遇や研究・教育環境の改善による信頼関係の構築 
 実験実習的経費の 2014 年度決算ならびに 2015 年度予算（案）について明確化し、後期

より、各月末に同予算執行状況について、教授会にて報告し、教員間の信頼関係の構築をめ

ざしている 6-10。 
 
＜９＞多様な雇用形態の教員の教育研究環境の整備 
 研究室を配備し、教育研究環境の整備を進めている 6-11。 
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＜１０＞ポスドク等の若手研究者の育成 
 助教、助手、ポスドク等の雇用を促進している 6-12。 
 
＜１１＞教員の研究費・研究室および研究専念時間の確保 
 学外研究員について、積極的な応募を促し、2014 年度は２名、2015 年度は２名当該制度

を利用した 6-13。 
 
＜１２＞科研費以外の多角的な研究活動状況の指標の活用 
 教員資格審査において、科研費以外の多角的な研究状況の指標を活用している 6-14 6-15 6-16 

6-17。 
 
＜１３＞世界との比較が可能な何らかの指標の選定 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
（５）研究倫理を遵守するために必要な措置をとっているか。 
 
＜１＞研究倫理に関する学内規程の整備状況 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜２＞研究倫理に関する学内審査機関の設置・運営の適切性 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 

 

２．点検・評価 

 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施す

る。 
 
（１）効果が上がっている事項 
 特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
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３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
 特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
 
 
４．根拠資料 
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6-2 スポーツ健康科学部教授会. 五者懇談後期議案書 2016.01.13 
6-3 スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研修会 9 月 1 日. スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研

修会. 2015.09.01. 
6-4 スポーツ健康科学部教授会. 2015 年度前期「スポーツ健康科学部自主ゼミ」につい

て. 2015.04.07. 
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2015.11.24. 
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6-12 スポーツ健康科学部教授会. 2016 年度就任公募人事（助教）の募集について. 

2015.09.01. 
6-13 スポーツ健康科学部教授会. 学外研究員選出について. 2015.06.02. 
6-14 スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当教員審査基準について. 2014.10.28. 
6-15 スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院教員資格審査審議結果について. 

2014.11.15. 
6-16 スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当資格審査（M）の実施と審査委員会の

発足について. 2012.11.27. 
6-17 スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当資格審査委員会からの提案について. 

2012.12.18. 
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Ⅶ．内部質保証 
 
１．現状の説明 
 
（１）大学の諸活動について点検・評価を行い、その結果を公表することで社会に対する

説明責任を果たしているか。 
 
＜１＞自己点検・評価の実施と結果の公表、情報公開の内容・方法の適切性、情報公開請

求への対応 
１）大学全体 

2010 年度に全学自己点検・評価を実施し、その結果を報告書にまとめ、機関別認証評価

に申請するための調書とした。2011 年度は、2010 年度自己点検・評価の結果、「改善すべ

き事項」とした事項の改善状況を中心に点検・評価し、その結果を報告書にまとめた。2012
年度以降は、方針に沿った活動ができているかを中心に点検・評価を行い、報告書にまとめ

ている。これらはいずれも、各年度の大学基礎データ等と併せて本学ホームページにおいて

公表している 7-1。 
 また本法人では、「学校法人立命館情報公開規程」を制定 7-2しており、本法人が設置する

学校を含めて、保有する情報の公開および開示に関し、「本法人の運営や教育研究等の諸事

業の社会的説明責任を果たし、公正かつ透明性の高い運営を実現し、構成員による自立的な

運営と教育研究の質向上に資することを目的」としている。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜２＞在学生・父母への財政公開 
１）大学全体 
本学では 1949 年から在学生向けに財政状況の公開を行っており、現在も「学生一人ひと

りに届く財政公開」を基本方針として、内容や方法の改善に取り組んでいる。私立学校法や

各種通知等による財政情報の公表の取り組みとして、決算・予算に関わる計算書類、事業計

画書および事業報告書等を各学部事務室等に配備し、学生等が閲覧できる環境を整えると

ともに、ホームページでの公表を行っている。 
また、ホームページには、「立命館の財政運営の考え方」7-3として、R2020 計画（前半期）

に対応する財政運営の基本方針や学費政策、学費決定の仕組み等を解説し、理解促進を図っ

ている。 

 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜３＞学費の重みにこたえる教育実践の効果の検証という視点からの情報公開 
 前期および後期終了時に、学生自治委員長、学部長、副学部長、学生主事、事務長から

165



Ⅶ. 内部質保証 

 
 

 
 

なる五者懇談会を実施し、そこで学費の重みにこたえる教育実践の効果の検証という視点

からの情報を共有している 7-4、7-5。 
 
（２）内部質保証に関するシステムを整備しているか。 
 
＜１＞内部質保証の方針と手続きの明確化 
１）大学全体 
本学では毎年度末の教学委員会（2012 年度までは教学対策会議）において、当年度の学

部・研究科・教学機関の計画・実践の総括と次年度計画概要を策定、それらをふまえて開講

方針を策定、共有する取り組みである「教学総括」を実施している。 
 2013 年度にＰＤＣＡサイクルの全体構造を整理し、包括的な「教学総括・次年度計画概

要」をもとに「自己点検・評価報告書」を作成することとし、2014 年度には、教育と学び

の質向上、学生の主体的な学びの確立、単位の実質化、学習成果の明確化が不可欠であるこ

とから、ガイドラインを「学部（学士課程）教学ガイドライン」へと改定し、「本学の学士

課程教育における教学改革･改善･実践･検証の方向性を示す指針」へと改めた 7-6。さらに、

2014 年度以降の「教学総括・次年度計画概要」の項目を見直し、改定したガイドライン項

目、開講方針項目、教育力強化予算項目、教員整備等の共通項目、その他学部の独自項目に

基づく内容に統合することとした。なお、大学院については次年度以降に見直しを行うこと

とした 7-7。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜２＞内部質保証を掌る組織の整備 
１）大学全体 
 全学レベルでは、各組織の自己点検・評価を行うための「自己評価委員会」と、自己点検・

評価結果の客観性・妥当性を確保するために学外者による検証を行う「大学評価委員会」（外

部評価委員会）を設置している。2010 年度は、2008 年の再編後初めての大学評価委員会を

開催し、13 名の評価委員により外部評価を実施した。 
また、自己評価、外部評価、機関別認証評価への対応を中心業務とする大学評価室を設置

しており、専門職大学院認証評価および薬学教育評価機構による第三者評価受審に対する

支援も行っている。 
なお、本学には全学協議会を通じて、学生と大学とが教学の到達点を定期的に確認し、次

の教学改善に向けた課題を共通認識化するシステムがある。この全学協議会は、教育の質保

証や質向上に向けて、教育を受ける学生自身の声を反映させる仕組みとして機能している。

各学部・研究科の教学については、各学部五者懇談会（教学懇談会）、研究科懇談会等を実

施しており、学生自治組織との協議を毎年度行っている。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
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＜３＞自己点検・評価を改革・改善につなげるシステムの確立 
１）大学全体 
学部・研究科・教学機関については、全学部・研究科・教学機関は各々の「当年度教学総

括・次年度計画概要」を年度末の教学委員会において報告し、情報共有している。このこと

から、他部署の改革・改善の前進例が学内で共有しやすい仕組みが整っているといえる。 
全学レベルの自己評価委員会では、自己点検・評価結果を学長に報告し、学長は必要な事

項について当該機関の長に対して改善の実施を求め、その実現を図らなければならないこ

ととしている 7-8。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜４＞構成員のコンプライアンス（法令・モラルの遵守）意識の徹底 
１）大学全体 
法人では、2009 年度より常設のコンプライアンス委員会と法務コンプライアンス室を設

けている。コンプライアンス委員会は、毎年３回程度開催し、法人運営や設置学校全般のコ

ンプライアンスの状況を掌握している。法務コンプライアンス室では、日常的なリスク対策

や相談のほか、内部通報制度も運営している。特に、規程改正や契約書類は、同室が全件を

点検し、制度や運営上の問題が生じないよう対策を講じている。 
教職員の倫理に関する規則は、ハラスメントや研究費管理などの規程のほかに、教職員の

行動指針として、2010 年６月に「立命館大学教職員行動指針」を制定、法人役員の倫理に

ついても、2010 年５月に「学校法人役員等倫理規程」を制定している。 
また、教職員による「運営力」を高め持続させられるよう、コンプライアンスに関連する

研修に取り組んでいる。特に、組織として制度設計や運用面での誤りを防止することを重視

し、事務職員向けの研修に重点を置いている。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 教授会において、ハラスメント研修を実施した 7-9。また、教授会ＦＤ研修会にて、(新)
障害学生支援室の概要 ＜2016 年度施行の新支援方針および新体制について＞について、

研修を実施した 7-10。 
 

（３）内部質保証システムを適切に機能させているか。 
 
＜１＞組織レベル・個人レベルでの自己点検・評価活動の充実 
１）大学全体 

2011 年度より、自己評価委員会のもとに、「教学」「入試」「学生」「教育研究等環境」「社

会連携」「管理運営・財務」「質保証」という７つの部門横断的な部会を組織し、点検・評価

結果を自己評価委員会に集約する体制を取っている 
教員個人については、「授業アンケート」や「インタラクティブ・シート」等コミュニケ
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ーションペーパーやその他の手法を導入しているほか、科目担当者会議、各学部のＦＤ委員

会等を通じて共有を進めている。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
 
＜２＞教育研究活動のデータベース化の推進 
１）大学全体 
 「本学で生み出される多様な研究成果や研究者情報を集積し、社会的に広く公開し、新た

な領域の創造や融合の可能性に寄与すること」また「第三者評価に対応する整理と情報の一

元化」をめざして、立命館大学 研究者学術情報データベース（研究者ＤＢ）を一般公開し

ている 7-11。教育業績（実績）については、2010 年度後期から同データベース上での公開を

開始している。この教育活動情報登録は、情報公開のみならず教員個人の教育活動の振り返

りの機会としても活用されている。 
 また、2009 年３月 17 日の常任理事会において、立命館大学全体の研究分野の自己点検・

評価活動の柱として、「研究活性度総合指標」（Total Indicator of Research Activities:ＴＩ

ＲＡ）を位置づけ、年１回、研究活動状況の点検を行っている 7-12。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 教員資格を審査する際に、立命館大学研究者学術情報データベース（研究者ＤＢ）に入

力されたデータにより、教育研究活動を評価している。そのことを通して、教育研究活動

のデーベース化を、学部独自に推進している 7-13 7-14。 
 
＜３＞学外者の意見の反映 
１）大学全体 

学長の諮問機関として大学評価委員会を設置しており、自己点検・評価結果の客観性およ

び妥当性等に関する評価を行い、学長は評価結果のうち必要と考える事項について、当該機

関の長に対してその改善の実施を求める旨を規定している。 
2010 年月に実施した大学評価委員会による評価結果は、「2010 年度大学評価結果報告書」

としてまとめられ、本学ホームページ上で公表している。指摘を受けた事項については政策

化と改善を進め、一部を本学ホームページ上でも公開している 7-15。 
 また、2013～2016 年度までの４年間に、各学部・研究科を単位とする専門分野別外部評

価を行うこととした。各学部・研究科が希望する年度を選択して実施し、2016 年度には学

部・研究科以外の事務部門を対象とした全学の外部評価（大学評価委員会）も実施する。こ

れらの外部評価で指摘された事項について 2017 年度を中心に改善・改革に取り組み、2018
年度の第三期機関別・認証評価に向けて備えることとしている 7-16、7-17。 
 
２）スポーツ健康科学部・研究科独自 
 スポーツ健康科学部独自の取り組みはない。 
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２．点検・評価 
 
 点検評価に関して、本章では、以下の手続きで進める。 
① 各評価項目に関して設定されている評価の視点の中から一つの評価の視点に焦点を当

てる。 
② その焦点を当てた一つの評価の視点に対して、評価指標および評価基準を設定する。 
③ 各評価項目に関して、設定した評価指標および評価基準に従って、点検・評価を実施

する。 
 
（１）効果が上がっている事項 
 特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 
 
（１）効果が上がっている事項 
 特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 
 特記事項なし。 
 
 
４．根拠資料 
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終 章 

 
この度、大学基準協会が示している点検・評価項目に従って、学部開設以来６年間のスポ

ーツ健康科学部の自己点検・評価報告書をまとめた。本学部は、スポーツ健康科学分野の新

設学部であるが“少なくとも日本一”の目標を持って、学部を構成する教職員全員で励んでき

た。定量的には、３年間の平均卒業率 84％という結果である。また定性的には、学部の教

育の成果物である卒業論文は、邦文、英文で原著論文として発表されているものもあり一定

の評価がなされている。また、卒業後の就職についても本学部の文社系学部とひけを取らな

い結果を残していることは、喜ばしいことである。 
本学部では１回生の基礎演習（１クラス 25 名程度）から４回生の専門演習（１クラス

10 名程度）まで、小集団教育を実施している。これは、所謂、教員・職員による“手取り

足取り”の教育ではなく、学生の自発的な勉学目標を引き出すためのものである。教員への

負担は多いが、このような取り組みが“教員と学生の距離が近い”と言わせる結果となって

いる。 
しかし、期待を込めて導入したＧＡＴプログラムには、英語基礎能力が基準に達しないこ

とにより、受講生がいないのが現状である。 
また、健康運動指導士の資格取得者数や高校教員等採用者は、十分とはいえない状況で

有り、本学部の一義的な人材育成目標である“スポーツ健康科学の教育研究を通じて、グロ

ーバルな視野とリーダーシップを備え、スポーツ健康科学への理解を持ちつつ、社会に貢

献する人間”の養成が十分であったかは検討が必要である。 
また、2016 年９月にはＢＫＣにおいてプールを含むスポーツ健康コモンズが完工予定で

あり、水泳・水中運動の教育・研究環境が改善される可能性がある。 
スポーツ健康科学部では、学部オリジナルのさまざまな取り組みを実践しながら、その

結果を評価し、問題点を把握して改善につなげるＰＤＣＡの取り組みを組織的に行ってき

たが、今後も引き続き努力が必要である。 
最後に、学部評価委員の先生方には、本報告書を評価していただき感謝申し上げます。 

 
2016 年３月 

立命館大学 
スポーツ健康科学部 学部長 
田畑 泉 
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序 章 

 
スポーツ・運動・身体活動と健康に関する知識は巷にあふれている。しかし、その科学

的エビデンスには多様なものがあり、一様でない。したがって、そのような多くの情報か

ら正しいものを選択し、一般の方に伝えるには、専門家が必要である。そのような社会の

要請にこたえる目的で、身体活動・運動・スポーツと健康に関する実践的な専門家を育成

する教育・研究機関として立命館大学大学院スポーツ健康科学研究科が創設された。 
同研究科は、スポーツ健康科学部発足と同時の2010年に同研究科博士前期課程を開設、

さらに、連続して 2013 年度に同後期課程を発足させ、その結果 2012 年３月には博士前期

課程修了生を 2015 年３月には課程博士を輩出した。2016 年３月には、３名が課程博士の

学位記を授与され、数量的には不十分であるが、安定して課程博士を輩出する基盤ができ

た。本文書は、そのような時点における立命館大学大学院スポーツ科学研究科の現状に対

する自己点検・評価結果である。 
2014 年には研究科の改革を行い、前期課程では、教育課程を３領域から、身体運動科学

領域 スポーツ人文社会科学領域の２つに統合した。 
学部と同様に、大学基準協会の示している点検・評価項目に従って、学部・研究科の理

念・目的、教員・教員組織・教育内容・方法・成果、学生の受け入れ、学生支援、教育研

究等環境、内部質保証と立命館大学スポーツ健康科学研究科の自己点検・評価を行ってい

ただいた。完成間もない研究科であることにより、当事者では見つけることのできない多

くの留意点について、ご指摘していただければと期待している。 
最後に、外部評価委員会委員の先生方をはじめとして、ご協力いただいた関係各位に、

この場を借りて改めて感謝の意を表します。 
 

2016 年３月 
立命館大学大学院 
スポーツ健康科学研究科 研究科長 
田畑 泉  
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Ⅰ．理念・目的 

Ⅰ．理念・目的

１．現状の説明 

（１）大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。

＜理念・目的の明確化＞

スポーツ健康科学研究科則第２条において研究科の教育研究上の目的を以下の通り規定

している。1-1

１ 本研究科は、スポーツ健康科学の高度な専門性に基づく理論と実践を有し、豊かな

人間性とリーダーシップを備え、社会の発展に貢献する有為な人材の養成を目的と

する。

２ スポーツ健康科学専攻博士課程前期課程は、スポーツ健康科学分野の専門的かつ高

度な実践力と研究力を持つとともに、研究成果を社会に発信できる専門職業人なら

びに研究者の養成を目的とする。

３ スポーツ健康科学専攻博士課程後期課程は、スポーツ健康科学分野において先端の

研究成果を上げ、その成果を実践に結びつけるとともに、研究プロジェクトなどに

おいてリーダーシップを発揮することができる研究者の養成を目的とする。

また、2015 年度履修要項には、人材育成目的、教育課程編成方針・実施方針、学位授与

方針を掲載している。1-2

入学試験要項、研究科パンフレットには、人材育成目的、教育育成目的、教育課程編成

方針・実施方針、学生受入方針を掲載している。1-3

スポーツ健康科学研究科ホームページには、人材育成目的、教育課程編成方針・実施方

針、学位授与方針、学生受入方針を掲載している。1-5

＜実績や資源からみた理念・目的の適切性＞

大学に期待される使命との整合性から判断できる。2006 年 7 月 21 日に学校法人立命館

が制定した立命館憲章のなかに、「立命館は、教育・研究および文化・スポーツ活動を通じ

て信頼と連帯を育み、地域に根ざし、国際社会に開かれた学園づくりを進める。」との記述

がある 1-6。本研究科のカリキュラム・ポリシーでは、国際連携、地域連携、国内外のスポ

ーツ健康産業界との連携など、さまざまな連携により教育研究を推進し、全国トップレベ

ルのカレッジスポーツの活動拠点という、びわこ・くさつキャンパスの特性を活かし、理

論と実践による教育研究を行うとしている。つまり、本研究科の理念・目的は、本学に期

待される使命と一致している。

＜個性化への対応＞

ディプロマ・ポリシーのなかで、スポーツ健康科学に関わる専門的で高度な｢実践力｣と

｢研究力｣を持つとともに、研究成果を社会に発信することで、社会への還元活動を行うこ

とができる専門職業人ならびに研究者を育成することを目標としている。大学の特徴や国

際化、地域貢献という観点からも個性化への対応は適切に設定されている 1-5 1-7。
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Ⅰ．理念・目的 

以下、スポーツ健康科学研究科ホームページに記載している内容を転載する。

Ⅰ．人材育成目的

スポーツ健康科学研究科は、スポーツ健康科学の高度な専門性に基づく理論と実践を有

し、豊かな人間性とリーダーシップを備え、社会の発展に貢献する有為な人材の養成を目

的とします。その上で、博士課程前期課程は、スポーツ健康科学分野の専門的かつ高度な

実践力と研究力をもつとともに、研究成果を社会に発信できる専門職業人ならびに研究者

の養成を目的とします。

Ⅱ．ディプロマ・ポリシー（学位授与方針）

スポーツ健康科学研究科博士課程前期課程は、スポーツ健康科学に関わる専門的で高度

な｢実践力｣と｢研究力｣を持つとともに、研究成果を社会に発信することで、社会への還元

活動を行うことができる専門職業人ならびに研究者を育成することを目標とします。その

上で、自らの専門性を深め、スポーツ健康に関わる新たな理論を生み出すことが可能な人

材の育成を目指し、修了時に学生が身に付けるべき能力・力量を以下のように定めていま

す。

1.専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を社会に発信できる。 
2.「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている。 
3.２つの領域から選択した博士課程前期課程教育における確かな専門知識を備え、より

質の高い研究を自主的に設計できる。

これらの能力・力量は、研究科の課程が規定する所定単位の修得および論文審査に合格す

ることによりその達成とみなし、修士の学位を授与します。

Ⅲ．カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施方針）

スポーツ健康科学研究科博士課程前期課程の人材育成目的を達成するために、以下のよ

うな基本コンセプトに基づき教育課程を編成しています。また、研究課題を、複数の科目

を通して体系的に履修することにより深めていくためのコースワークを充実させていま

す。指導教員のもと、演習やコースワーク、修士論文の作成指導などを有機的に連携させ

つつ研究をすすめ、修士論文を執筆します。

なお、中学校および高等学校教諭一種免許状（保健体育）を所有している場合には、本

研究科の課程修了と同時に同一校種の専修免許状取得が可能なカリキュラムとしていま

す。

(1) １専攻と 2 つの領域 
総合的・学際的なアプローチからスポーツ健康科学の学習と研究を進めるために、専攻

は「スポーツ健康科学専攻」の１専攻とします。また、専攻を構成する教育・研究の柱と

しての領域は「身体運動科学領域」、「スポーツ人文社会科学領域」としています。

身体運動科学領域：スポーツ・パフォーマンスを科学的アプローチにより解析する教

育・研究、あるいは健康の維持・増進を科学的根拠に基づき解明する教育・研究を行いま

す。
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スポーツ人文社会科学領域：スポーツ健康分野の教育・マネジメント力量を向上する教

育・研究を行います。 
(2) 総合的・学際的な教育と研究 
研究を計画的に進める上で、必要となる領域共通のスキルを共通基礎科目に設定してい

ます。 
(3) 連携型教育・研究 
国際連携、地域連携、国内外のスポーツ健康産業界との連携など、様々な連携により教

育・研究を推進します。 
(4) 理論と実践 
理論と実践の両輪を通じた教育・研究活動を実施します。コースワークでは、理論の基

礎を修得しつつ、インターンシップなどの連携プログラムの実施や、学部・研究科基本棟

にある最先端の施設・設備を活用した実践的研究を行います。 
(5) びわこ・くさつキャンパスの特徴を活かした教育研究の推進 
びわこ･くさつキャンパスにある他研究科開設科目の受講を認めています。また、全国

トップレベルのカレッジスポーツの活動拠点という、びわこ・くさつキャンパスの特性を

活かし、理論と実践による教育・研究を行います。 
 
Ⅳ．アドミッション・ポリシー（入学者受け入れ方針） 

スポーツ健康科学の基礎的素養を備え、総合的・学際的な教育・研究を通じて、社会の

発展に貢献することができるために、以下のような事について学術的な興味を持ち、得た

知識を社会に広く還元したいという意欲を持つ人材を求めます。 
関心・意欲： 

1.スポーツ健康科学の社会的な諸課題の解決について、強い関心を有する者。 
2.総合的・学際的なアプローチを用いて新たな研究分野を切り開こうとする者。 
3.理論と実践を通じた研究活動を展開し、社会に還元する意欲のある者。 

基礎的素養： 
1.スポーツ健康科学を構成する学問の基礎知識を有し、論述、口述などにより、自らの考え

を論理的かつ明快に表現できる。 
2.スポーツ健康科学に関連した記事・論文等の英文読解力、ライティング力を備えているか、

英語に関する基礎的な力を有する。 
3.スポーツ健康科学に関連した現場での実践経験を有する、もしくは関心がある。 
 
＜スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート（2016 年３月実施）＞ 
問７ スポーツ健康科学研究科（博士課程前期課程）の学位授与の方針（教育目標）は教

学理念、時代背景の変化などを考慮すると内容や表現は適切と思われますか。（内容

省略） 
・内容について 

A7 内容 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 適切ではない。       
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2 あまり適切ではない。       

3 どちらとも言えない。 2 9.1%   2 7.1% 

4 どちらかというと適切である。 3 13.6% 2 33.3% 4 17.9% 

5 適切である。 17 77.3% 4 66.7% 21 75.0% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 

 
・表現について 

A7 表現 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 適切ではない。       

2 あまり適切ではない。       

3 どちらとも言えない。 2 9.1%   2 7.1% 

4 どちらかというと適切である。 3 13.6% 2 33.3% 5 17.9% 

5 適切である。 17 77.3% 4 66.7% 21 75.0% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 

 
＜「大学院生の学びの実態調査」スポーツ健康科学研究科 ＃6.5（2016.１）調査集計＞ 
問 10 スポーツ健康科学研究科の人材育成目的、ディプロマ・ポリシーは下記の通りです。

読んだうえで、設問に進んで下さい。 
【人材育成目的】スポーツ健康科学研究科は、スポーツ健康科学の高度な専門性に

基づく理論と実践を身につけた上で、豊かな人間性とリーダーシップを持ち、社会

の発展に貢献する人材の育成を目的とします。その上で、博士課程前期課程は、ス

ポーツ健康科学分野の専門的かつ高度な実践力と研究力をもつとともに、研究成果

を社会に発信できる専門職業人ならびに研究者の養成を目的とします。 

【ディプロマ・ポリシー】スポーツ健康科学研究科は、スポーツ健康科学に関わる

専門的で高度な｢実践力｣と｢研究力｣を持つとともに、研究成果を社会に発信するこ

とで、社会への還元活動を行える専門職業人ならびに研究者を育成することを目標

とします。その上で、自らの専門性を深め、スポーツ健康に関わる新たな理論を生

み出すことが可能な人材の育成を目指し、修了時に学生が身に付けるべき能力・力

量を以下のように定めています。これらの能力・力量は、研究科の課程が規定する

所定単位の修得および論文審査に合格することによりその達成とみなし、修士の学

位を授与します。 

1.専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を社会に発信できる。  

2.「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている。  

3.２つの領域から選択した修士課程教育における確かな専門知識を備え、より質の

高い研究を自主的に設計できる。  
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材育成目的は、自分にとって魅力的な内容である

人材育成目的は、文章の意味がよく理解できる

人材育成目的は、自分の能力や資質に照らして適切である

ディプロマポリシーは、自分にとって魅力的な内容である

ディプロマポリシーは、文章の意味がよく理解できる

ディプロマポリシーは、自分の能力や資質に照らして適切で …

問１０（３）人材育成目的、ディプロマポリシーは魅力的か

まったくそう思わない あまりそう思わない そう思う とてもそう思う

 
 
（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構成員（教職員および学生）に周知さ

れ、社会に公表されているか。 
 
＜構成員に対する周知方法と有効性および社会への公表方法＞ 

「理念・目的が、大学構成員（教職員および学生）に周知され、社会に公表されている

か」の公開に関する到達点として、次のように考える。近年、社会に公表される最も強力

で一般的な手段はホームページへの掲載であることから、３ポリシーがホームページ上に

掲載されていることを前提とし、ホームページ上でのアクセスがスムーズであること、ホ

ームページ上でのページの構成が適切であることとする。また、院生への周知のためには

履修要項への３ポリシーの掲載が必要であるので、公表の条件に関して、履修要項への３

ポリシーの掲載を加える。周知の対象については、教員および院生とする。 
2009年より、ホームページに３ポリシーを公開し（スポーツ健康科学研究科ホームペー

ジ「研究科紹介（人材育成育成目的と３方針）」）1-5、また2009年度以降、履修要項に明示

しており、内容については既に１．（１）で示した通り、大学案内、学部パンフレット1-8な

どでも、理念および目標を公開している。 

 
＜スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート（2016 年３月実施）＞ 
問５ スポーツ健康科学研究科の人材育成像は次のように謳われています。どの程度把握

されていましたか。（内容省略） 

A5 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 資料が無ければ、全く説明できない 

程度の把握である。 
 

1 

 

4.5% 
 

  

1 
3.7% 

2 資料が無ければ、ほとんど説明でき 

ない程度の把握である。 
  1 20.0% 1 3.7% 

3 資料が無ければ、幾つかの内容しか 

説明できない程度の把握である。 
6 27.3% 1 20.0% 7 26.0% 

4 資料が無くても、かなりの部分説明 10 45.5% 3 60.0% 13 48.1% 

7



Ⅰ．理念・目的 

 

 
問６ スポーツ健康科学研究科（博士課程前期課程）の学位授与の方針（教育目標）は次

のように謳われています。どの程度把握されていましたか。（内容省略） 

 
＜「大学院生の学びの実態調査」スポーツ健康科学研究科 ＃6.5（2016.１）調査集計＞ 
問 10 スポーツ健康科学研究科の人材育成目的、ディプロマ・ポリシーは下記の通りです。

読んだうえで、設問に進んで下さい。 
【人材育成目的】 

スポーツ健康科学研究科は、スポーツ健康科学の高度な専門性に基づく理論と実践を身

につけた上で、豊かな人間性とリーダーシップを持ち、社会の発展に貢献する人材の育

成を目的とします。その上で、博士課程前期課程は、スポーツ健康科学分野の専門的か

つ高度な実践力と研究力をもつとともに、研究成果を社会に発信できる専門職業人なら

びに研究者の養成を目的とします。 

【ディプロマ・ポリシー】 

スポーツ健康科学研究科は、スポーツ健康科学に関わる専門的で高度な｢実践力｣と｢研

究力｣を持つとともに、研究成果を社会に発信することで、社会への還元活動を行える

専門職業人ならびに研究者を育成することを目標とします。その上で、自らの専門性を

深め、スポーツ健康に関わる新たな理論を生み出すことが可能な人材の育成を目指し、

修了時に学生が身に付けるべき能力・力量を以下のように定めています。 

これらの能力・力量は、研究科の課程が規定する所定単位の修得および論文審査に合格

することによりその達成とみなし、修士の学位を授与します。 

1.専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を社会に発信できる。  

 できる程度の把握である。 

5 資料がなくても、完全に説明できる 

程度の把握である。 
5 22.7%   5 18.5% 

総計 22 100.0% 5 100.0% 27 100.0% 

A6 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 資料が無ければ、全く説明できない 

程度の把握である。 
 

2 

 

9.1% 

 

1 

 

16.7% 

 

3 

 

10.7% 

2 資料が無ければ、ほとんど説明でき 

ない程度の把握である。 
      

3 資料が無ければ、幾つかの内容しか 

説明できない程度の把握である。 
4 18.2% 3 50.0% 7 25.0% 

4 資料が無くても、かなりの部分説明 

 できる程度の把握である。 
11 50.0% 2 33.3% 5 46.4% 

5 資料がなくても、完全に説明できる 

程度の把握である。 
5 22.7%   5 17.9% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 

2.「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている。  

3.２つの領域から選択した修士課程教育における確かな専門知識を備え、より質の高い

研究を自主的に設計できる。  

 
 
＜「大学院生の学びの実態調査」スポーツ健康科学研究科 ＃6.5（2016.１）調査集計＞ 
問 10（１）「スポーツ健康科学部の人材育成目的、ディプロマ・ポリシーを知っていまし

たか」 
 
・人材育成目的について（回答者 57 名） 

はい 70.2%

いいえ 29.8%

問１０(1) 人材育成目的、ディプロマポリシーを知っていたか

 
 
(３）大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか。 

 
研究科における理念・目的の適切性を検証するサイクルは、学部のサイクルである４年

に合わせて実施することとする。そのため、スポーツ健康科学研究科においても、４年に

一度、理念・目的の適切性について、定期的検証を行うものとする。直近では学部同様、

教学ポリシーと具体的な科目との関係を再点検したうえで、教育研究上の目的、ならびに

３つのポリシーは原則として現行通りとしたうえで、現行カリキュラムの延長線上にさら

なる改善と発展を趣旨として、2012 年度に 2014 年４月入学生からのカリキュラム改革を

決定した 1-9。また、カリキュラム改革の方向性としては、スポーツ健康科学検定の結果等

を分析し、次回の新カリキュラム用方針を策定している 1-10。 
 

＜スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート（2016 年３月実施）＞ 
問４ スポーツ健康科学部の学位授与の方針（教育目標）は教学理念、時代背景の変化な

どを考慮すると内容や表現は適切と思われますか。（内容省略） 
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Ⅰ．理念・目的 

 

・内容について 

 
・表現について 

 
 
２．点検・評価 

 
前節においては、学部・研究科の理念・目的の状況に関して、内容の適切性、周知公表、

検証のあり方について、現状を述べてきた。本節では、これらの現状に関し、評価指標と

評価基準を設け点検・評価を行う。 
 
（１）効果が上がっている事項 

  効果が上がっていると判断する基準は、評価４以上が得られた評価項目とする。 
 
（１）大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。 
「研究科則に規定した「人材育成目的」をふまえて、教育目標（修了時点において身に

つけるべき能力要件）が適切に設定されているか」の評価指標は 2016 年３月に実施した

「スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート」の「問７ スポーツ健康科学研究科

（博士課程前期・後期課程）の人材育成像は教学理念、時代背景の変化などを考慮すると

内容や表現は適切と思われますか。」の回答における「５．適切である。」および「４．ど

ちらかというと適切である。」の回答率の和を用いることとする。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 

A4 内容 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 適切ではない。       

2 あまり適切ではない。       

3 どちらとも言えない。       

4 どちらかというと適切である。 6 72.7% 2 33.3% 8 28.6% 

5 適切である。 16 27.3% 4 66.7% 20 71.4% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 

A4 表現 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 適切ではない。       

2 あまり適切ではない。       

3 どちらとも言えない。 1 4.5%   1 3.6% 

4 どちらかというと適切である。 4 18.2% 2 33.3% 6 21.4% 

5 適切である。 17 77.3% 4 66.7% 21 75.0% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 

評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

 
その結果、教員については「５．適切である：77.3％」、および、「４．どちらかという

と適切である：13.6％」で、合計 90.9％の回答を示した。問７の教員から見た適切性につ

いての評価は５である。昨年度においても評価５であるので現状維持とする。 
 
教育目標の内容・表現の適切性：院生による評価(魅力) 
教育理念や教育目標は院生にとって魅力的であることが求められるばかりでなく、分か

りやすい表現であることが求められることから、2016 年１月に実施した「大学院生の学び

の実態調査」（スポーツ健康科学研究科）の「問 10（３）スポーツ健康科学研究科の人材

育成目的、ディプロマ・ポリシーは魅力的ですか。」における「④とても魅力的である」お

よび「③ある程度魅力的である」の和を用いることとする。 
その結果、人材育成目的が 89.5％、ディプロマ・ポリシーが 86.0％であり、両者ともに

評価５となる。昨年度においても評価５であるので現状維持とする。 
 
（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構成員（教職員および学生）に周知さ

れ、社会に公表されているか。 
 周知について、スポーツ健康科学研究科では教員が知っているだけでは不十分と考え、

院生に説明することを前提として、把握の程度を 2016 年３月に実施した「スポーツ健康

科学部・研究科 教職員アンケート」の「問５ スポーツ健康科学研究科の人材育成像は

次のように謳われています。これらのことをどの程度把握されていましたか。」、および、

「問６ スポーツ健康科学研究科（博士課程前期・後期課程）の学位授与の方針（教育目

標）は次のように謳われています。どの程度把握されていましたか。」の回答における「５．

資料がなくても、完全に説明できる程度の把握である。」、および、「４．資料が無くても、

かなりの部分説明できる程度の把握である。」の回答率の和を用いることとした。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 
 
その結果、問５の人材育成像については、「５.資料がなくても、完全に説明できる程度

の把握である：22.7％」、および、「４.資料が無くても、かなりの部分説明できる程度の把

握である：45.5％」で、合計 68.2％の回答を示した。また、問６の学位授与の方針（教育

目標）については、「５.資料がなくても、完全に説明できる程度の把握である：22.7％」、

および、「４.資料が無くても、かなりの部分説明できる程度の把握である：50.0％」で、

合計 72.7％の回答を示した。 
上記基準に従うと、人財育成像および学位授与方針のいずれも評価は３である。昨年度

においては、学位授与方針は評価３であったが、人材育成像については評価４であったた
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Ⅰ．理念・目的 

 

め今年度の評価は１ポイント減少となる。 
 院生への周知度については 2016 年１月に実施した「学びの実態調査」による、「問 10 
スポーツ健康科学研究科の人材育成目的、ディプロマ・ポリシーは下記の通りです。読ん

だうえで、設問に進んで下さい。」とし、「（１）あなたはこの人材育成目的、ディプロマ・

ポリシーを知っていましたか。」と質問した結果の肯定的回答の和を、評価指標として用い

た。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 
 
その結果、知っていたと回答した割合は合計 70.2％であった。上記の基準に従うと、評

価は４である。昨年度は合計 56.4％あったため、本年度の評価は１ポイント上昇している。 
 
（３）大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか。 
「研究科則に規定した「人材育成目的」をふまえて、教育目標（修了時点において身に

つけるべき能力要件）が適切に設定されているか」の評価指標は 2016 年３月に実施した

「スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート」の「問４ スポーツ健康科学部の学

位授与の方針（教育目標）は教学理念、時代背景の変化などを考慮すると内容や表現は適

切と思われますか。」の回答における「５．適切である。」および「４．どちらかというと

適切である。」の回答率の和を用いることとする。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

 
その結果、内容については「５．適切である：27.3％」、および、「４．どちらかという

と適切である：72.7％」で、合計 90.9％の回答を示した。また、表現については「５．適

切である 77.3％」、および、「４．どちらかというと適切である：18.2％」で、合計 95.5％
の回答を示した。 

問４の教員から見た適切性についての評価は内容、表現ともに５である。昨年度におい

ても評価５であるので現状維持とする。 
 
（２）改善すべき事項 

改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特記事項

なし。 
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Ⅰ．理念・目的 

 

 

３．将来に向けた発展方策 

 

（１）効果が上がっている事項 

教員における人財育成目標の周知に関して、昨年度より評価が１ポイント減少となって

いることから、新規採用教員を含む全教員への人財育成目標の周知を今後徹底することと

する。 
 
（２）改善すべき事項 

改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特記事項

なし。 
 
 
４．根拠資料 

 
1-1 立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則（履修要項） 
1-2  2015 年度履修要項（スポーツ健康科学研究科） 前期課程：カリキュラム・ポリシ

ー 
 後期課程カリキュラム・ポリシー. 2015.04.01 P31.P51 
1-3 立命館大学スポーツ健康科学研究科入学試験要項立命館大学スポーツ健康科学研究

科パンフレット 
1-4 立命館大学スポーツ健康科学研究科パンフレット 
1-5 スポーツ健康科学研究科ＨＰ: http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20 閲覧 
1-6 立命館大学ＨＰ: 立命館憲章 http://www.ritsumei.ac.jp/profile/about/charter/. 

2016.02.20 閲覧 
1-7 スポーツ健康科学部教授会: 理念と３ポリシーの議決. 2014.03.18 教授会 
1-8 スポーツ健康科学研究科委員会: 2016 年度入学者向け大学院案内・研究科パンフレ

ットの編集方針. 2014.12.16 
1-9 スポーツ健康科学研究科委員会: 2015 年度・博士課程後期課程＜Ｄ＞のカリキュラ

ム改革について. 2013.12.17 
1-10 スポーツ健康科学部教授会: 2015 年度前期スポーツ健康科学検定の結果・次回の新

カリキュラム用方針策定について. 2015.09.01 
 

13



Ⅱ．教員・教員組織 

 

 

 

Ⅱ．教員・教員組織 
 

１．現状の説明 

 
（１）大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。 
 
＜教員に求める能力・資質等の明確化＞ 
 大学設置基準・大学院設置基準、立命館大学教員任用・昇任規程、立命館大学教員選考

基準 2-1、教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン、「専任教

員の任用と昇任の進め方」2-2、「博士課程後期課程の担当資格について」2-3、「立命館大学

スポーツ健康科学部教員任用に関わる方向性」2-4、立命館大学研究倫理指針 2-5、立命館大

学教職員の行動指針 2-6に基づき、募集・昇任を通じた教員組織を整備している。また、大

学設置基準・大学院設置基準上の必要教員数を満たし、設置認可を得ており、現在も充足

している。 
 スポーツ健康科学研究科における教員像および教員組織の編制方針については、教員人

事の際に、①「立命館大学教職員の行動指針」2-6を尊重し、行動できる方、②本学の教学

方針を理解し、本学部・研究科での教育・研究ならびに運営に対して、熱意を持って貢献

いただける方、③博士の学位を有する方、④専門分野ならびに担当予定科目で教育研究業

績がある方、⑤海外での研究活動実績を有する方等で明確化している 2-7。 
 
＜教員構成の明確化＞ 
 教員構成の明確化としては、教員組織整備計画に基づき、現在のスポーツ健康科学部の

ＳＴ比は 1/40 であることを明記している 2-8。スポーツ健康科学部・同研究科の専任教員

数は、2015 年５月１日現在、教授が 13 人（男 12 人、女１人。特別任用教員１人を除く）、

准教授が９人（男７人、女２人）である。任期制教員としては、助教が３人（男３人、女

０人）、特任助教が３人（男３人、女０人）である。 

 
＜教員の組織的な連携体制と教育研究に係る責任の所在の明確化＞ 
 教員の連携や教育研究に係る責任は組織的に明らかにしており、諸規定に基づき、博士

学位授与、専任教員任用等の審議は教授会、研究科委員会が行っている 2-7 2-9。 
 
（２）学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。 
 
＜授業科目と担当教員の適合性を判断する仕組みの整備＞ 
 授業科目と担当教員の適合性に関しては、シラバス点検を年１回、教授会後に教員全員

にて実施しており 2-10、また「講義の講評」「成績分布」の作成を依頼し 2-11、学部事務室

内および manaba+R に公表している。 
 
＜研究科担当教員の資格の明確化と適正配置＞ 
 スポーツ健康科学研究科は、設置認可申請を経て博士課程前期課程は 2010 年４月に、
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同後期課程は 2012 年４月に発足した研究科である。したがって、「１．現状の説明（１）」

に記載した枠組みのなかで、具体的な教員組織について教育課程との関係を含めて設置認

可申請を行い、その一環として大学設置・学校法人審議会大学設置分科会による教員審査

結果に基づく体制を整備してきた。2014 年度に博士後期課程において完成年度を迎えるに

あたり、大学院担当教員審査基準に基づき、新たに大学院担当資格審査を実施し、研究科

担当教員の資格の明確化と適正配置を行っている 2-12。その後に関しても、新規任用教員、

学位審査における招聘副査を含め、毎年定期的なチェック体制が整備されている 2-13 2-14。 
また、2015 年度大学基礎データ 2-15に示すように適切な研究指導教員および補助教員数

を確保している。博士課程前期課程で 20 人（設置基準上必要専任教員数４人）、博士課程

後期課程で 16 人（設置基準上必要専任教員数４人）の指導教員を配置し、博士課程前期

課程においては研究指導補助教員が１人を置いている。 
 
（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。 
 
＜教員の募集・採用・昇格等に関する規程および手続きの明確化＞ 
 スポーツ健康科学部における教員の募集・採用・昇格等に関しては、学部と同様にそれ

ぞれ規定に基づき教授会にて議決されている 2-2 2-16。 
 
＜規程等に従った適切な教員人事＞ 
教員人事に際しては、①募集分野、②担当予定科目との適合性、③研究力量、④海外で

の研究実績（ネットワークを含む）、⑤人物的な評価、を含めて総合的に評価・選考を行っ

ている 2-7。 
 
（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。 
 
＜教員の教育研究活動等の評価の実施＞ 
 教員の教育・研究力に関しては、教員全員が参加する勉強会「ラン智タイムセミナー」

（ほぼ隔週火曜日実施）を通じて周知されている 2-17。 
 社会貢献に関しては、本学部におけるスポーツ科学、健康運動科学、スポーツマネジメ

ント、スポーツ教育等スポーツ健康科学の多様な分野の融合性を活かし、川西市生涯学習

短期大学「レフネック」等、地域への教育・イベント開催を通じて社会還元を行っている

2-18。各教員の非常勤講師、学外委員の応諾に関しては、教授会にて毎回審議され議決され

ている。 

 
＜ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施状況と有効性＞ 
①毎年度、９月と２月（もしくは３月）に、教授会・研究科委員会構成員に特任助教や職

員も加えて、学部・研究科に関わるさまざまなテーマについて集中的に報告・意見交換

するＦＤ企画を実施した。なお、毎年２回の教授会ＦＤでは、大学院をテーマに設定し、

報告や意見交換を行っている 2-19 2-20。 
②スポーツ健康科学部・大学院同研究科の教育研究の高度化、ならびにＦＤ促進を趣旨と

15



Ⅱ．教員・教員組織 

 

 

 

して、教授会にて副学部長が呼びかけを行い、昼休みの時間帯を活用して、スポーツ健

康科学部・大学院同研究科の全専任教員を対象とした「ラン智タイムセミナー」を 2010
年度より継続実施している。2015 年度においても前期・後期を通じて、同企画を実施す

る。 
 
 
２．点検・評価 

 
（１）効果が上がっている事項 

「大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか」について

の評価基準は下記の通りとする。 
評価５：教員人事の際に①「立命館大学教職員の行動指針」2-6を尊重し、行動できる方、

②本学の教学方針を理解し、本学部・研究科での教育研究ならびに運営に対し

て、 熱意を持って貢献いただける方、③博士の学位を有する方、④専門分野

ならびに担当予定科目で教育研究業績がある方、⑤海外での研究活動実績を有

する方のすべてを明確化している 2-7 
評価３：上記について半数以上は明記されている 
評価１：上記について全く明記されていない 
 
効果が上がっている事項としては、2015 年度末までの時点においても評価は５であるた

め現状維持であった。 
 
「教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか」についての評価基準は下記の通り

とする。 
評価５：教員人事の際に「適任者なし」といった事態が発生していない 
評価３：教員人事の際に「適任者なし」といった事態が１件発生している 
評価１：教員人事の際に「適任者なし」といった事態が２件以上発生している 
 
効果が上がっている事項としては、2015 年度末までの時点においても本年度においても

評価は５であるため現状維持であった。 
 

「教員の資質の向上を図るための方策を講じているか」についての評価基準は下記の通

りとする。 
評価５：教授会ＦＤ、ラン智タイムセミナーが予定通り開催されている 
評価３：教授会ＦＤ、ラン智タイムセミナーのいずれかが開催されている 
評価１：教授会ＦＤ、ラン智タイムセミナーのいずれも開催されていない 
 
効果が上がっている事項としては、2015 年度末までの時点においても本年度においても

評価は５であるため現状維持であった。 
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（２）改善すべき事項 

 特記事項なし。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 

 
（１）効果が上がっている事項 

2015 年度末までの時点においても本年度においても評価は５であるため現状維持とす

る。 
 
（２）改善すべき事項 

特記事項なし。 
 
 
４．根拠資料 

 
2-1   立命館大学・大学協議会: 立命館大学教員選考基準 1969.12.13 
2-2   スポーツ健康科学部教授会: 専任教員の任用と昇任の進め方. 2010.10.12 
2-3   スポーツ健康科学研究科委員会 : 博士課程後期課程の担当資格について . 

2011.03.29 
2-4   スポーツ健康科学部教授会: 教員任用に関わる方向性（方針）. 2014.07.15 
2-5   立 命 館 大 学 Ｈ Ｐ : 立 命 館 大 学 研 究 倫 理 指 針 

http://www.ritsumei.jp/research/pdf/c02-01.pdf. 2016.02.20 閲覧 
2-6   立命館大学ＨＰ: 立命館大学教職員の行動指針 

http://www.ritsumei.jp/public-info/pdf/126-2.pdf. 2016.02.20 閲覧 
2-7   スポーツ健康科学部教授会: 専任教員の新規任用について. 2015.06.30 
2-8   スポーツ健康科学部教授会: 教員組織整備計画（2016～2020 年度）第１次案意見集

約について. 2015.07.28 
2-9   スポーツ健康科学研究科委員会: 2015 年度スポーツ健康科学研究科Ｄ３博士学位審

査関連委員会体制案（主査・副査）について〈一部修正〉. 2015.10.13 
2-10  スポーツ健康科学部教授会: 2016 年度スポーツ健康科学部・研究科シラバス点検に

ついて. 2016.02.12 
2-11   スポーツ健康科学部教授会: 2015 年度前期「講義の講評」「成績分布」の作成依頼

について. 2015.06.30 
2-12  スポーツ健康科学研究科委員会: 大学院担当教員審査基準について. 2014.10.28 
2-13  スポーツ健康科学研究科委員会: 博士学位招聘副査の資格審査結果について. 

2014.10.28 
2-14 スポーツ健康科学研究科委員会: 2015・2016 年度任用教員の大学院教員資格審査

について. 2015.10.13 
2-15  立命館大学『大学基礎データ』（2015 年度版） 
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http://www.ritsumei.ac.jp/file.jsp?id=228368&f=.pdf2016.0510 閲覧 
2-16  スポーツ健康科学部教授会: 2015 年度スポーツ健康科学部における昇任審議につい

て. 2015.07.28 
2-17  スポーツ健康科学部教授会 : 2015 年度後期ラン智タイムセミナーについて. 

2015.09.29 
2-18 スポーツ健康科学部教授会: 川西市生涯学習短期大学「レフネック」における本科

企画案について. 2014.10.07 
2-19 スポーツ健康科学部教授会: 教授会ＦＤ企画について. 2015.09.01 
2-20 スポーツ健康科学部教授会: 教授会ＦＤ企画について. 2016.03.01 
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Ⅲ．教育内容・方法・成果 
（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

 
１．現状の説明 

 
（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。 
 
＜修士課程・博士課程の教育目標の明示＞ 

卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育目標）を定め、履修要項、ホームペ

ージなどに明示するとともに、そのもとで学位授与方針を策定しホームページなどに明示

している 3a-1。 
修士課程・博士課程における人材育成目標は、序文の「スポーツ健康科学研究科は、ス

ポーツ健康科学の高度な専門性に基づく理論と実践を有し、豊かな人間性とリーダーシッ

プを備え、社会の発展に貢献する有為な人材の養成を目的とする」は共通の目標として研

究科ホームページに掲載されている。そのうえで、博士課程前期課程は、スポーツ健康科

学分野の専門的かつ高度な実践力と研究力を持つとともに、研究成果を社会に発信できる

専門職業人ならびに研究者の養成を目的とし、博士課程後期課程は、スポーツ健康科学分

野において先端の研究成果を上げ、その成果を実践に結びつけるとともに、研究プロジェ

クトなどにおいてリーダーシップを発揮することができる研究者の養成を目的としている

3a-1。 
 
＜教育目標と学位授与方針との整合性＞ 

以下に記すスポーツ健康科学研究科博士課程前期課程および後期課程のディプロマ・ポ

リシーは、スポーツ健康科学研究科ホームページに明記されている 3a-1。 
ディプロマ・ポリシー（学位授与方針） 
スポーツ健康科学研究科博士課程前期課程は、スポーツ健康科学に関わる専門的で高度

な｢実践力｣と｢研究力｣を持つとともに、研究成果を社会に発信することで、社会への還元

活動を行うことができる専門職業人ならびに研究者を育成することを目標とします。その

上で、自らの専門性を深め、スポーツ健康に関わる新たな理論を生み出すことが可能な人

材の育成を目指し、修了時に学生が身に付けるべき能力・力量を以下のように定めていま

す。 
1.専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を社会に発信できる。 
2.「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている。 
3.２つの領域から選択した博士課程前期課程教育における確かな専門知識を備え、より

質の高い研究を自主的に設計できる。 
これらの能力・力量は、研究科の課程が規定する所定単位の修得および論文審査に合格

することによりその達成とみなし、修士の学位を授与します。 
 
教育目標と学位授与方針との整合性に関しては、学部では教授会ＦＤを通じてシラバス

に反映させて進めているが 3a-2、大学院は現在検討中である。 
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＜修得すべき学習成果の明示＞ 
 修得すべき学習成果としては、上記の通りディプロマ・ポリシーにてホームページ上に

明記されている 3a-1。博士課程における学位授与の要件としては、スポーツ健康科学研究

科：課程博士学位授与内規により明記されている 3a-3。博士課程は 2014 年度に１期生を輩

出したばかりであり、ベンチマークとしては今後検証していく必要がある。 
 
（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか。 
 
＜教育目標・学位授与方針と整合性のある教育課程の編成・実施方針の明示＞ 

以下に記すスポーツ健康科学研究科博士課程前期課程および後期課程のカリキュラム・

ポリシーは、スポーツ健康科学研究科ホームページに明記されている 3a-1。 
カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施方針） 
スポーツ健康科学研究科博士課程前期課程の人材育成目的を達成するために、以下の

ような基本コンセプトに基づき教育課程を編成しています。また、研究課題を、複数の

科目を通して体系的に履修することにより深めていくためのコースワークを充実させて

います。指導教員のもと、演習やコースワーク、修士論文の作成指導などを有機的に連

携させつつ研究をすすめ、修士論文を執筆します。 
なお、中学校および高等学校教諭一種免許状（保健体育）を所有している場合には、

本研究科の課程修了と同時に同一校種の専修免許状取得が可能なカリキュラムとしてい

ます。 
(1) １専攻と 2 つの領域 
総合的・学際的なアプローチからスポーツ健康科学の学習と研究を進めるために、専

攻は「スポーツ健康科学専攻」の１専攻とします。また、専攻を構成する教育・研究の

柱としての領域は「身体運動科学領域」、「スポーツ人文社会科学領域」としています。 
身体運動科学領域：スポーツ・パフォーマンスを科学的アプローチにより解析する教

育・研究、あるいは健康の維持・増進を科学的根拠に基づき解明する教育・研究を行い

ます。 
スポーツ人文社会科学領域：スポーツ健康分野の教育・マネジメント力量を向上する

教育・研究を行います。 
(2) 総合的・学際的な教育と研究 
研究を計画的に進める上で、必要となる領域共通のスキルを共通基礎科目に設定して

います。 
(3) 連携型教育・研究 
国際連携、地域連携、国内外のスポーツ健康産業界との連携など、様々な連携により

教育・研究を推進します。 
(4) 理論と実践 
理論と実践の両輪を通じた教育・研究活動を実施します。コースワークでは、理論の

基礎を修得しつつ、インターンシップなどの連携プログラムの実施や、学部・研究科基

本棟にある最先端の施設・設備を活用した実践的研究を行います。 
(5) びわこ・くさつキャンパスの特徴を活かした教育研究の推進 
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びわこ･くさつキャンパスにある他研究科開設科目の受講を認めています。また、全国ト

ップレベルのカレッジスポーツの活動拠点という、びわこ・くさつキャンパスの特性を

活かし、理論と実践による教育・研究を行います。

進路や教育プログラムに応じた履修コースの設定としては、スポーツ健康科学研究科ホ

ームページ上 3a-1に記載されている。スポーツ健康科学研究科１期生の修了年月は、2012
年３月であるが、教員への進路・就職先の状況に関しては、キャリアセンターより毎年研

究科委員会にて報告されている 3a-4。

＜科目区分、必修・選択の別、単位数等の明示＞

スポーツ健康科学研究科における学年制、必修・選択必修・選択等の区分、履修年次の

指定、卒業要件単位数に関しては、スポーツ健康科学研究科ホームページ上 3a-1および2015
年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）に記載されている 3a-7。クオーター制に関して

は、現在全学にて検討中である。

（３）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針が、大学構成員（教職員

および学生等）に周知され、社会に公表されているか。

＜周知方法と有効性＞

上記の通り、教育課程の編成・実施方針の周知方法は、学生に対して主にホームページ

上で、教員に対しては教授会等の会議体によって行っている。その有効性に関しては、１

章 理念・目的の現状説明における（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が、大学構

成員（教職員および学生）に周知され、社会に公表されているか、によって推し量ること

ができる。

＜社会への公表方法＞

教育課程の編成・実施方針についての社会への公表方法は、主にホームページを用いて

いる。有効性に関してはアクセス数の推移などの分析が考えられるが、現在のところその

分析は行っていない。

（４）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的

に検証を行っているか。

教授会・研究科委員会のもとに教学委員会を編成して、教学ポリシー（ディプロマ・ポ

リシー）や人材育成目標と科目との関係を再点検・再整理した。そのうえで、2014 年４月

からスタートした 2014 年度カリキュラム改革（博士前期課程）2015 年度カリキュラム改

革（博士後期課程）における現行カリキュラムの到達点と課題、ならびに改善の方策を確

定した 3a-8 3a-9。

＜現行カリキュラムの到達点と課題、ならびに改善の方策＞
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

博士前期課程 
①数学ポリシーと具体的な科目との関係を明確化・整理し、系統履修を強化するととも

に、必修科目や科目区分・科目小区分ごとの必要修得単位数を整理・設定する。 
②科目間で一部生じている内容重複を整理する。 
③教学改革ガイドラインが示す教員の標準担当時間をめざした前進を図るとともに、相

当数生じている過小講義を是正するために、さらなる科目精選を進める。 
④「①、②、③」をふまえつつ、研究科がめざす「スポーツ健康科学」の学際性・総合

性をさらに高めるために、３領域から２領域への再編を行う。 
 
博士後期課程 
①学際性・総合性を高めつつ、科目間で一部生じている内容重複を整理し、教学改革ガ

イドラインが示す教員の標準担当時間を視野に入れた前進を図る。具体的には、博士

課程前期課程の 2014 年度カリキュラム改革における「３領域から２領域への再編」

をふまえ、博士課程後期課程について、現行の２系から１系に統合する。なお、１系

への統合に伴い、スポーツ健康科学研究科は１専攻であり、「系」を設定する意味自体

が消滅するため、「系」を廃止する。 
②キャリアパス形成支援、グローバル化への対応を強化する。 
今回のカリキュラム改革において、人材育成目的、ディプロマ・ポリシー、アドミッシ

ョン・ポリシーは現行通りとした（カリキュラム・ポリシーは３領域から２領域への再編

に伴い領域名称を変更した）。また「2013.01.15 スポーツ健康科学研究科委員会」におい

て、上記３つのポリシーについて議論し、それぞれの適切性について確認をした。 
 
 
２．点検・評価 

 
（１）効果が上がっている事項 

「教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか」および「教育目標に基づき教育課

程の編成・実施方針を明示しているか」についての評価基準は下記の通りとする。 
評価５：修士課程・博士課程の教育目標、教育目標と学位授与方針との整合性、修得す

べき学習成果、教育目標・学位授与方針と整合性のある教育課程の編成・実施

方針、科目区分、必修・選択の別、単位数等がすべてホームページ上に明示さ

れており、かつ教授会等の会議体によって審議されている。 
評価３：修士課程・博士課程の教育目標、教育目標と学位授与方針との整合性、修得す

べき学習成果、教育目標・学位授与方針と整合性のある教育課程の編成・実施

方針、科目区分、必修・選択の別、単位数等がホームページ上にほとんどが明

示されており、かつ教授会等の会議体によって審議されている。 
評価１：修士課程・博士課程の教育目標、教育目標と学位授与方針との整合性、修得す

べき学習成果、教育目標・学位授与方針と整合性のある教育課程の編成・実施

方針、科目区分、必修・選択の別、単位数等がホームページ上に一部のみ明示

されている状態で、かつ教授会等の会議体によってほとんど審議されていない。 
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

効果が上がっている事項としては、2015 年度末までの時点においても本年度においても

評価は３である。

（２）改善すべき事項 

改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特記事項

なし。

３．将来に向けた発展方策 

（１）効果が上がっている事項 

特記事項なし。

（２）改善すべき事項 

 改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特記事項

なし。

４．根拠資料 

3a-1 スポーツ健康科学研究科ＨＰ: http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20 閲覧 
3a-2 教授会ＦＤ研修会: 自己評価・カリキュラムマップ. 2014.08.29 
3a-3 スポーツ健康科学研究科委員会: スポーツ健康科学研究科：課程博士学位授与内規.: 

2014.10.14 
3a-4 スポーツ健康科学研究科委員会: 進路、就職決定状況について報告（冒頭）【キャリ

アセンター】. 2015.04.21 
3a-5 スポーツ健康科学研究科委員会 : 大学院「長期履修制度」の新設について . 

2015.12.15 
3a-6  スポーツ健康科学部企画委員会：スポーツ健康科学研究科博士課程後期課程（Ｄ）

早期終了に関わる検討 2016.02.09 
3a-7  2015 年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）: 前期課程開設科目一覧. 2015.04.01 
3a-8  教学委員会: 2014 年度カリキュラム改革について. 2013.01.28 
3a-9  スポーツ健康科学研究科委員会: 博士課程後期課程の 2015 年度カリキュラム改革

について. 2014.01.14 
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（２）教育課程・教育内容 

（２）教育課程・教育内容

１．現状の説明 

（１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。

＜必要な授業科目の開設状況＞

必要な授業科目の開設状況については、研究科委員会にて議論・議決したうえで体系的

に編成し、以下の通り開講方針（一次案・二次案）にて明記している 3b-1 3b-2。

2016 年度 スポーツ健康科学研究科開講方針（第二次案） 

．開講科目、プログラム・制度について

（１）科目の開講について（※英語基準入学生に特化した事項なし。）

①研究科固有科目

前期課程は、全ての科目を開講する。旧カリキュラムについては、学籍異動者が複数

名いることから、昨年度に引き続き、別科目として旧カリキュラム科目を必要数開講す

る。別科目として開講できない演習科目・研究指導科目については、必要に応じて開講

する。

後期課程については、新カリキュラムの 2 回生配当科目を開講する。旧カリキュラム

については、3 回生以上の配当科目を引き続き開講する。 
②研究科合併科目

後期課程開講科目「学外実習１」、「学外実習２」については、理工学研究科・情報理

工学研究科・生命科学研究科・スポーツ健康科学研究科で自研究科開講科目として合同

開講する。

③リメディアル科目

④セッション制度（クォーター的運用）導入科目

⑤その他特記事項

以上、③④⑤については、特に（予定）なし。

（２）期間外科目の開講について

前期課程開講科目「インターンシップ」（展開科目・キャリア形成科目）は、基本的に

夏期休暇期間中に実習を実施する。また、「スポーツ健康科学特論」（展開科目・特殊講

義）については、客員教授を招聘し、前期集中または夏期集中での授業を開講する。

（３）インターンシップ・実習科目の開講について

＜前期課程＞

例年通り、「インターンシップ」を開講する。実習派遣先については、学部とも協議し

ながら、具体化をはかる。実習は夏期休暇中に行うことを基本とするが、休暇期間外に

渡る場合については、院生の教育研究に支障がない範囲で可能とする。また、事前指導

と事後指導はセメスター内で実施するため、時間割が重複しないよう日程調整を行う。
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（２）教育課程・教育内容 

全学プログラムの大学院コーオプ演習についても例年通り、自由科目として「大学院コ

ーオプ演習」として開講する。

＜後期課程＞

「学外実習１」ならびに「学外実習２」の 2 科目は、前期課程の 2014 年度カリキュ

ラム改革の際に設置した「スポーツ健康科学キャリアプロジェクト」（展開科目）などの

到達点を踏まえつつ、2015 年度からスポーツ健康科学研究科を含めて BKC の 4 研究

科でスタートをしている新たな「博士人材の多様なキャリアパス形成プログラム」の一

環である。博士論文の作成に向けた実践的研究活動の展開を趣旨として、「学外実習１」

は海外の大学あるいは研究機関において、1 ヶ月以上 3 ヶ月未満、博士論文に関連する

研究を行い、「学外実習２」は国内の民間企業あるいは行政機関において、１ヶ月以上 3
ヶ月未満のキャリア形成を目的とした実習を行うこととしている。修了に必要な単位で

はない自由科目でもあるため、2015 年度の派遣実績はないが、研究科としても対象者へ

趣旨や目的を広く伝え、履修の推進をはかりたい。

（４）遠隔講義科目の開講について

予定なし。

（５）国際化について

本研究科の大学院生はスポーツ健康科学会・学会参加補助制度等を活用して、積極的

に海外の学会に参加、発表を行っている。今後も引続き、積極的に参加を促し、国際的

な研究発信力を高めていく。また学部開学当初より、国際的に優れた業績を有する海外

研究者による講演・講義を行い、2015 年度は Prof. KOHRT, Wendy Marie を訪問教員

（招聘 S）、Prof. Kulig Kornelia を客員教員（招聘 A）として任用し、最先端・世界的な

スポーツ健康科学研究に対する理解を深めた。今後も積極的に海外研究者との交流を深

め、グローバルな視野の醸成を図る。さらに、アメリカスポーツ医学会などの国際学会

への参加に際し、本研究科の教員・大学院生と当該分野最先端の海外研究者との先端的

な研究交流を目的とした国際シンポジウム・セミナー等の開催を目指す。

（６）補助金対象の科目・プログラムの展開について

①スポーツ健康科学分野における教育研究上の国際化の推進、②産官学連携の促進、

③スポーツ健康科学部・同研究科の有する先端機器の利活用、これらを機軸に教職員・

学生・院生の共同の取組みを推し進め、プログラム開発ならびに公的補助金の獲得を目

指す。

（７）大学院において必要なコースワークの前提となる学部科目未履修の場合への措置

について

特になし。

（８）その他のプログラム・制度など

①社会人の受講条件確保への取り組みにかかわって

本研究科においては、昼間の時間帯の授業を基本としており、前期課程入学試験の社

会人入試要項においても、出願資格に「入学後、1～6 時限目の履修で修了要件を満たせ

ること」と明記している。社会人学生の履修に関しては、指導教員が入学前と入学時に

履修指導を行い、日常的に学修状況を把えての研究活動の融合、活性化を図っている。

また、本研究科は研究室・領域等を超えて、研究科全体で研究発信する場を定期的に
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（２）教育課程・教育内容 

開催している。例えば、前期課程における研究構想発表会・研究中間報告発表会・修士

論文中間報告会・公聴会、後期課程における研究構想発表会・研究中間報告会・研究成

果報告会では、互いの研究を理解し、知見を共有する機会としており、今後は学内外に

本研究科の研究を発信する場として更なる高度化を図る。

＜順次性のある授業科目の体系的配置＞

研究科としての体系的配置は行われているため、全学的な議論が始まってきている、コ

ースナンバー制の導入等順次性ある授業科目の体系的配置に関しては、現在のところ議論

はされていない。

＜コースワークとリサーチワークのバランス＞

 スポーツ健康科学研究科博士課程前期課程の人材育成目的を達成するための、カリキュ

ラム・ポリシーでは 3b-3、（１）総合的・学際的なアプローチから「スポーツ健康科学専攻」

の１専攻と「身体運動科学領域」、「スポーツ人文社会科学領域」の２つの領域としている

こと、（２） 総合的・学際的な教育と研究として、研究を計画的に進めるうえで、必要と

なる領域共通のスキルを共通基礎科目に設定していること、（３）連携型教育・研究として

国際連携、地域連携、国内外のスポーツ健康産業界との連携など、さまざまな連携により

教育・研究を推進すること、（４）理論と実践の両輪を通じた教育・研究活動を実施し、コ

ースワークでは、理論の基礎を修得しつつ、インターンシップなどの連携プログラムの実

施や、学部・研究科基本棟にある最先端の施設・設備を活用した実践的研究を行うこと、

（５）びわこ・くさつキャンパスの特徴を活かした教育研究の推進すること、が明記され

ている。指導教員のもと、演習やコースワーク、修士論文の作成指導などを有機的に連携

させつつ研究を進め、修士論文を執筆する。

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供しているか。

＜専門分野の高度化に対応した教育内容の提供＞

以下では、提供する側と提供される側の両者が、ともに満足すべき教育内容であると認

める教育内容を提供することを、到達目標と考え記載する。

スポーツ健康科学研究科では大学院教育を通して専門分野への意欲が益々大きくなるこ

とを期待して、カリキュラムを構成している。これらのカリキュラムの構成が妥当である

ことを確認するために 2016 年１月実施の「大学院生の学びの実態調査（スポーツ健康科

学研究科）」3b-4の問６において「大学院での研究・学習を通じて、専門分野への研究意欲

が入学時と比べてどのように変わりましたか」を尋ねており、その結果を前期課程につい

ては問６-Ｍに後期課程については問６-Ｄに示した。 
また、教育課程編成の総合評価として同じ調査の問８において「総合的にみて、あなた

が所属する領域での学習や研究に対してどれくらい満足していますか。」を尋ねており、そ

の結果を問８に示した 3b-4。

さらに、同調査で学修形態の役立ち度について問９において「総合的にみて、あなたが
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所属する領域での学習や研究に対してどれくらい満足していますか。」を尋ねており、その

結果を問９に示した 3b-4。

＜「大学院生の学びの実態調査」（スポーツ健康科学研究科 ＃6.5（2016.１）調査集計）＞ 
2016.01回答者57名 

問６ 大学院での研究・学習を通じて、専門分野への研究意欲が入学時と比べてどのよう

に変わりましたか。次の４つから１つを選び、該当する番号に◯印をつけて下さい。

１ 全く向上しなかった ２ あまり向上しなかった

３ ある程度向上した ４ とても向上した

全く向上しな

かった

1.8%

あまり向上

しなかった

8.8%

ある程度向

上した

47.4%

とても向上した

42.1%

問６ 学習意欲が入学時と比べてどのように変わったか

＜「大学院生の学びの実態調査」（スポーツ健康科学研究科 ＃6.5（2016.１）調査集計）＞ 
2016.01回答者57名 

問８ 総合的にみて、あなたが所属する領域での学習や研究に対してどれくらい満足して

いますか。次の４つから１つを選び、該当する番号に◯印をつけて下さい。

１ 全く満足していない ２ あまり満足していない

３ ある程度満足している ４ とても満足している
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全く満足し

ていない

5.3%

あまり満足

していない

17.5%

ある程度満

足している

42.1%

とても満足

している

35.1%

問８ 所属する領域での学習について満足しているか

２．点検・評価 

（１）効果が上がっている事項 

効果が上がっていると判断する基準は、評価４以上が得られた評価項目とする。

（１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。

本項目に関しては、点検評価を行うデータが整備されていないため、点検評価は行わな

い。

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供しているか。

提供される側の満足度として研究意欲が増したこと、および総合的な満足度に対するア

ンケート結果の２つの問の回答を用いることとする。

専門分野への研究意欲

問６ 大学院での研究・学習を通じて、専門分野への研究意欲が入学時と比べてどのよう

に変わりましたか。次の４つから１つを選び、該当する番号に◯印をつけて下さい。

評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

現状で述べたように、問６における肯定的な回答率は 89.5％（前回 94.5％）である。前

年を若干下回ったポイント数であるが、この値を評価指標と評価基準に従って評価を行う

28



Ⅲ．教育内容・方法・成果（２）教育課程・教育内容 

 

と前回同様、評価５となる。前年度においても評価５であり現状維持とする。 
 
研究科での学習に対する満足度 
問８ 総合的にみて、あなたが所属する領域での学習や研究に対してどれくらい満足して

いますか。次の４つから１つを選び、該当する番号に◯印をつけて下さい。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

 
問８の前期課程における肯定的な回答率は 77．2％（前回 72.6％）である。この値を評

価指標と評価基準に従って評価を行うと前回同様、評価４となる。前年度においても評価

４であり現状維持とする。 
 
（２）改善すべき事項 

 改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特記事項

なし。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 

 
（１）効果が上がっている事項 

教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供しているかの項

目については、すべて評価５と４であったので、現状維持に努める。 
 
（２）改善すべき事項 

教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的に編

成しているかの項目に関しては、点検評価を行うデータが整備されていないため、次年度

の課題とする。 
 
 
４．根拠資料 

 
3b-1 スポーツ健康科学研究科委員会: 2016 年度スポーツ健康科学研究科開講方針（第一

次案）について.2015.06.30 
3b-2 スポーツ健康科学研究科委員会: 2016 年度スポーツ健康科学研究科開講方針２次案

について.2015.09.29 
3b-3 スポーツ健康科学研究科ＨＰ: http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20 閲覧 
3b-4 スポーツ健康科学部教授会ＦＤ: 第６回学びの実態調査（スポーツ健康科学部４回
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生）基礎集計結果. 2016.03.01 
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（３）教育方法 

（３）教育方法

１．現状の説明 

（１）教育方法および学習指導は適切か。

＜教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実験等）の採用＞

学修要覧 2015 年度入学者用に記載しているとおり、「教育課程の編制・実施方針（カリ

キュラム・ポリシー）」に基づき 3c-1、カリキュラムを編成し、「スポーツ健康科学部での

履修」において、多様な授業形態の目的や意味づけについて説明している 3c-2。

英語による授業の開講率（英語による授業科目数／全開講授業科目数×100）は現在

1.5%（1／67 科目）である。 

＜履修科目登録の上限設定、学習指導の充実＞

学修要覧 2015 年度入学者用の「スポーツ健康科学研究科での学位取得」において、博

士前期課程において年間事項登録制限単位数を 32 単位と明示している 3c-3。 
また基礎科目、基礎専門科目、専門科をさらに科目区分を細分化し、必修科目と履修指

定科目などを明示している。

＜学生の主体的参加を促す授業方法＞

ポートフォリオ（manaba+R）を活用し、全学生にキャリアチャートを記入させ、前年

の学びを振り返る機会と現行学年の目標設定機会を設けている。

＜研究指導計画に基づく研究指導・学位論文作成指導＞

本研究科では学生が十分に学習する習慣を身につけることを大きな目標としている。し

たがって、教育方法および学習指導が適切かについては学習時間を見ることにより、適切

性を点検評価することとする。加えて、どの程度あなたの成長に役立ちましたかに対する

回答を用いることとする。

2014 年７月実施の「大学院生の学びの実態調査（スポーツ健康科学研究科）」の問にお

いて、次の１日当りの学習時間を尋ねており、結果は次に示した通りである。

＜「大学院生の学びの実態調査」（スポーツ健康科学研究科 博士前期課程）＞

問２（１）あなたの開講期間中の平均的な１日当たりの授業時間以外の学習時間について、

該当する番号に○印をつけて下さい。ここで言う授業時間以外の学習時間とは、例

えば、研究活動やゼミ、その他の授業の予習・復習・宿題・課題の仕上げのほか、

図書館や大学内の学習スペースや自宅での自主学習、グループ学習、エクステンシ

ョンセンターでの学習などの学習活動も含みます。
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１ １時間未満  ２ １～２時間未満 
３ ２～３時間未満  ４ ３～４時間未満 
５ ４～５時間未満  ６ ５時間以上 

１時間未満

0.0%

１～２時間

未満

1.8%

２～３時間

未満

7.0%

３～４時間

未満

7.0%

４～５時間

未満

12.3%

５時間以上

71.9%

問２（１）１日当たりの平均的な学習時間

 
＜「大学院生の学びの実態調査」(スポーツ健康科学研究科 ＃6.5(2016.１)調査集計)＞ 
2016.01 回答者 57 名＜比較 2014 年７月調査・M36 名） 
 
問２（２）（１）で答えた授業時間以外の学習の内容についてお尋ねします。下記の内容の

うち最も力を入れているのはどれですか。（注：１と２、あるいは、１と３の回答は、

１に含めてカウント） 
 
１ 修士論文にかかわる研究やゼミの学習  ２ 授業の予習・復習や課題 
３ その他の学習（外国語や資格取得など） 

修士論文にか

かわる研究や

ゼミの学習

89.1%

授業の予

習・復習や

課題

3.6%

その他の学習

7.3%

問２（２）授業時間以外の学習について、最も力を入

れているのはどれか
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（３）教育方法 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

01. ゼミでの学習や研究・論文指導

03. 研究会や学術会議等への参加やそこでの発表

04. ゼミや授業以外の自主的な学習、研究活動

02. ゼミ以外の授業

05. 企業でのインターンシップ

問９ 大学院生活において、どの程度成長に役立ったか （ある程度＋かなり役立った 降順ソート）

全く役立たなかった あまり役立たなかった ある程度役立った かなり役立った

＜「大学院生の学びの実態調査」（スポーツ健康科学研究科 ＃6.5(2016.１)調査集計）＞ 
2016.01 回答者・57 名（比較：前回実施結果・回答者（M）36 名） 

問９ これまでの大学院生活において、下記の 01 から 05 はどの程度あなたの成長に役立

ちましたか。右の欄で該当する番号に◯印をつけて下さい。また、01 から 05 以外

に役立ったことがあれば、その他の欄に具体的に記入して下さい。

全
く
役
立
た
な
か
っ
た

あ
ま
り
役
立
た
な
か
っ
た

あ
る
程
度
役
立
っ
た

か
な
り
役
立
っ
た

01. ゼミでの学習や研究・論文指導 １ ２ ３ ４

02. ゼミ以外の授業 １ ２ ３ ４

03. 研究会や学術会議等への参加やそこでの発表 １ ２ ３ ４

04. ゼミや授業以外の自主的な学習、研究活動 １ ２ ３ ４

05. 企業でのインターンシップ １ ２ ３ ４

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか。

問９
全く役立
たなかっ
た

あまり役
立たな
かった

ある程度
役立った

かなり役
立った

無回答 合計

01. ゼミでの学習や研究・論文指導 0 5 20 32 0 57
02. ゼミ以外の授業 1 10 25 21 0 57
03. 研究会や学術会議等への参加やそこでの発表 1 4 20 32 0 57
04. ゼミや授業以外の自主的な学習、研究活動 0 6 19 32 0 57
05. 企業でのインターンシップ 16 13 8 4 16 57
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＜シラバスの作成と内容の充実＞ 
学内で統一したフォーマットに則り、シラバスを作成し、オンラインで公開している。

また作成したシラバスについては、学部内の全教員で相互チェックし、内容の充実に努め

ている 3c-4。 
 
＜授業内容・方法とシラバスとの整合性＞ 
 教職員アンケートを実施しており、2016 年３月実施の調査結果では、「シラバスの記載

に沿って、毎回授業を行っている」という質問に対し、教員の９割以上が「①記載通り行

っている」または「ほぼ記載通り行っている」と回答している 3c-5。 
シラバスの内容については、専任教員間で組織的な相互チェックを行いながら、必要事

項を漏れなく記載することに務めており、不適切な記載については書き直しを依頼してお

り、妥当なシラバスの割合は 100％である。 
 

＜スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート（2016 年 3 月実施）＞ 
問８ あなたは、シラバスの記載に沿って毎回授業を行っていますか。 

 
（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか。 
 
＜厳格な成績評価（評価方法・評価基準の明示）＞ 
 2015 年度履修要項において、学則に基づいた成績評価方法について明示している 3c-6。 
⑴ 成績評価 
 成績評価は、シラバスに記載されている成績評価方法に従って行われます。合格した科

目は評価のいかんに関わらず、取り消したり、再度受講登録することはできません。 
〈成績表示〉（大学院） 
A＋：当該科目の履修において、所期の目標をほとんど完全にもしくはそれを超えて達成し、

特段に優れた成績を修めた（100 点法では 90 点以上に対応）。 
A：当該科目の履修において、所期の目標をほぼ達成しているが、不十分な点がいくつかあ

る（80～89 点に対応）。 
B：当該科目の履修において、所期の目標に照らして妥当な成績を修めたが、不十分な点が

目に付く（70～79 点に対応）。 
C：相当の欠点が見受けられるが、目標の最低限は満たしている（60～69 点に対応）。 

A10 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 記載どおりに行っていない。       

2 あまり記載どおりに行ってない。 1 4.5%   1 3.6% 

3 どちらとも言えない。       

4 ほぼ記載どおりに行っている。 15 68.2%   15 53.6% 

5 記載どおりに行っている。 6 27.3%   6 21.4% 

6 授業を担当していない。 4 4.5% 6 100.0% 6 21.4% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 
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F：単位を与えるためには、さらに研究・調査が必要である（60 点未満に対応）。 
①「A＋」「A」「B」「C」を合格とし、所定の単位を授与します。

② 「F」は不合格です。不合格科目については、当該年度の成績通知表にのみ記載され、

成績証明書にも次年度の成績通知表にも記載されません。

③成績を段階表示することになじまない科目については、合格を「P」、不合格を「F」と

します。

また、履修要項 2015 には他大学院等で履修した科目について以下のように記載してい

る。

⑶ 他大学院等で修得した単位の認定〈規程：大学院学則第 37 条、第 38 条〉

①入学前の既修得単位の認定について

本大学院に入学する前に、大学院において履修した授業科目について修得した単位（科

目等履修生として修得した単位を含む）を、在籍している課程に入学した後の本大学院に

おける授業科目の履修により修得したものとみなすことがあります。

Ⅱ 本学での履修について

このうち、入学前に本研究科において修得した単位（科目等履修生として修得した単位

を含む）については、転入学の場合を除き、12 単位を上限とします。 
 また、他大学院（本学他研究科および外国の大学院を含む）において修得した単位（科

目等履修生として修得した単位を含む）についても、転入学の場合を除き、上記とは別に

10 単位を上限として、本研究科において修得した単位として認定する場合があります。 
②入学後に他大学院等で修得した単位の認定について

本学の他研究科および他大学院（外国の大学院を含む）で修得した単位は、10 単位を上

限として、修了に必要な単位として認定する場合があります。

＜単位制度の趣旨に基づく単位認定の適切性＞

2015 年度履修要項において、単位の考え方、単位の修得に関して記載している 3c-7。 
3 単位の考え方〈規程：学則第 34 条〉 
⑴ 単位制とは

 大学における学修は、「大学院設置基準」に定められた単位制に基づいて行われていま

す。単位制とは、各年次に配当している授業科目を登録・履修し、試験等によって合格

の評価を得ることにより、修業年限中に修了に必要な単位を修得していく制度のことで

す。

⑴ 単位とは

「単位」とは、1 つの授業科目の学修に必要な時間を表す基準であり、1 単位は教室等

で授業を行う時間（15 時間）と学生が事前・事後に教室外で予習・復習を行う時間（30
時間）の合計で 45 時間の学習を要する教育内容をもって構成されています。授業を受講

するだけではなく、予習・復習を行うことは、単位を修得するための重要な要素である

ことを理解して学修を進めてください。

⑴ 授業時間と単位
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（３）教育方法 

 

 

 本学では、週 1 回あたりの授業は 90 分を基本としており、制度上これを 2 時間とみな

しています。したがって、2 単位の授業科目では、毎週 1 回 90 分の授業を、1 セメスタ

ーに 15 週実施し、それに予習・復習を授業時間と同じだけ行うことによって、2 単位分

の学修を行ったと認められます。※実験・実習など、科目の授業方法によって予習・復

習の時間構成が異なることがあります。 
⑴  単位の修得 
 単位の修得には、次の①と②を満たすことが必要です。各授業科目の評価方法は、シ

ラバスに記載されています。 
① 各年度に開講される授業科目の受講登録を行うこと。 
② 登録した授業科目を履修し、予習・復習時間を含めた学修に対して評価（定期試

験・レポート試験・平常点評価等）を受け、合格評価を得ること。（成績評価に

ついては、P.22 参照） 
  ※各授業科目の評価方法は、シラバスに記載されています。 

 
＜既修得単位認定の適切性＞ 
必修科目の単位未修得者、研究計画書の未提出者、および研究報告会の欠席者の修士論

文・博士論文作成に関わる対応方針については、スポーツ健康科学研究科委員会にて審議

されている 3c-8。 
また、関西四大学単位互換制度の実施についての単位の認定は、毎年度研究科委員会に

て審議されている 3c-6。 
さらに、2016 年度より大学院長期履修制度を実施している 3c-9。 

 
＜スポーツ健康科学部・研究科 教職員アンケート（2016 年 3 月実施）＞ 
問９ あなたは、単位認定をシラバス記載の成績評価方法・基準の記載に従って行ってい

ますか。 

 
（４）教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教育内容・方法の改

善に結びつけているか。 
 
＜授業の内容および方法の改善を図るための組織的研修・研究の実施＞ 

教授会構成員に特任助教や職員も加えて、授業の内容および方法の改善を図る方策につ

A9 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 記載どおりに行っていない。       

2 あまり記載どおりに行ってない。       

3 どちらとも言えない。 1 4.5%   1 3.6% 

4 ほぼ記載どおりに行っている。 6 27.3%   6 21.4% 

5 記載どおりに行っている。 15 68.2%   15 53.6% 

6 授業を担当していない。   6 100.0% 6 21.4% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100.0% 
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いて、ＦＤ企画を実施している 3c-10。 
 

スポーツ健康科学部・研究科 教授会ＦＤ研修会 開催概要一覧 

 開催日時 テーマ 
1 2012 年 

3 月 27 日 
・学部 
・研究科のディプロマ・ポリシー（進捗報告） 
・教学課題 
・キャリア形成と今後のサポート 
・入学政策 
・大学院入学政策 
・社会連携課題 
・学部・研究科の研究推進 

2 2012 年 
9 月 7 日 

・ハイチャレンジ層の支援 
・学部一期生のキャリア 
・カリキュラム改革（Ｍ） 
・カリキュラム改革（学部） 
・今後の入試動向 
・次年度以降の入試政策 
・より魅力ある学部づくりに向けて 

3 2013 年 
3 月 8 日 

・「基礎演習」「研究入門」の内容についての検討 
・附属校との教学連携/附属校との連携による優秀層(特に理系学生） 
 確保の方策 
・第 2 回スポーツ科学検定の結果分析と次回以降の方針を検討 
・新カリキュラムによるコース別履修モデルの作成 
・学部生・大学院生の進路就職状況報告と課題 
・2020 年の未来様相図 

4 2013 年 
9 月 5 日 

・将来構想 
・大学院課題：博士前期課程（修士）のキャリア 情報共有と課題 
・大学院課題：博士前期課程（修士）の入学 
・学部課題：新カリキュラムの運用 

5 2014 年 
2 月 27 日 

・学部：入学政策 
・学部：教学内容（質の深化、PBL、他） 
・学部：進路・就職（教職を除く） 
・共通：進路・就職（教職） 
・共通：研究 
・共通：社会連携・地域連携、スポーツ健康コモンズ 
・研究科：入学政策 
・研究科：教育課程（OMPT、他） 
・研究科：進路・就職 
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２．点検・評価 

（１）効果が上がっている事項 

これまで、本項目では、教育方法等に関し現状を述べてきた。これらの現状に関し、各

学部・研究科、それぞれ次の視点に基づき、評価指標と評価基準を設け、点検・評価を行

う。

6 2014 年

8 月 29 日 
・2016 年度の学部キャリア（次年度の就職協定変更） 
・自己評価アンケート結果の解析報告

（教育開発支援機構の報告１５分）

・カリキュラムマップの実質化

・スポーツ健康科学検定

・大学院進学者（学内）の対策

・学部アドミッション・ポリシー改訂

7 2015 年

2 月 26 日 
・教学課題：ゼミ・コース選択 卒論

・学生支援 確かな学びのためのサポート（現有のシステムの紹介）、 
今後のアイディア、システムづくり

・情報共有 教学、各種プログラム

・大学院課題 Ｍへの学内進学者を増やすための工夫

8 2015 年

9 月 1 日 
・大学院 M 専門英語 
 現状報告 ・次年度シラバス案提案 ・議論

・大学院 M 入試 
現状の志願者層、合格者層、GPA の現状 
ディプロマからみたカリキュラム、そしてアドミッション

入試問題の出題（英語、専門）についての議論

・学年暦について

・コース特殊講義のシラバス作成にあたって①基本的な考え方

・コース特殊講義のシラバス作成にあたって②議論

・学びの実態調査について

・学生実態の共有（単位僅少者フィードバックシステム、その他）

9 2016 年

3 月 1 日 
・学部教学議題： 学びの実態調査 カリキュラム改革（方向性）

 質保証

・障がい学生への対応

・情報共有：ハワイ大学報告など

・研究科入学課題：志願者増 入試 カリキュラム

・学部・研究科広報：ブランド力向上 広報スケジュール キャッチ

・情報共有：スポーツ健康コモンズをコアにしたスポーツ健康コミュ

ニティ展開
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【スポーツ健康科学研究科】

①学生への指導方法として研究指導が適切に実施されており、学習指導を行う機会が確

保されているか

②全学ルールに従い、シラバスが適切に公開されるとともに、単位授与が適切に行われ

ているか

③シラバスどおり授業が行われているか適切に確認を行っているか

④適切に教育成果を測定・把握したうえで、それを授業改善に活かす取組みが行われて

いるか

① 学生への指導方法として研究指導が適切に実施されており、学習指導を行う機会が確

保されているか。

ここでは効果を生み出すための努力を評価の対象とし、その成果である教育方法および

学習指導は適切かについては学生実態調査および学びの役立ち度に対する回答を用いる。

授業外学習時間

本研究科では教育方法や学習指導が適切であったかの指標として、授業外学習時間を用

いることとする。すなわち、十分な学習時間が確保されていれば、教育方法と学習指導が

適切であったとみなすことができると考えている。

1 日 4 時間授業外学習を行っている学生が 80％以上いれば、十分であるとの考えのもの

とに 80％以上を評価５とし、10％減ずるごとに評価を一段階低くし、次のように定める。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

その結果、教育方法や学習指導が適切かについては学習時間の確保することをもって、

適切かを判断したところ、５時間以上：71.9％、４時間以上５時間未満：12.3％であり、

４時間以上学習した割合は 84.2％であり、この値を評価基準に従って評価を行うと評価５

となる。このため、このままの努力を維持することとする。

学科での学習・活動に対する役立ち度

学科での学習・活動に対する役立ち度に対するアンケート結果を用いる。

アンケートによる調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んで

いると考えられる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。

第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば十分と考えた。第二

に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
以上により、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように

設定することとした。
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評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 

その結果、

１）ゼミでの学習や研究・論文指導において肯定的な回答は 92.2％＜前回；98.1％＞であ

る。この値を評価指標と評価基準に従って評価を行うと前回同様に、評価５となる。

２）学科での学習・活動に対する役立ち度（ゼミ以外）

ゼミ以外の授業において肯定的な回答は 80.7%（前回；83.6％）である。この値を評価

指標と評価基準に従って評価を行うと前回同様に、評価５となる。

３）学科での学習・活動に対する役立ち度(研究会や学術会議等への参加やそこでの発表) 
研究会や学術会議等への参加やそこでの発表において肯定的な回答は 92.2％（前回；

78.1％）である。この値を評価指標と評価基準に従って評価を行うと評価５となり、前回

評価４を上回った。

４）学科での学習・活動に対する役立ち度(ゼミや授業以外の自主的な学習、研究活動) 
ゼミや授業以外の自主的な学習、研究活動において肯定的な回答は 89.4％（前回；

100.0％）である。この値を評価指標と評価基準に従って評価を行うと評価５となる。 

５）企業でのインターンシップに対する役立ち度

企業でのインターンシップに対する役立ち度において肯定的な回答は 21.1％（前回；

20.0％）である。この値を評価指標と評価基準に従って評価を行うと評価２となる。 

② 全学ルールに従い、シラバスが適切に公開されるとともに、単位授与が適切に行われ

ているか。

スポーツ健康科学研究科では、毎年次年度のシラバス点検を実施している。それぞれの

シラバスを複数の教員により点検を行っている。

個々の教員が点検済みのシラバス記載の評価方法により、成績評価を行い、学部として

必要手続きが滞りなく行われることを達成目標とする。

「成績評価と単位認定は適切に行われているか」の評価指標は 2016 年３月に実施した

「スポーツ健康科学部 教職員アンケート」において、特に大学院の授業として区別はし

ていないが、「問 11 あなたは、単位認定をシラバス記載の成績評価方法・基準の記載に

従って行っていますか。」の回答における「１．記載どおりに行っている。ほぼ記載どおり

に行っている。」の回答率の和を用いることとする。

「成績評価と単位認定は適切に行われているか」の評価基準は指標の値が 90％以上であ
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れば十分であると考えられるので、90％以上を評価５とし、次のように 10％ごとに評価を

低くする。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：70％以上 80％未満 
評価２：60％以上 70％未満 
評価１：60％未満 
 
その結果、成績評価の適切性については点検済みのシラバスに従って成績評価を行って

いるかに対して、１．記載どおりに行っている：68.2％、２．ほぼ記載どおりに行ってい

る：27.3％」で両者の和は 95.5％である。したがって、評価５となり、現状維持に努める。

また、１名のみが「どちらともいえない」との回答をしているが、現状においてその追及

はできない。 
 
③ シラバスどおり授業が行われているか適切に確認を行っているか。 
 
「シラバスに基づいて授業が展開されているか」の評価指標は 2016 年３月に実施した

「スポーツ健康科学部 教職員アンケート」において、特に大学院の授業として区別はし

ていないが、「問 10 あなたは、シラバスの記載に沿って毎回授業を行っていますか。」の

回答における「１．記載どおりに行っている。ほぼ記載どおりに行っている。」の回答率の

和を用いることとする。 
アンケートによる調査対象者が教職員である場合、以下の手続きに従って、評価基準を

設定した。 
第一に、教職員の回答の 90%以上が認めたり、賛同したりしていれば十分と考えた。第

二に、評価３の得点間隔が、評価４および評価２よりも広いことが適切であると考えた。

第三に、評価３の得点間隔は 20％、評価４および評価２の得点間隔は 10％が適当である

と考えた。評価２よりも低い得点を、評価１とすることにした。 
以上により、アンケートによる調査対象者が教職員である場合の評価基準を、以下のよ

うに設定することとした。 
評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 
 
その結果、シラバスに従って授業を行っているかに対しては「スポーツ健康科学部 教

職員アンケート」において「１．記載どおりに行っている：27.3％、２．ほぼ記載どおり

に行っている：68.2％」（教員のみ）で評価５であり、十分に満足する値であることから今

後現状維持に努めることとする。 
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④ 適切に教育成果を測定・把握したうえで、それを授業改善に活かす取り組みが行われ

ているか。 
本項目に関しては、カリキュラム改革の実施頻度を評価項目とし、以下のように設定す

ることとした。 
評価５：５年に１回以上 
評価３：10 年に１回以上 
評価１：10 年間行っていない 

 
その結果、前期課程の開設は 2010 年度であり、カリキュラム改革は 2014 年度に、後期

課程の開設は 2012 年度であり、カリキュラム改革は 2015 年度に実施した。いずれも５年

に１回以上の頻度となり、評価５となる。 
 
（２）改善すべき事項 

 企業でのインターンシップに対する役立ち度において肯定的な回答は 21.1％（前回；

20.0％）であり、前年度、今年度ともに評価２であった。昨年度および今年度ともに参加

者は１名のみであり、利用学生が少ないことが低評価につながっていると考えられる。し

たがって、企業でのインターンシップの周知を今後徹底する必要がある。 
 
 
３．将来に向けた発展方策 

 
（１）効果が上がっている事項 

特記事項なし。 
 
（２）改善すべき事項 

特記事項なし。 
 
 
４．根拠資料 
 
3c-1 2015 年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）. 前期課程：カリキュラムポリシー. 
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3c-2 2015 年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）. 成績および単位授与・認定＜規定：

大学院学則第 23 条＞. 2015.04.01 P31. 
3c-3 立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則（履修要項） 
3c-4 立命館大学ＨＰ. 立命館大学オンラインシラバス 
      http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/kyomu/gaku/onlinesyllabus.htm 2016.02.20 閲

覧. 
3c-5 教職員アンケート. 20160212 スポ健アンケート（教職員・学部生）. 2016.02.12 
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3c-10 スポーツ健康科学部教授会ＦＤ研修会. 2015.09.01. 
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（４）成果

１．現状の説明 

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。

＜学生の学習成果を測定するための評価指標の開発とその適用＞

 学生の学習成果を評価するために、全学年に対して「学びの実態調査」を実施し、教育

目標と授業の関係における達成度を評価しており 3d-1、結果は次に示す通りである。

＜「大学院生の学びの実態調査」（スポーツ健康科学研究科ＭＤ合同）＞

問７ あなたの進路についてお尋ねします。

（１）あなたが現時点で予定している大学院（博士課程前期課程）修了後の進路について、

該当する番号に◯印をつけて下さい。また、該当する内容がない場合は、「その他」

に◯印をつけ、具体的に記入して下さい。

１ 民間企業・団体 → （２）へ ２ 公務員・教員

３ 進学 → （３）へ ４ その他（具体的に： ） 
→２または４を選んだ方は、問８に進んで下さい。

（２）（１）で１と回答した方にお尋ねします。あなたが予定している進路について、該当

する番号に◯印をつけて下さい。また、該当する内容がない場合は、３に◯印をつ

け、具体的に記入して下さい。

１ スポーツ関連・健康関連企業 ２ 医療品・医薬品企業

３ その他（具体的に： ）

→問８に進んで下さい。

（３）（１）で３と回答した方にお尋ねします。あなたが予定している進路について、該当

する番号に◯印をつけて下さい。また、該当する内容がない場合は、３に◯印をつ

け、具体的に記入して下さい。

１ 本学大学院（博士課程後期課程） ２ 他大学大学院（博士課程後期課程）

３ その他（具体的に： ） 
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（４）成果 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

民間企業・団体

公務員・教員

進学

その他

問７（１） 現時点で予定している大学院修了後の進路

＜「大学院生の学びの実態調査」スポーツ健康科学研究科 ＃6.5（2016.１）調査集計＞ 
＜学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価）＞

学生の自己評価を評価するために、全学年に対して「学びの実態調査」を実施し、教育

目標と授業の関係における達成度を評価しており、結果は次に示す通りである。

スポーツ関

連・健康関

連企業

56.0%

医療品・医

薬品企業

4.0%

その他

40.0%

問７（２） 予定している進路 （民間企業・団体）

本学大学院

80.0%

他大学大学

院

10.0%

その他

10.0%

問７（３） 予定している進路 （進学）
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問 10－（６）－Ｍ 大学院における学びを通じて、上に掲げたディプロマ・ポリシーはど

の程度達成されましたか。右の欄の該当する番号に◯印をつけて下さい。

全
く
達
成
さ
れ
な
か
っ
た

あ
ま
り
達
成
さ
れ
な
か
っ
た

あ
る
程
度
達
成
さ
れ
た

か
な
り
達
成
さ
れ
た

1. 専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を

社会に発信できる
１ ２ ３ ４

2. 「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている １ ２ ３ ４

3. ２つの領域から選択した修士課程教育における確かな専門

知識を備え、より質の高い研究を自主的に設計できる
１ ２ ３ ４

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1. 専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を社会に発信できる

2. 「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている

3. ２つの領域から選択した修士課程教育における確かな専門知識を備え、より質の

高い研究を自主的に設計できる

問１０（４）大学院における学びを通じて、ディプロマポリシーはどの程度達成されたか

全く達成されなかった あまり達成されなかった ある程度達成された かなり達成された

問５において、学会発表について尋ねたところ、以下の結果を得た。（全 57 名＜昨年度

47 名＞） 
問5(1)　学会や研究会等に参加したことはあるか

問5(1) 0回（※） 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回 9回 15回 20回 無回答 計

A.01 国内、参加・発表 14 10 12 7 1 3 3 3 1 1 0 1 1 57
A.02 国内、参加のみ 19 13 5 2 3 0 1 0 1 0 1 0 12 57
B.03 国際、参加・発表 28 13 10 3 0 0 1 1 0 0 0 0 1 57
B.04 国際、参加のみ 41 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 57

(※) 0を記入した人＋該当なしに○をつけた人

46



Ⅲ．教育内容・方法・成果（４）成果 

（参考・昨年度）

問5(1) 0回（※） 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回 9回 10回 15回 20回 無回答 計

A.01 国内、参加・発表 19 6 7 3 1 5 1 1 0 0 1 1 2 0 47
A.02 国内、参加のみ 18 8 7 5 2 3 0 0 0 0 0 0 0 4 47
B.03 国際、参加・発表 20 15 7 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 47
B.04 国際、参加のみ 35 4 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 47

(※) 0を記入した人＋該当なしに○をつけた人

0回（※） 1回 3回

5回

20回

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.01 国内、参加・発表

A.02 国内、参加のみ

B.03 国際、参加・発表

B.04 国際、参加のみ

問5(1) 学会や研究会等に参加したことはあるか
0回（※） 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回 9回 15回 20回

（２）これまでに刊行された、あるいは今後刊行されることが決定している論文や特許の

申請状況について尋ねたところ、以下の結果を得た。

問5(2) 0編/件 1編/件 2編/件 3編/件 4編/件 5編/件 6編/件 10編/件 無回答 計

A.01 国内論文、第１著者 44 4 3 1 0 0 0 1 4 57
A.02 国内論文、共著者 46 3 0 2 0 2 0 0 4 57
B.03 国外論文、第１著者 46 4 3 1 0 0 0 0 3 57
B.04 国外論文、共著者 44 4 2 1 1 0 1 0 4 57
C.05 特許出願 53 1 0 0 0 0 0 0 3 57

(※) 0を記入した人＋該当なしに○をつけた人

（参考）昨年度

問5(2) 0編/件 1編/件 2編/件 3編/件 4編/件 5編/件 6編/件 10編/件 11編/件以上 無回答 計

A.01 国内論文、第１著者 39 1 3 1 0 0 1 1 0 1 47
A.02 国内論文、共著者 35 6 2 0 1 0 0 0 1 2 47
B.03 国外論文、第１著者 40 3 3 0 0 0 0 0 0 1 47
B.04 国外論文、共著者 41 2 1 0 0 1 0 0 0 2 47
C.05 特許出願 45 1 0 0 0 0 0 0 0 1 47

(※) 0を記入した人＋該当なしに○をつけた人
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（４）成果 

 

 

 
＜本研究科の成熟度について＞ 

本学では教育改革総合指標（TERI：Total Educational Reform Indicator）が 2007 年

度に開発され、評価基準は次のように定められている。 
１．形式的な検討であったり、検討が行われていないレベル  
２．具体的な検討が行われたが、学部教員全体の合意が得られていないレベル  
３．整合性が検討され、合意が得られ、周知されているレベル  
４．社会のニーズの変化に対して機敏に対応するための継続的、組織的な体制が整って

いるレベル  
 
本研究科は 2010 年発足であるが、全学の指針に従って、成熟組織を目指しており、2016

年３月実施のスポーツ健康科学部教職員アンケート結果を次に示した。 
問 10 本学では 2007 年度から「ＴＥＲＩ（教育改革総合指標・年度計画）」に次のよ

うな「成熟度評価」が導入されました。あなたは自分の学部・研究科の教学改革について、

現時点でどの段階の「成熟度」にあると思いますか。（内容省略） 
 

A12 1 専任教員 3 専任職員 総計 

1 成熟度 1 2 9.1% 1 16.7% 3 10.7% 

2 成熟度 2 2 9.1% 2 33.3% 4 14.3% 

3 成熟度 3 14 63.6% 1 16.7% 15 53.6% 

4 成熟度 4 4 18.2% 2 33.3% 6 10.7% 

総計 22 100.0% 6 100.0% 28 100% 

 
（２）学位授与（卒業・修了認定）は適切に行われているか。 
 
＜学位授与基準、学位授与手続きの適切性＞ 

学位授与基準については、2015 年度履修要項：立命館大学スポーツ健康科学研究科研究

科則において、卒業に必要な単位数を記載しているとともに、「卒業要件」を明示している

3d-1。 

0編/件 1編/件

3編/件

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.01 国内論文、第１著者

A.02 国内論文、共著者

B.03 国外論文、第１著者

B.04 国外論文、共著者

C.05 特許出願

問5(2) 論文や特許の申請状況

0編/件 1編/件 2編/件 3編/件 4編/件 5編/件 6編/件 10編/件
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（４）成果 

 

 

また学位授与手続きについては、教授会において、その合否を審議し、認定している。 
 
＜学位審査および修了認定の客観性・厳格性を確保する方策＞ 
学位審査および修了認定の客観性・厳格性を確保する方策については、立命館大学大学

院スポーツ健康科学研究科博士課程学位授与に関わる内規に明記されている 3d-2。 
 
 

２．点検・評価 

 
（１）効果が上がっている事項 

本項目においては、教育成果に関し現状を述べてきた。これらの現状に関し、次の視点

に基づき、評価指標と評価基準を設け点検・評価を行う。 
 
 ①学位授与者数および進路就職状況について、各研究科の人材育成目的に照らし教育成

果が上がっていると言えるか 
 ②学位申請要件および学位論文評価基準をあらかじめ学生に明示しているか 
 ③全学ルールに則って、学位論文審査が実施されているか 
 
（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 
・ディプロマ・ポリシーの達成状況について 

本研究科では自分に能力が身についたと自信を持つことが人材育成の目的のひとつであ

るので、現状で述べたディプロマ・ポリシーがどの程度達成されたかを用いて点検評価を

行うこととする。 
設問に対する肯定的な回答である「かなり達成された」と「ある程度達成された」の回

答率の和を用いることとする。ただし、ディプロマ・ポリシーは３項目あるので、それぞ

れの項目の評価を行うと共に総合評価が３項目の平均値を用いることとする。アンケート

による調査対象者が学生である場合、教員集団よりも学生は多様性に富んでいると考えら

れる。その特性をふまえて、以下の手続きに従って、評価基準を設定した。 
第一に、学生の回答の 80%以上が認めたり、賛同したりしていれば十分と考えた。第二

に、以下、20％減じるごとに評価を一段階下げることとした。 
以上より、アンケートによる調査対象者が学生である場合の評価基準、以下のように設

定することとした。 
評価５：80％以上 
評価４：60％以上 80％未満 
評価３：40％以上 60％未満 
評価２：20％以上 40％未満 
評価１：20％未満 
 
「１.専門的で高度な「実践力」と「研究力」を持ち、研究成果を社会に発信できる」で

は「ある程度達成された」：45.6％、「かなり達成された」：15.8％であり、両者の和は 61.4％
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Ⅲ．教育内容・方法・成果（４）成果 

であり、評価は４である。

「２.「リーダーシップ」と「コーチング力」を備えている」では「ある程度達成された」

47.4％、「かなり達成された」：15.8％であり、両者の和は 63.2 であり、昨年（47.3％）を

上回り、評価４である。

「３.２つの領域から選択した修士課程教育における確かな専門知識を備え、より質の高

い研究を自主的に設計できる」では「ある程度達成された」45.6％、「かなり達成された」：

14.0％であり、両者の和は 59.6％であり、昨年（68.5％）を下回り評価は３である。 
３項目の平均値は 61.4％である。 
上記の値を評価指標と評価基準に従って評価を行うと第１項目は評価４、第２項目は評

価４、第３項目は評価３、総合評価は評価４となる。

なお、いずれも評価５をめざすが、推移を見守る必要がある。なお、上記の期待される

評価基準は修了時の値であり、これは学期と途中と１回生と２回生の平均値であるので考

慮が必要である。

・研究成果について：学会発表

現状で述べたように、成果としては学会で発表した割合や論文を発表した割合を用いる

こととする。この理由はスポーツ健康科学研究科としての成果は発表数や論文数を用いる

ことが適切であると思われるが、人材育成という面では全ての修了生が発表することが望

ましいと考えるからである。

学会発表に関しては、学会発表をした学生の人数割合を算出し、評価基準は、＜アンケ

ートによる評価基準の原則：学生対象＞を援用する。

評価５：50％以上 
評価４：40％以上 50％未満 
評価３：30％以上 40％未満 
評価２：20％以上 30％未満 
評価１：20％未満 

本年度は、国内学会発表が 59.7％、国際学会発表が 55.3％であり、いずれかの高値を採

用すると評価は４となる。昨年度は国内学会発表が 44.4％、国際学会発表が 33.3％であり、

いずれかの高値を採用すると評価は４となり、やや増加傾向がみられるが現状維持となる。 

・研究成果について：論文発表

論文発表に関しては、論文発表をした学生の人数割合を算出し、評価基準は、＜アンケ

ートによる評価基準の原則：学生対象＞を援用する。

評価５：30％以上 
評価４：20％以上 30％未満 
評価３：10％以上 20％未満 
評価２：５％以上 10％未満 
評価１：５％未満
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本年度は、国内学会発表が 23.4％、国際学会発表が 21.3％であり、いずれかの高値を採

用すると評価は４となる。昨年度は国内学会発表が 13.9％、国際学会発表が 13.9％であり、

いずれかの高値を採用すると評価は３となり、論文発表で１ポイントの増加がみられる。

・本研究科の成熟度について

成熟度については 2007 年度において４段階評価で評価を行うことになっているため、３

段階および４段階の成熟度にあると回答した回答率の和を評価指標とする。評価基準は以

下の通りである。

評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

その結果、本年度は 81.8％であり評価は４となる。昨年度は 86.3％であり評価４で現状

維持となる。

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか。

博士課程前期課程の１期生・２期生の修了状況から、学位授与は適切に行われていると

判断している。

以下に 2015 年度の学位授与数を記す。 
2015 年度立命館大学大学院学位授与数 

スポーツ健康科学

修士
21 名 
（2014 年 13 名） 

博士
3 名 

（2014 年 2 名） 

（２）改善すべき事項 

 改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特になし

とする。

３．将来に向けた発展方策 

（１）効果が上がっている事項 

・ディプロマ・ポリシーの達成状況について

「リーダーシップ」と「コーチング力」については昨年度を上回っており効果がみられ

るが、２つの領域における学際性に関しては評価が低下した。しかし、いずれの場合も総

合評価は評価４であるため、教育方針としては従来の路線を継承することとする。
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・研究成果について：学会・論文発表

学会発表については評価４でやや増加傾向がみられるため、現状維持とする。

・本研究科の成熟度について

論文発表については評価４でやや１ポイントの増加がみられるため、現状維持とする。

（２）改善すべき事項 

 改善すべき事項と判断する基準は、評価２以下であった評価項目とするため、特になし

とする。

４．根拠資料 

3d-1 2015 年度履修要項. 成績および単位授与・認定について. 2015.04.01.P18-P22 
3d-2 立命館大学大学院スポーツ健康科学研究科博士課程学位授与に関わる内規 
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Ⅳ．学生の受け入れ 

 

 

Ⅳ．学生の受け入れ 
 
１．現状の説明 

 
（１）学生の受け入れ方針を明示しているか。 
 
＜求める学生像の明示＞ 
求める学生像については、以下に記すスポーツ健康科学研究科博士課程前期課程および

後期課程のアドミッション・ポリシーをスポーツ健康科学研究科ホームページに明記して

いる 3a-1。 
アドミッション・ポリシー（入学者受け入れ方針） 
スポーツ健康科学の基礎的素養を備え、総合的・学際的な教育・研究を通じて、社会の発展

に貢献することができるために、以下のような事について学術的な興味を持ち、得た知識

を社会に広く還元したいという意欲を持つ人材を求めます。 
関心・意欲： 

1.スポーツ健康科学の社会的な諸課題の解決について、強い関心を有する者。 
2.総合的・学際的なアプローチを用いて新たな研究分野を切り開こうとする者。 
3.理論と実践を通じた研究活動を展開し、社会に還元する意欲のある者。 

基礎的素養： 
1.スポーツ健康科学を構成する学問の基礎知識を有し、論述、口述などにより、自らの考えを

論理的かつ明快に表現できる。 
2.スポーツ健康科学に関連した記事・論文等の英文読解力、ライティング力を備えているか、

英語に関する基礎的な力を有する。 
3.スポーツ健康科学に関連した現場での実践経験を有する、もしくは関心がある。 

 
スポーツ健康科学研究科ホームページにアドミッション・ポリシーを明示している 4-1。 

 
＜障がいのある学生の受け入れ方針＞ 

出願については、「身体に障がいのある場合の受験について」という項目で、大学ホーム

ページ上に明示している 4-2。また、障害のある学生の受け入れについては、入学試験要項

（別冊）において「身体の機能に障害があり、受験時や入学後の学修に際して配慮を希望

する者は、出願期間開始日までに、出願する研究科の事務室に申し出てください。」と案内

しており、個別状況を把握し、学部入試に準じた対応を行っている 4-3。 
 
（２）学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行って

いるか。 
 
＜学生募集方法、入学者選抜方法の適切性＞ 
 学生募集の方法については、毎年、大学院案内の作成ならびにオープンキャンパスを実
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施している 4-4。入学者選抜方法の適切性については、教授会にて入試要項を議論し確認し

ている。4-5。 
 
＜入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性＞ 

本学大学院の学生募集および入学者選抜において、学生の受け入れ方針に基づいた入学

試験方式が設定され、問題なく実施されることを目的として、入学試験要項作成から入学

試験執行 4-6、合否判定 4-7 に至るまで、入学試験要項作成方針、入学試験要項標準記載例

や大学院入学試験執行ガイドライン等の統一した方針をふまえ、各研究科が適切に学生募

集および入学者選抜を行っている。 
学生募集については、大学院全体として以下の取り組みを行っている。 
入試説明会については、学内外において全研究科合同の入試説明会を年複数回開催して

いる 4-8。入試説明会開催にあたり、年度当初に大学院研究科合同入試説明会の企画方針を

確認し、本学大学院全体の入学試験制度の説明の他に、研究科ごとの個別説明会・相談会

を実施している。年当り複数回、複数地域で入試説明会を実施することで、より多くの受

験生に本学大学院を知り、進学先として選択する機会を提供している。 
 
（３）適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき

適正に管理しているか。 
 
＜収容定員に対する在籍学生数比率の適切性＞ 
 教授会にて、年度ごとに入学者数を把握し、収容定員と現員とを確認している 4-9。 
 
＜定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応＞ 
本学大学院における 2015 年５月１日付の博士前期課程および後期課程における定員充

足率の平均値は 63.3％および 43.4％であるが、スポーツ健康科学研究科博士前期課程およ

び後期課程では 96.0％および 137.5％であり、収容定員に対する在籍学生数比率は、本学

研究科の中で最も高い値となっている。前年度は 100.0％および 112.5％であり高い定員充

足率を維持している。 
R2020 後半期における研究科の中期計画では、博士前期課程における定員確保目標とし

て、毎年度入学定員比で入学者数 90％以上かつ志願者 120％を目標としており、ストレー

トマスターの増加につながる学部教学と接続した具体的な取り組みのさらなる強化を検討

している 4-10。また、長期的な課題として、社会人の１年修了や学部３年＋大学院２年と

いった枠組みや、留学生の確保、スポーツ健康科学分野における世界的な研究力の涵養に

向けた大学院英語基準の導入、海外大学との連携によってさらなる国際化を図ることをめ

ざしている。 
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表 4-1 大学院博士前期課程における定員充足率 
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Ⅳ．学生の受け入れ 

表 4-2 大学院博士後期課程における定員充足率 

＜定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応＞

過年度において著しく定員を充足していない研究科に対して、志願者動向や社会情勢を

見ながら、大学基準協会が定める「修士課程 50％、博士課程 33％に満たない」基準を持

って定員の見直しを判断してきた。

2011 年度に、収容定員の適切な管理について、「大学院教学改革の基本方針」において、

過去３年間平均で修士課程・博士課程前期課程は 70％、後期課程は 50％を満たさなけれ

ば、定員の見直しを含めた教学改革等の検討を開始することを確認した。

（４）学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施

されているかについて、定期的に検証を行っているか。
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 研究科委員会において、学生募集および入学者選抜は、前記したアドミッション・ポリ

シーに基づき、公正かつ適切に実施され、半年に一度開催される学部ＦＤにおいて、定期

的に検証を行っている 4-5 4-7。

２．点検・評価 

（１）効果が上がっている事項 

効果が上がっていると判断する基準は、評価４以上が得られた評価項目とする。

 適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正

に管理しているかの評価指標については、入学者数の定員充足率を用いる。

評価５：90％以上 
評価４：80％以上 90％未満 
評価３：60％以上 80％未満 
評価２：50％以上 60％未満 
評価１：50％未満 

その結果、本年度の博士前期課程および後期課程における定員充足率は 96.0％および

137.5％であり、いずれも評価５となる。前年度は 100.0％および 112.5％で、いずれも評

価５であり現状維持とする。

（２）改善すべき事項 

 博士課程前期課程おいては、学士号と違ったどのような力が身につくかを明確に打ち出

していく必要がある。

３．将来に向けた発展方策 

（１）効果が上がっている事項 

博士課程前期課程については、2014 年４月入学者入試において初めての学内進学者を受

け入れたが、年々低下状況が続いており、学部連結学生の入学志願者確保が課題である。

定員充足と優秀な志願者の確保に向けた取り組みの継続が重要と考える。

（２）改善すべき事項 

入学者数は定員の 100％を引き続きめざすための対策として、学部連結学生、他大学、

社会人の志願者確保に向けての対策が引き続き必要である。
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終 章

学部と同様に、大学基準協会の示している点検・評価項目に従って、立命館大学スポー

ツ健康科学研究科の自己点検・評価を行った。

博士後期課程では、多分野から受験生が集まり、毎年、定員の８名より多い入学者があ

る。一方、博士前期課程については、定員が 25 名であり当初は十分可能な数であると考

えられたが、学部からの進学者数が想定していたより少なく、近年では定員を埋めること

ができないのが現状である。学部からの進学者を増やすためには、学部におけるキャリア

教育の１つとして大学院進学に向けた取り組みを行う他、科学・研究に対する興味を深め

る活動を学部・研究科合同で組織的に行う必要があると考えられる。

 博士前期課程においては、他の理系学部とは異なり、企業の研究職への就職が少ない。

今後、就職先の開発等を行う必要があると考えられる。

博士後期課程では、定員よりも多い入学者を受け入れながら、標準期間内に課程博士を

得ることのできる割合は、一期生および二期生では低い。今後、博士後期課程においては、

標準期限内に学位取得ができるよう教育システムを改善する必要があると考えられる。

博士前期課程の在籍中に、英文原著論文を複数執筆した大学院生がいるなかで、後期課

程において原著論文を期限内に上程することができない者もいるのが現実である。多くの

大学院生が、国内外での学会等で発表は多く行っていることから、それらを論文にまとめ

るための組織的取り組みが必要である。

研究力の向上に関しては、比較的研究力の高い教員が多く、さらに、多くの専門研究員

の方に助けられている。しかし、発行される学術論文の数は想定していたよりも低い。こ

れは、本学部の教員の授業担当時間が他の学部よりも多いことにより、教員の研究に必要

な時間が確保できないことも関係しているかもしれない。今後､ＳＴ比の向上等について、

学費の重さを考慮して考える必要があると考えられる。

また、文理融合の教育という観点から、前期課程の入試における出題方式についても今

後、検討する必要があるかもしれない。

理系学部を含み全学的に前期課程の定員が充足できない状況のなか、前期課程の学費の

減額に向けての議論が進んでいるが、それよりも増して、より魅力ある研究科となるため

のアドバイスをいただき、自己点検・評価委員の先生方には、感謝申し上げます。

2016 年３月 
立命館大学大学院

スポーツ健康科学研究科 研究科長

田畑 泉
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総 評

立命館大学スポーツ健康科学部・スポーツ健康科学研究科は 2010（平成 20）年に設置され

た。周知のように、立命館大学は 1900年の創立以来、116年を越える歴史を有するが、その

なかでもスポーツ健康科学部・スポーツ健康科学研究科はきわめて若い学部・研究科という

ことになる。

1970年代以降、欧米先進国では高度経済成長の果実として、経済発展と余暇を手に入れた

が、この時期以降、スポーツは「スポーツ・フォー・オール（みんなのスポーツ）運動」と

ともに市民権を得るようになり、現在では政治、経済、情報、エネルギー、食糧等と並んで

社会のなかできわめて重要な領域となった。また、ユネスコの「体育・身体活動・スポーツ

に関する国際憲章」で述べられているように、スポーツや身体運動、体育は健康や社会的、

経済的発展に貢献するだけではなく、世界平和にとってもきわめて重要な存在であると認識

されるようになった。

このような社会状況は、スポーツ科学や健康科学の著しい発展をもたらし、同時に、我が

国でも特に 2000年以降、多くのスポーツ・健康系学部を誕生させる要因になった。そのなか

でも、立命館大学スポーツ健康科学部・スポーツ健康科学研究科は、多くの受験生を集め、

全国的にきわめて人気のある学部・研究科となった。

スポーツ健康科学部のカリキュラムは、科目間の系統性を重視しながら、学生の立場に立

った学びの順次性に配慮し、基礎科目・基礎専門科目・専門科目を配し、さらにスポーツ科

学や健康科学の学際性を従来の文系科目、理系科目にとらわれることなく、文理融合させな

がら総合性を重視して構成されていることが特徴であろう。また、実践的な英語教育にも力

を入れ、我々が実地参観した英語の授業では少人数でネイティブと日本人教員のチームティ

ーチングが行われ、充実した授業であった。他方、スポーツ健康科学研究科では、学部教育

をいっそう発展させ、充実した教育研究環境のなかで、高度職業人や研究者養成に視座をお

いたカリキュラムが構成されている。但し、研究科の教育課程の体系的な編成についての点

検評価を教育課程の編成・実施方針に基づいて、速やかに開始されることが必要であろうと

考えられる。

最後に、今回の外部評価活動にご協力いただいた大学・学部・研究科の関係者の方々と学

生・院生のみなさまに感謝するとともに、立命館大学スポーツ健康科学部・スポーツ健康科

学研究科が今後いっそう、発展することを期待する次第である。
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＜スポーツ健康科学部＞ 

Ⅰ 評価結果 

１ 理念・目的 

［基盤評価］

スポーツ健康科学部の人材養成に関する目的や教育研究上の目的は、スポーツ健康

科学部学部則に定められており、大学の理念・目的は「立命館憲章」、「建学の精

神」、「立命館スポーツ宣言」において、明確に設定されている。また、スポーツ健

康科学部の教育理念と目標は学修要覧に定められ、構成員に周知が図られている。さ

らに、学部ホームページによって、教職員・学生・受験生を含む社会一般に周知・公

表されている。

［達成度評価］

スポーツ健康科学部の理念・目的は、建学の精神をふまえて定められ、めざすべき

方向性を明らかにしている。また、理念・目的の適切性の検証については、教職員の

アンケート調査を実施し、「教授会ＦＤ研修会」で議論されている。さらに、点検・

評価の基準を適切に定めている。

２ 教員・教員組織 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。

［基盤評価］

 大学として求める教員像を明確に定めたうえ、募集、採用、昇任などの考え方を明

示した教員組織の編制方針を定め、これらを大学ホームページにて公表している。ま

た、教員に求める能力・資質については、「立命館大学スポーツ健康科学部教員任用

に関わる方向性（方針）」に示されている。

組織的な教育を実施するうえでの役割分担及び教員の連携や教育研究に係る責任も

明確にしている。諸規定に基づき、学位授与、専任教員の任用等の審議は教授会とし

ている。専任教員数は、法令によって定められた必要数を満たしており、教員の年齢

構成は、31～40歳が31％、41～50歳が38％とやや多いが、著しい偏りはない。

［達成度評価］

スポーツ健康科学部の理念・目的を実現するために、専門的能力、教育に関する姿

勢等、大学として求める教員像を明確にしている。また、教員組織の編制方針につい

ては、教員組織整備計画等を提示し、その意見集約をふまえながら明確にしており、

教職員にも共有されている。

専門科目については教員を適切に配置しており、編成方針と実態は整合性がとれて

いると判断される。教員の募集・採用・昇格の基準、手続きについては、「立命館大
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学教員選考基準」、「教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイド

ライン」、「立命館大学教員任用・昇任規程」に明確化されている。また、基準が適

切に運用されているかについても点検・評価しており、運用の適切性・透明性を担保

するように取り組んでいる。

教育研究、その他の諸活動に関する教員の資質向上については、「ラン智タイムセ

ミナー」を年 17 回、教授会ＦＤ件修会を年２回実施しており、適切といえる。教員の

教育研究活動の業績を適切に評価し、教育研究活動の活性化に努めているかについて

は専任教員の個別業績を見る限り、教育研究活動の活性化が図られていると判断され

る。

３ 教育内容・方法・成果 

（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。

［基盤評価］

修得しておくべき学習成果や卒業要件、修了要件を明確にした学位授与方針が設定

されている。また、期待される学習成果を達成するために、教育内容、教育方法など

に関する基本的な考え方をまとめた教育課程の編成や実施方針が設定されている。学

位授与方針や教育課程の編成・実施方針を学修要覧やホームページ等によって公表し

ている。

［達成度評価］

スポーツ健康科学の研究及び教育を通じて、グローバルな視野とリーダーシップを

備え、スポーツ健康科学分野への理解を持ちつつ、社会の発展に貢献する人間を育成

するという人材育成の目的に基づき、５つの具体的な教育目標を達成することを学位

授与方針（ディプロマ・ポリシー）に定めホームページに明記している。加えて、学

位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に関連して、５つの学部共通事項とコース別の

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を定めている。学位授与方針

と教育課程の編成・実施方針は、学修要覧および大学ホームページで公表し、教授会

で周知している。教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性

の検証は、学生に対しては、学びの実態調査、教員においては教員アンケートでその

有効性を定期的に検証し、改善に努めている。

（２）教育課程・教育内容 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。
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［基盤評価］

スポーツ健康科学部の教育課程は教養を養うための「基礎科目」、スポーツ健康科

学の「基礎専門科目」、「専門科目」が設置されており、幅広く深い教養及び総合的

な判断力を培い、豊かな人間性を涵養する教育課程が編成されている。

［達成度評価］

教育課程の編成・実施方針に基づき、質・量ともに十分な授業科目数をもって基礎

から専門的内容に展開する体系的な教育課程を構成している。また、授業科目の履修

においては系統履修制度として、（１）総合的・学際的カリキュラム、（２）確実に

学びを深める系統的カリキュラム、（３）発信を重視した英語教育、（４）地域や企

業と連携した実践的カリキュラム、（５）4 年間を通じた小集団教育を柱に、大学の理

念・目的に沿った授業科目を準備している。これらは、教育課程の全体構成図、コー

スの教育構成図そして代表的な履修モデルとして示され、順次性と体系性を有する履

修を学生に促している。教育課程の適切性については、教職員に対するアンケートや

教授会での検討によって評価し、開講方針の見直しを行っている。

（３）教育方法 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。

［基盤評価］

基礎科目、基礎専門科目、専門科目を系統的に配置し、系統的な履修ができるよう

に教育課程が設定されている。授業方法は講義、演習ならびに実習の別が個々の科目

に明示されており、授業方法の違いが学生に明示されている。また、国際的な感覚を

身につける方法として、外国語科目、プロジェクト英語が設定されており、学生の能

力に応じた教育内容、方法が準備されている。さらに、公認アスレチックトレーナー

（ＡＣＴ）の設定や海外でのインターンシップの可能性を提供しており、ディプロ

マ・ポリシーで示されている国際的な感覚をより高めるための可能性が開かれている。

さらに、小集団での学習を４年間保証するとともにアカデミックアドバイザー制度を

設定し、学生が１回生を直接支援する機会を設定している。

［達成度評価］

教育目標の達成に向け、科目区分ごとの単位数が学修要覧に細かく明示されている。

また、１年間に履修登録できる単位数の上限についても 40 単位（４年生は 44 単位）

と定められている。シラバスは統一された書式により作成され、大学ホームページに

て公開されている。｢学内ＦＤ研修会｣のテーマをみると、教育内容と方法の改善に密

接に役立つテーマは必ずしも多くはないが、学びの実態調査に基づいた検証などがテ

ーマとして取り上げられている。
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（４）成果 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。

［基盤評価］

 卒業の要件については、必要な単位数を学修要覧に記載するとともに、「スポーツ

健康科学部学部則」において、卒業要件を明示している。

［達成度評価］ 

卒業要件は学則に定められている。学位の授与は、学部の教育目標に沿って所定の

科目について 124 単位以上を修得した者に対し、教授会において審議し、認定してい

る。卒業要件等は学修要覧により学生に明示している。 

学生の学習成果は、学位授与の実績だけではなく、ラーニングアウトカムの測定と

して｢学びの実態調査｣によって、学生の自己評価による間接評価によってもなされ、

カリキュラムを通じてどのような力がつき、何ができるようになったのかを把握して

いる。今後は、各種の資格取得の実績、卒業後の進路からも点検・評価することが望

まれる。 

４ 学生の受け入れ 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 

［基盤評価］ 

求める学生像や、修得すべき知識等の内容・水準等を明らかにした学生の受入方針

は学修要覧等に明確に示されている。また、学生の受入方針については、「大学案内

2016」「2016 入試ガイド」および「入学試験要項」に明示しており、学部ホームペー

ジで公開している。 

学生募集、入学者選抜の方法については、「入試ガイド」に記載し、オープンキャ

ンパスを実施して公開している。また、学生募集、入学者選抜は学部ごとではなく、

入学試験委員会で策定された方針に基づき、全学で統一的に行っている。合否判定に

あたっては、執行部会議、学部教授会の議を経て、慎重に行っており、受験生に対し

て公正な機会を保証し、かつ大学教育を受けるための能力・適性等を適切に判定して

いる。また、試験の出題方針と学習のポイントも明示している。 

過去５年の入学定員に対する入学者数比率の平均は 1.06 と適切な範囲内である。ま

た、収容定員に対する在籍学生数比率は1.08と適切な範囲内である。 

［達成度評価］

学生の受入方針に沿って学生募集が行われ、学生募集と入学者選抜の実施方法と整

合性がとられている。また、学生の受け入れの適切性の検証については、執行部会議、
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教授会や全学の入学試験委員会で検討されている。

５ 学生支援 

方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標の達成度がきわめて高い。 

［基盤評価］ 

学生の進路選択に関わるガイダンスを実施し、組織的・体系的な指導・助言に必要

な体制を整備している。また、学生生活に対する支援制度を大学全体として多様に設

定している。 

［達成度評価］ 

学生支援については、健康で充実したキャンパスライフを送るための学内環境や生

活支援環境などを整備し、自己の自立を促す支援体制を構築することを基本方針とし

て、大学生活全般・修学支援・生活支援・進路支援についても方針を定め、さまざま

な角度から学生に周知しさまざまな運用を行っている。なお、障害（発達障害を含む）

のある学生に対する修学支援方針・体制、各種ハラスメントの防止策など充実してい

る。その他、スポーツ健康科学部、同研究科独自の支援プログラムとして補習・補充

教育に関する支援体制やピアサポート活動を充実させている。 

６ 教育研究等環境 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。

［基盤評価］ 

校地および校舎面積は、法令上の基準（大学設置基準等）を満たしている。また、

図書館、学術情報サービスを支障なく提供するために、専門的な知識を有する専任職

員を配置している。専任教員に対して、研究活動に必要な研究費を支給している。専

任教員のための研究室を整備している。年２回、学生自治委員長、学部長、副学部長、

学生主事、事務長からなる五者懇談会を実施し、そこで教育研究環境の整備の方針に

ついて検討、協議し、情報を共有している。 

［達成度評価］ 

年２回、学生自治委員長、学部長、副学部長、学生主事、事務長からなる五者懇談

会を実施し、そこで教育研究環境の整備の方針について検討、協議し、情報を共有し

ている。スポーツ健康科学部ティーチング・アシスタント（ＴＡ）配置科目について

は、教授会でＴＡ雇用を審議し、教育支援体制の整備に努めている。 
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７ 内部質保証 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 

［基盤評価］ 

自己点検・評価については大学全体として毎年度実施し、報告書にまとめている。

また、各年度の自己点検・評価報告書は大学基礎データ等と併せてホームページで公

表している。 

［達成度評価］ 

教学委員会において、当年度の学部・研究科・教学機関の計画・実践を総括し、次

年度計画概要、開講方針を策定している。また、全学レベルで、自己点検・評価を行

う「自己評価委員会」と学外者により検証を行う「大学評価委員会」を設置し、定期

的に評価を行い、評価結果を学内で共有している。さらに、自己点検・評価結果は学

長に報告され、改善が必要な事項については、学長が当該機関の長に改善の実施を求

めることとしている。大学評価委員会による評価結果は、大学のホームページで公開

し、指摘を受けた事項については改善し、ホームページ上でも公開している。 
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Ⅱ 学部に対する提言

一 長所として特記すべき事項

１ 理念・目的

１）「立命館大学スポーツ宣言」を設定している。特に、スポーツを通した国際貢献

ならびに障害の有無に関わらず、すべての大学構成員のスポーツに参加する権利

を尊重している。

２ 教員・教員組織 

１）FDセミナー(ラン智タイムセミナー)が定期的に開催されている。 

３ 教育内容・方法・成果 

（２）教育課程・教育内容 

１）米国認定アスレティックトレーナーの資格取得を支援する「グローバル・アスレ

ティック・トレーナー（GAT）プログラム」という教育プログラムを実施している。

４ 学生の受け入れ 

１）身体に障害のある学生の受入方針を明示している。 

５ 学生支援 

１）「スポ健 理科・数学 BRUSHUP ROOM」を設定し、その利用に対する認知度が

高まっており、また、スポーツ健康科学部、同研究科独自の支援プログラム・

支援体制やピアサポート活動が充実している。 
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＜スポーツ健康科学研究科＞ 

 

Ⅰ 評価結果 

１ 理念・目的 

［基盤評価］ 
人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的については、「スポーツ健康科

学研究科則」において定められている。また、スポーツ健康科学研究科の理念・目的は、

高等教育機関として大学が追求すべき目的、「立命館憲章」、「建学の精神」、「立命

館スポーツ宣言」をふまえて設定している。さらに、スポーツ健康科学研究科の理念・

目的については、「履修要項」、「大学案内」などに記載されており、ホームページ等

によって、教職員・学生、受験生を含む社会一般に対して、周知・公表している。 
 

［達成度評価］ 
スポーツ健康科学研究科の理念・目的は、建学の精神をふまえて定められ、 

めざすべき方向性を明らかにしている。理念・目的の適切性については、４年に

１回検証することとしており、教職員や院生のアンケート調査も実施している。 
 

２ 教員・教員組織 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 
 

［基盤評価］ 
教員に求める能力・資質については、「立命館大学スポーツ健康科学部教員任用に

関わる方向性（方針）」に示されている。組織的な教育を実施するうえでの役割分担及

び教員の連携や教育研究に係る責任を明確にしている。諸規定に基づき、学位授与、専

任教員の任用等の審議は研究科委員会で責任を持って行われている。専任教員数は、法

令によって定められた必要数を満たしている。 
 

［達成度評価］ 

大学として求める教員像を明確に定めたうえ、募集、採用、昇任などの考え方を明示

した教員組織の編制方針を定め、これらを大学ホームページで公表している。 

専任教員数については、大学および大学院設置基準を十分に満たしている。教員組織

の年齢構成は、おおむね適切であるが、女性教員の比率がやや低いように思われる。 

教員の資格、採用、昇任等については、｢立命館大学教員選考基準｣、「立命館大学大

学院担当教員選考基準」およびその運用に関するガイドライン、「博士課程後期課程の

担当資格について」等に基づき実施しているが、これらは自己評価基準においていずれ

も最高評価に相当することから十分な効果が上がっているとしている。教員の資質向上

のための取り組みとして、学部と合同で年 2 回のＦＤ研修および恒常的に開催している

ＦＤセミナーによって十分取り組まれている。 
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３ 教育内容・方法・成果 

（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 
 

［基盤評価］ 
理念・目的をふまえ、課程修了に必要とする学習成果、卒業要件・修了要件を明確に

した学位授与方針を設定している。また、教育内容、教育方法などに関する基本的な考

え方をまとめた教育課程の編成・実施方針を設定している。さらに、刊行物やホームペ

ージで、教職員・学生、社会に学位授与方針、教育課程の編成・実施方針を公表してい

る。 
 

［達成度評価］ 
スポーツ健康科学の高度な専門性に基づく理論と実践を有し、豊かな人間性とリーダ

ーシップを備え、社会の発展に貢献する有為な人材の養成を目的とするという人材育成

の目的に基づき、3つの具体的な教育目標を達成することを学位授与方針（ディプロ

マ・ポリシー）に定めホームページに明記している。また、同方針と連関して、教育課

程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を定めている。 

学位授与方針と教育課程の編成・実施方針は、大学ホームページ、研究科委員会にて

周知している。教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性の検

証は、学生に対しては、学びの実態調査、教員においては教員アンケートでその有効性

を定期的に検証し、改善に努めている。 

なお、博士課程前期課程の2014年度カリキュラム改革における「３領域から２領域

への再編」をふまえ、後期課程において再編を行っている。 

 

（２）教育課程・教育内容 

方針に基づいた活動や理念・目的、教育目標の達成がやや不十分である。 
 

［基盤評価］ 

豊かな人間性を涵養する教育課程が編成され、教育課程・教育内容については、コー

スワークとリサーチワークを適切に組み合わせ、教育を行っている。また、理論的な教

育と実務教育を適切に組み合わせ、教育を行っている。 

 

［達成度評価］ 

必要な授業科目の開設状況については、研究科委員会にて議論・議決したうえで体系

的に編成し、開講方針（一次案・二次案）にて明記しているが、コースナンバー制の導

入等順次性ある授業科目の体系的配置は現在のところ議論されてはいない。前期課程で

は演習やコースワークを組み合わせて、指導教員のもと、修士論文の作成指導などを有

機的に連携させつつ研究を進め修士論文の指導にあたっている。 
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教育課程の適切性については、院生対するアンケートによって検討されている。 

 

（３）教育方法 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 
 

［基盤評価］ 
スポーツ健康科学研究科では、研究指導計画に基づく研究指導、学位論文作成指導

を行っている。また、授業の目的、到達目標、授業内容・方法、成績評価方法の基準

等を明らかにし、学生にあらかじめこれを公表している。さらに、既修得単位の認定

を大学設置基準等に基づいて実施している。 
 

［達成度評価］ 
人材育成目的、「カリキュラム・ポリシー」に基づき、カリキュラムを編成し、授

業形態の目的や意味づけについて説明している。また、博士前期課程では、履修要項

において基礎科目、基礎専門科目、専門科目をさらに科目区分を細分化し、必修科目

と履修指定科目などを明示している。なお、年間受講登録制限単位数が 32 単位である

ことが明示されている。 

シラバスは統一された書式フォーマットにより作成され、オンラインで公開されて

いる。これらは、専任教員間で組織的な相互チェックを行いながら、必要事項を漏れ

なく記載することに努めており、不適切な記載については書き直しを行い、妥当なシ

ラバスの割合は 100％である。また教員アンケートでは、ほとんどの教員がシラバスに

記載どおりの授業を行っていると回答している。 

また、５年に一度は、カリキュラム改訂を行いその改善につなげている。 

 
（４）成果 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 
 

［基盤評価］ 

修了の要件については、「履修要項」、「立命館大学スポーツ健康科学研究科則」

において、修了に必要な単位数、修了要件を明示している。また、学位授与のための

論文の審査基準（学位論文審査基準）については、「立命館大学大学院スポーツ健康

科学研究科博士課程学位授与に関わる内規」に明記され、あらかじめ学生に明示され

ている。 

 

［達成度評価］ 

学位授与の要件は学則に定められ、修了に必要な単位数とともに、履修要項により

学生に明示されている。また学位授与手続きについては、教授会において、その合否

を審議し、認定している。なお、学位審査および修了認定の客観性・厳格性を確保す
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る方策については、「立命館大学大学院スポーツ健康科学研究科博士課程学位授与に

関わる内規」に明記されている。 

学生の学習成果は、学位授与の実績だけではなく、｢学びの実態調査｣によって、学

生の自己評価による間接評価によってもなされている。 

 

 

４ 学生の受け入れ 

おおむね、方針に基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標がほぼ達成されて

いる。 
 

［基盤評価］ 
求める学生像については、アドミッション・ポリシーによって明示している。また、

修得しておくべき知識等の内容・水準等については、履修要項に明示している。学生

の受入方針については、履修要項、入学試験要項、大学院案内等に記載されており、

ホームページによって、受験生を含む社会一般に公表している。学生募集、入学者選

抜の方法については、大学院案内に明記し、オープンキャンパスを実施して公開して

いる。入学者選抜については、教授会にて入学試験要項を議論し確認している。収容

定員に対する在籍学 

生数比率は前期課程1.02、後期課程1.46と適切な範囲にある。 
 

［達成度評価］ 
学生の受入方針に沿って学生募集が行われ、学生募集と入学者選抜の実施方法と整合

性がとられている。学生の受け入れの適切性については、半年に一度開催されるＦＤ研

修会で定期的に検証を行っている。 
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Ⅱ 研究科に対する提言 

一 努力課題 

３ 教育内容・方法・成果 

（２）教育課程・教育内容 

１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系

的に編成しているかについての点検・評価を速やかに開始すること。 

 

以 上 
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２ 教員基礎データ

・専任教員個別表（教員業績一覧）

現物 データ

立命館大学HP. 立命館憲章
http://www.ritsumei.ac.jp/profile/about/charter/.
2016.02.20閲覧.

1-1 － -

立命館大学HP. 建学の精神
http://www.ritsumei.ac.jp/profile/about/foundation/.
2016.02.20閲覧.

1-2 － -

立命館大学HP. 立命館スポーツ宣言.
http://www.ritsumei.ac.jp/profile/about/sport/
2016.04.27閲覧.

1-3 － -

2015年度入学生用 学修要覧　スポーツ健康科学部の人材育成
目的. 2015.04.01 P2

1-4 ○

スポーツ健康科学部HP. 施設・設備.
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/facilities.html/
2016.02.20閲覧.

1-5 － -

スポーツ健康科学部HP. 教員一覧.
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/faculty-
list.html/ 2016.02.20閲覧.

1-6 － -

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度　立命館大学専任教員学
外研究員候補者一覧. 2014.07.29.

1-7 ○

2015年度入学生用 学修要覧 地域や企業と連携した実践的カリ
キュラム. 2015.04.01 P2

1-8 ○

スポーツ健康科学部HP. 学部紹介.
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/policy.html/
2016.02.20閲覧.

1-9 － -

教授会FD研修会. テーマ２　カリキュラムマップの実質化.
2014.08.29 P20-P47

1-10 ○

2015年12月：在学生調査票（スポーツ健康科学部）集計付.
2015.12月

1-11 ○

20160212スポ健アンケート（教職員・学部生）. 2016.02.12. 1-12 ○

スポーツ健康科学部HP. 人材育成目的と3方針
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/policy.html/
2016.02.20閲覧

1-13 － -

教授会ＦＤ研修会9月1日 1-14 ○

教授会ＦＤ研修会3月1日 1-15 ○

学部・研究科の概要を紹介したパンフレット
立命館大学スポーツ健康科学部パンフレット 1-17 ○

根拠資料
立命館大学教員任用・昇任規程（立命館　例規集　2015年度版
P2035）

2-1 ○

立命館大学教員選考基準（立命館　例規集　2015年度版
P2036）

2-2 ○

教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイド
ライン.

2-3 ○

スポーツ健康科学部教授会. 専任教員の任用と昇任の進め方.
2010.10.12.

2-4 ○

スポーツ健康科学部教授会. 教員組織整備計画（2016～2020年
度）第1次案意見集約について. 2015.07.28.

2-5 ○

資料形態

2015年度入学生用 学修要覧 1-16 ○

Ⅰ
（
理
念
・
目
的
）

章

調書

資料の名称

自己点検・評価報告書

資料番号

根拠資料

Ⅱ
（
教
員
・
教
員
組
織
）

添付資料・根拠資料　

提出資料 資料の名称

学部・研究科の理念・目的ならびに教育目標が明文化
された冊子等（学部・研究科概要、学生募集要項、入
学案内等）（受験生向けの資料は、2015年度に発行し
た2016年度入学者用資料とする）

提出資料一覧(スポーツ健康科学部)
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

スポーツ健康科学部HP. 教員一覧.
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/faculty-
list.html/ 2016.02.20閲覧.

2-6 － -

学修要覧2015年度入学者用　.2015年度以降入学生対象　pp20-
21

2-7 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度専任教員新規任用選考方
針. 2014.07.15.

2-8 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度就任公募人事について.
2014.09.16.

2-9 ○

スポーツ健康科学部教授会. 専任教員の新規任用方針について
「スポーツ医学（整形外科）分野」 2015.01.13.

2-10 ○

スポーツ健康科学部設置認可申請書（項目13：専任教員の年齢
構成・学位保有状況、項目14：教員の個人調書＜当日閲覧＞）

2-11 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当教員審査基準につ
いて. 2014.10.28.

2-12 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院教員資格審査審議結果
について. 2014.11.25.

2-13 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当資格審査（M）の
実施と審査委員会の発足について. 2012.11.27.

2-14 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当資格審査委員会か
らの提案について. 2012.12.18.

2-15 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度スポーツ健康科学部にお
ける昇任審議について. 2015.07.28.

2-16 ○

スポーツ健康科学部教授会. 昇任人事について. 2015.11.03. 2-17 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度就任公募人事（任期制教
員：保健体育科教育に関連する分野）について. 2015.10.20.

2-18 ○

スポーツ健康科学部教授会. 保健体育科教育に関連する分野公
募人事面接候補者選出について. 2015.11.17.

2-19 ○

スポーツ健康科学部メーリングリスト. 2015年度前期ラン智タ
イムセミナー. 2015.04.07.

2-20 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度後期ラン智タイムセミ
ナーについて. 2015.09.30.

2-21 ○

スポーツ健康科学部教授会FD研修会9月1日. スポーツ健康科学
部教授会FD研修会. 2015.09.01.

2-22 ○

スポーツ健康科学部教授会. スポーツ健康科学部教授会FD研修
会(案)について. 2016.03.01.

2-23 ○

立命館大学教員任用・昇任規程
2-24 ○

立命館大学教員選考基準 2-25 ○

立命館大学教員任用・昇任規程
2-26 ○

教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイド
ライン

2-27 ○

根拠資料
３－（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編
成・実施方針

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部の人材育成目
的. 2015.04.01 P2

3a-1 ○

スポーツ健康科学部HP. 人材育成目的と3方針
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/policy.html/
2016.02.20閲覧

3a-2 － -

学修要覧2015年度入学者用. 卒業時の目標（ディプロマ・ポリ
シー）2015.04.01 P3

3a-3 ○

スポーツ健康科学部HP.　ディプロマポリシー
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/policy.html/

3a-4 － -

学修要覧2015年度入学者用. 回生・コース別の到達目標.
2015.04.01

3a-5 ○

学修要覧2015年度入学者用. 教育課程の編成方針（カリキュラ
ム・ポリシー）. 2015.04.01 P2

3a-6 ○

Ⅲ
（
教
育
内
容
・
方
法
・
成
果
）

Ⅱ
（
教
員
・
教
員
組
織
）

教員の任免および昇任に関する規則
（学部・研究科規程、任用規程、懲戒規程、就業規則
等）

教員人事関係規程等
（教員選考委員会規程、教員資格審査規程、教員任
免・昇格規程等）
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部カリキュラム
表. 2015.04.01 P20-P21.

3a-7 ○

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部の人材育成目
的、教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）、卒業時
の目標（ディプロマ・ポリシー）. 2015.04.01 P2-P3

3a-8 ○

スポーツ健康科学部ＨＰ　学部紹介
http://www.ritsumei.ac.jp/shs/introduce/message.html/201
6.02.20閲覧

3a-9 － -

教授会FD研修会. テーマ２　カリキュラムマップの実質化.
2014.08.29 P20

3a-10 ○

教授会FD研修会. テーマ２　自己評価・カリキュラムマップ資
料 2014.08.29 P1-P53

3a-11 ○

2015年12月：在学生調査票（スポーツ健康科学部）集計付.
2015.12月P2-P4

3a-12 ○

20160212スポ健アンケート（教職員・学部生）2016.02.12 3a-13 ○

2014年度第22回スポーツ健康科学部教授会議案書 3a-14 ○

2015年度第8回スポーツ健康科学部教授会議案書 3a-15 ○

2015年度第13回スポーツ健康科学部教授会議案書 3a-16 ○

学修要覧2015年度入学者用スポーツ健康科学部カリキュラム表
2015.04.01 P20-P21

3b-1 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度前期スポーツ健康科学部
授業科目の閉講について. 2015.04.21

3b-2 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度後期スポーツ健康科学部
授業科目の閉講について. 2015.10.06

3b-3 ○

学修要覧2015年度入学者用. 教育課程の編成方針（カリキュラ
ム・ポリシー）. 2015.04.01 P2

3b-4 ○

学修要覧2015年度入学者用. 系統履修制度. 2015.04.01 P32-
P33

3b-5 ○

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部での履修.
2015.04.01 P23-P31

3b-6 ○

学修要覧2015年度入学者用. 立命館大学学則（抜粋）.
2015.04.01 P76-P81

3b-7 ○

学修要覧2015年度入学者用. 立命館大学スポーツ健康科学部学
部則2015.04.01 P87-P91

3b-8 ○

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部での学位取
得. 2015.04.01 P22

3b-9 ○

立命館中学･高等学校ホームページ. 高大連携カリキュラム
http://www.ritsumei.ac.jp/fkc/education/career/curriculu
m.html/. 2016.02.20閲覧.

3b-10 － -

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度入学者のAPプログラムに
よる入学前既修得単位認定について. 2015.04.07

3b-11 ○

2014年度第22回スポーツ健康科学部教授会議案書 3b-12 ○

2015年度第8回スポーツ健康科学部教授会議案書 3b-13 ○

2015年度第13回スポーツ健康科学部教授会議案書 3b-14 ○

2015年度第23回スポーツ健康科学部教授会議案書 3b-15 ○

根拠資料
３－（３）教育方法

学修要覧2015年度入学者用. 教育課程の編成方針（カリキュラ
ム・ポリシー）. 2015.04.01 P2.

3c-1 ○

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部カリキュラム
表. 2015.04.01 P20-P21.

3c-2 ○

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部での履修.
2015.04.01 P23-P31

3c-3 ○

根拠資料
３－（２）教育課程・教育内容

Ⅲ
（
教
育
内
容
・
方
法
・
成
果
）
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部での学位取得
（＝卒業）. 2015.04.01 P22

3c-4 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度キャリアチャート・セル
フチェックシート取組状況について. 2015.10.13.

3c-5 ○

立命館大学HP. 立命館大学オンラインシラバス
http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/kyomu/gaku/onlinesyllab
us.htm 2016.02.20閲覧.

3c-6 － -

スポーツ健康科学部教授会. 2016年度スポーツ健康科学部・研
究科シラバス点検について. 2016.02.12.

3c-7 ○

教職員アンケート. 20160212スポ健アンケート（教職員・学部
生）. 2016.02.01.

3c-8 ○

2015年度スポーツ健康科学部教授会.2015年度授業アンケート
およびインタラクティブシートの実施方針ならびに実施日程に
ついて.　2015.5.12

3c-9 ○

学修要覧2015年度入学者用. 成績および単位授与・認定につい
て. 2015.04.01.P12-P14

3c-10 ○

学修要覧2015年度入学者用スポーツ健康科学部.本学での履修
のしくみ　p.6

3c-11 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度入学者のAPプログラムに
よる入学前既修得単位認定について. 2015.04.07.

3c-12 ○

スポーツ健康科学部教授会FD研修会9月1日. スポーツ健康科学
部教授会FD研修会. 2015.09.01.

3c-13 ○

2015年度スポーツ健康科学部教授会.2015年度「講義の講評」
「成績分布」の作成依頼について.　2015.6.30　2015.12.15

3c-14 ○

スポーツ健康科学部教授会FD研修会，2016.03.01 3c-15 ○

2015年12月：在学生調査票（スポーツ健康科学部）集計付. 学
びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）問6. 2015.12月
P4-P5.

3d-1 ○

2015年3月：学びの実態調査（卒業生）埋め込み式. 学びの実
態調査（スポーツ健康科学部4回生）　基礎集計結果 問12.
2015.3月P13

3d-2 ○

学修要覧2015年度入学者用. スポーツ健康科学部での学位取得
（＝卒業）. 2015.04.01 P22

3d-3 ○

学修要覧2015年度入学者用. 立命館大学スポーツ健康科学部学
部則. 2015.04.01 P87-P91

3d-4 ○

2015年1月：在学生調査票（スポーツ健康科学部）集計付．
「学びの実態調査（スポーツ健康科学部在学生用）問1(6)．
2015年1月，p.5

3d-5 ○

2014年度スポーツ健康科学部教授会，「2013年度学部卒業生及
び卒業率」，2014.04.22

3d-6 ○

2015年度スポーツ健康科学部教授会，「2014年度学部卒業生及
び卒業率」，2015.04.21

3d-7 ○

学部・研究科の教育内容、履修方法などを記載したも
の（学生便覧、履修要項等） 学修要覧2015年度入学者用 3-1 ○

授業計画、科目概要など授業内容、成績評価内容を示
した冊子等（講義要項、シラバス等）

スポーツ健康科学部シラバス
http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/kyomu/gaku/onlinesyllab
us.htm　2016.02.20閲覧

3-2 － -

年間授業時間割表
スポーツ健康科学部時間割 3-3 ○

履修科目の登録に関する規則等（学部・研究科則、学
部・研究科規程等） スポーツ健康科学部学部則 3-4 ○

スポーツ健康科学部学部則
3-5 ○

学修要覧2015年度入学者用 3-6 ○

インターンシップ等が実施されている場合
・実施要項
・受け入れ先、実施状況が把握できる資料

インターンシップガイド2016
3-7 ○

スポーツ健康科学部学部則
3-8 ○

学修要覧2015年度入学者用 3-9 ○

進級要件、修了要件の定め等（学部・研究科規程等）

Ⅲ
（
教
育
内
容
・
方
法
・
成
果
）

根拠資料
３－（４）成果

他の大学・大学院において履修した授業科目の単位認
定に関して定めた規定（学部・研究科規程等）
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

学習相談体制について定められた規定（学部・研究科
規程等）
オフィスアワーの内容やその周知に関する資料

学修要覧2015年度入学者用 3-10 ○

成績の分布に関する資料
成績分布表 3-11 ○

スポーツ健康科学部学部則
3-12 ○

学修要覧2015年度入学者用 3-13 ○

立命館大学スポーツ健康科学部「ＦＤ委員会規程」 3-14 ○

授業評価アンケート結果 3-15 ○

授業内容･方法の改善のための研修に関する定め
立命館大学スポーツ健康科学部「ＦＤ委員会規程」 3-16 ○

立命館大学大学案内2016. スポーツ健康科学部アドミッション
ポリシー. 2015.5月 P74

4-1 ○

立命館大学2016入試ガイド. 出願資格. 2015.6月P11 4-2 ○

立命館大学2016入試ガイド. 2016年度一般入学試験概要スポー
ツ健康科学部. 2015.6月P31-P32

4-3 ○

立命館大学2016入試ガイド. 2015年度立命館大学一般入学試験
結果データ. 2015.6月P56

4-4 ○

立命館大学2016入試ガイド. 2015年度一般入学試験の出題方針
と学習のポイント. 2015.6月P63-P67

4-5 ○

リッツネット：立命館大学の入試情報サイト. 出願について.
http://ritsnet.ritsumei.jp/　2016.02.20閲覧.

4-6

リッツネット：立命館大学の入試情報サイト.
http://ritsnet.ritsumei.jp/　2016.02.20閲覧.

4-7

立命館大学2016入試ガイド. 立命館大学イベント2015. 2015.6
月P69

4-8 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2016年度スポーツ健康
科学部一般入試要項について. 2015.09.15.

4-9 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2016年度の学部入学者
数について.2015.07.14

4-10 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2016年度入学試験の合
否判定について. 2016.02.23

4-11 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2016年度AO選抜入学試
験第1次選考合否判定について. 2015.09.15

4-12 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2016年度文芸・スポー
ツ選抜試験第2次選考合否判定について. 2015.10.20

4-13 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2016年度外国人留学生
入学試験（前期実施）合否判定について. 2015.11.03

4-14 ○

立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2015年度外国人留学生
入学試験（後期実施）、外国人留学生推薦入学試験(日本語学
校)合否判定について. 2016.01.26

4-15 ○

学生募集要項（再掲）
立命館大学スポーツ健康科学部入学試験要項 4-16 ○

入学者選抜に関する規則
立命館大学入学の出願および入学手続きに関する規程 4-17 ○

入学者選抜試験に関する業務の実施体制についての定
め（学部・研究科規程等） 入学試験委員会規程 4-18 ○

入学者の多様性を確保するための工夫に関する資料
立命館大学スポーツ健康科学部入学試験要項 4-19 ○

根拠資料
立命館大学スポーツ健康科学部教授会. 2015年度後期単位僅少
者面接の実施について（5回生以上含む）. 2015.09.15.

5-1 ○

スポーツ健康科学部教授会. 学籍異動について. 2016.01.26. 5-2 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2016年度「英語P0」方針につい
て. 2016.03.15.

5-3 ○

Ⅲ
（
教
育
内
容
・
方
法
・
成
果
）

授業評価に関する定めおよび結果報告書

根拠資料

Ⅴ
（
学
生
支
援
）

Ⅳ
（
学
生
の
受
け
入
れ
）

成績評価基準を明示している規則等
成績評価の異議申立に関する規則等
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度スポ健BRUSH-UP ROOM 結
果報告. 2015.11.17.

5-4 ○

スポーツ健康科学研究科委員会.大学院必修専門英語にかかわ
るプレスメントテストの結果および検討課題について.
2015.04.07

5-5 ○

スポーツ健康科学研究科委員会.2015年度4月入試合格者対象：
入学前英語課題論文について.2014.10.28

5-6 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2016年度オリター・ＡＡ活動方
針・募集要項について. 2015.11.24.

5-7 ○

スポーツ健康科学部教授会.2016年度以降における教育力強化
予算について.2015.06.30

5-8 ○

スポーツ健康科学部教授会. スポーツ健康科学部教授会FD研修
会　(新)障害学生支援室の概要　＜2016年度施行の新支援方針
および新体制について＞. 2016.02.23.

5-9 ○

立命館大学ホームページ. 奨学金・助成金制度：経済支援型奨
学金
http://www.ritsumei.ac.jp/scholarship/economic.html/.
2016.2.20閲覧

5-10 － -

立命館大学保健管理センターホームページ. 保健管理センター
http://www.ritsumei.ac.jp/mng/gl/hoken/medical-j.html.
2016.02.23閲覧

5-11 － -

スポーツ健康科学部教授会. ハラスメント研修について.
2016.02.23.

5-12 ○

スポーツ健康科学研究科委員会.2015年度「キャリアチャー
ト・セルフチェックシート・学びの実態調査」運用方針につい
て.2015.03.11

5-13 ○

スポーツ健康科学部教授会. 研究入門内「キャリア企画」と
「専門演習懇談会」について. 2015.09.29.

5-14 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2016年度執行部体制について.
2016.01.26.

5-15 ○

立命館大学キャリアセンターHP. キャリアセンター
http://www.ritsumei.ac.jp/career/. 2016.02.20閲覧. 5-16 － -

Web RS. 学園通信RS
http://www.ritsumei.ac.jp/mng/gl/koho/rs/060515/005a.htm
. 2016.02.20閲覧.

5-17 － -

学生サポートルームのご案内 5-18 ○

立命館大学学生サポートルーム規程 5-19 ○

2014年度立命館大学学生サポートルーム報告書 5-20 ○

ハラスメント相談の手引き 5-21 ○

立命館大学ハラスメント防止に関する規程 5-22 ○

奨学金･教育ローンなどの募集要項、規則等
立命館大学ホームページ「奨学金・助成金制度」
URL：http://www.ritsumei.ac.jp/scholarship/（最終閲覧
日：2013.09.05）

5-23 － -

進路選択に関わる相談・支援体制について資料
PLACEMENT DATA 2015
[年刊]進路・就職の実績報告

5-24 ○

障害学生とサポートスタッフのためのガイドブック2016 5-25 ○

障害学生支援のための対応例【新任教員ガイダンス配布資料】 5-26 ○

立命館大学障害学生支援委員会規程 5-27 ○

根拠資料
スポーツ健康科学部教授会. 五者懇談会前期議事録.
2015.07.28.

6-1 ○

スポーツ健康科学部教授会. 五者懇談後期議案書　2016.01.13 6-2 ○

スポーツ健康科学部教授会FD研修会9月1日. スポーツ健康科学
部教授会FD研修会. 2015.09.01.

6-3 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度前期「スポーツ健康科学
部自主ゼミ」について. 2015.04.07.

6-4 ○

Ⅴ
（
学
生
支
援
）

各種ハラスメントに対応する規程およびパンフレット
（ハラスメント防止規程、啓蒙パンフ、ハラスメント
を受けた場合の救済措置についてのパンフレット等）

身体に障がいのある者等への物的・経済的支援体制に
関する規程

Ⅵ
（
教
育
研
究
等
環
境
）

学生生活の相談、助言、支援体制に関する定め
（学生相談室規程、学生相談室報等）
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

スポーツ健康科学部教授会. 実験室・研究室の安全自主点検の
実施について. 2015.11.24.

6-5 ○

スポーツ健康科学部教授会. 研究図書選定委員会報告.
2015.06.02.

6-6 ○

学修要覧2015年度入学者用. 4.系統履修制度. 2015.04.01 P32 6-7 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度学生交流プログラム奨励
金（正課プログラム）の募集について. 2015.04.21.

6-8 ○

スポーツ健康科学部教授会. 2015年度スポーツ健康科学部ＴＡ
配置科目のＴＡ雇用について. 2015.04.21.

6-9 ○

スポーツ健康科学部教授会. 実験実習的経費の2014年度決算な
らびに2015年度予算（案）について. 2015.04.21.

6-10 ○

立命館大学スポーツ健康科学部ホームページ. インテグレー
ションコア探訪
http://www.ritsumei.ac.jp/sahs/virtual/index.html#otomo.
2016.02.20閲覧

6-11 － -

スポーツ健康科学部教授会. 2016年度就任公募人事（助教）の
募集について. 2015.09.01.

6-12 ○

スポーツ健康科学部教授会. 学外研究員選出について.
2015.06.02.

6-13 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当教員審査基準につ
いて. 2014.10.28.

6-14 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院教員資格審査審議結果
について. 2014.11.15.

6-15 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当資格審査（M）の
実施と審査委員会の発足について. 2012.11.27.

6-16 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院担当資格審査委員会か
らの提案について.2012.12.18.

6-17 ○

自習室の利用に関する定め
学修要覧2015年度入学者用 6-18 ○

RAINBOW GUID 2016（学生版） 6-19 ○

RAINBOW GUID 2016（教員版） 6-20 ○

LIBRARY GUIDE 2016 6-21 ○

2016年度版　教員用図書館利用案内 6-22 ○

立命館大学図書館利用規定 6-23 ○

根拠資料
「2011年度大学評価2010年度自己点検・評価報告書」（2012年
３月30日発行）

7-1 ○

学校法人立命館情報公開規程（2010年３月17日常任理事会） 7-2 ○

立命館の財政運営の考え方 7-3 ○

スポーツ健康科学部教授会. 五者懇談会前期議事録.
2015.07.28.

7-4 ○

スポーツ健康科学部教授会. 五者懇談後期議案書　2016.01.13 7-5 ○

「「学部（学士課程）教学ガイドライン」の改正について」
（2014年11月17日教学委員会）

7-6 ○

2015年度自己点検･評価報告書作成方針（教学部会）（2015年1
月26日自己評価委員会教学部会）

7-7 ○

2015年度自己点検・評価要領（2015年５月20日自己評価委員
会）

7-8 ○

スポーツ健康科学部教授会. ハラスメント研修について.
2016.02.23.

7-9 ○

図書館利用に関する定め（図書館利用規程、資料室規
程等）
図書館利用ガイド等

Ⅶ
（
内
部
質
保
証
）

情報関連設備等の利用に関する定め

Ⅵ
（
教
育
研
究
等
環
境
）
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現物 データ

資料形態
章 資料番号提出資料 資料の名称

根拠資料
スポーツ健康科学部教授会. (新)障害学生支援室の概要　＜
2016年度施行の新支援方針および新体制について＞.
2016.02.23.

7-10 ○

立命館大学ホームページ研究者学術情報データベース画面
http://research-
db.ritsumei.ac.jp/scripts/websearch/index.htm
http://www.ritsumei.ac.jp/kenkyu/2database/2_1.html
（最終ｱｸｾｽ2015年11月４日）

7-11 ○

「研究分野における大学自己点検評価活動の基本方針」（2009
年３月17日常任理事会）

7-12 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 大学院教員資格審査審議結果
について. 2014.11.15.

7-13 ○

スポーツ健康科学部教授会. スポーツ健康科学部外部評価受審
に関わる体制について【口頭】. 2015.12.15.

7-14 ○

2010立命館大学大学評価委員会からの指摘事項に対する改善状
況報告書（抜粋）

7-15 ○

「立命館大学の点検・評価に関わる当面（～2018年度）の課題
と取組みについて」（2012年12月12日自己評価委員会）

7-16 ○

2014年度テクノロジー・マネジメント研究科教学総括・計画概
要（2015年３月27日教学委員会）

7-17 ○

立命館大学自己評価委員会規程 7-18 ○

立命館大学大学評価委員会規程 7-19 ○

情報公開に関する規程
学校法人立命館情報公開規程 7-20 ○

適切な情報公開と説明責任が確認できる実績データ
（ホームページ、大学案内、各種パンフレット） 立命館大学スポーツ健康科学部パンフレット 7-21 ○

立命館大学大学案内2017 8-1 ○

立命館大学2015年度大学基礎データ 8-2 ○

立命館大学2015年度大学データ集 8-3 ○

大学基準協会「大学基準の解説」 8-4 ○

対応法令付　点検・評価項目 8-5 ○

Ⅶ
（
内
部
質
保
証
）

Ⅷ
（
そ
の
他
）

自己点検・評価関係規程等
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１

２ 教員基礎データ

・専任教員個別表（教員業績一覧）

現物 データ

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則（学修要覧） 1-1 ○

2015年度履修要項（スポーツ健康科学研究科） 前期課程：カリ
キュラムポリシー後期課程カリキュラムポリシー. 2015.04.01
P31.P51

1-2 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科入学試験要項　立命館大学ス
ポーツ健康科学研究科パンフレット

1-3 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科パンフレット 1-4 ○

スポーツ健康科学研究科HP:
http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20閲覧

1-5

立命館大学HP: 立命館憲章
http://www.ritsumei.ac.jp/profile/about/charter/.
2016.02.20閲覧

1-6

スポーツ健康科学部教授会: 理念と3ポリシーの議決.
2014.03.18教授会

1-7 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 2016年度入学者向け大学院案
内・研究科パンフレットの編集方針. 2014.12.16

1-8 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 2015年度・博士課程後期課程＜
D＞のカリキュラム改革について. 2013.12.17

1-9 ○

スポーツ健康科学部教授会: 2015年度前期スポーツ健康科学検定
の結果・次回の新カリキュラム用方針策定について. 2015.09.01

1-10 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科入学試験要項 1-11 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科学生募集要項 1-12 ○

学部・研究科の概要を紹介したパンフレット
立命館大学スポーツ健康科学研究科パンフレット 1-13 ○

立命館大学・大学協議会: 立命館大学教員選考基準 1969.12.13 2-1 ○

スポーツ健康科学部教授会: 専任教員の任用と昇任の進め方.
2010.10.12

2-2 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 博士課程後期課程の担当資格に
ついて. 2011.03.29

2-3 ○

スポーツ健康科学部教授会: 教員任用に関わる方向性（方針）.
2014.07.15

2-4 ○

立命館大学HP: 立命館大学研究倫理指針
http://www.ritsumei.jp/research/pdf/c02-01.pdf. 2016.02.20
閲覧

2-5

立命館大学HP: 立命館大学教職員の行動指針
http://www.ritsumei.jp/public-info/pdf/126-2.pdf.
2016.02.20閲覧

2-6

スポーツ健康科学部教授会: 専任教員の新規任用について.
2015.06.30

2-7 ○

スポーツ健康科学部教授会: 教員組織整備計画（2016～2020年
度）第1次案意見集約について. 2015.07.28

2-8 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 2015年度スポーツ健康科学研究
科D3博士学位審査関連委員会体制案（主査・副査）について〈一
部修正〉. 2015.10.13

2-9 ○

スポーツ健康科学部教授会: 2016年度スポーツ健康科学部・研究
科シラバス点検について. 2016.02.12

2-10 ○

スポーツ健康科学部教授会: 2015年度前期「講義の講評」「成績
分布」の作成依頼について. 2015.06.30

2-11 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 大学院担当教員審査基準につい
て. 2014.10.28

2-12 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 博士学位招聘副査の資格審査結
果について. 2014.10.28

2-13 ○

資料の名称

Ⅰ
（
理
念
・
目
的
）

章

調書

資料の名称

自己点検・評価報告書

根拠資料

根拠資料

学部・研究科の理念・目的ならびに教育目標が
明文化された冊子等（学部・研究科概要、学生
募集要項、入学案内等）（受験生向けの資料
は、2015年度に発行した2016年度入学者用資料
とする）

添付資料・根拠資料　

提出資料

Ⅱ
（
教
員
・
教
員
組
織
）

提出資料一覧（スポーツ健康科学研究科）

資料形態
資料番号
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現物 データ
資料の名称章 提出資料

資料形態
資料番号

スポーツ健康科学研究科委員会: 2015・2016年度任用教員の大学
院教員資格審査について. 2015.10.13

2-14 ○

立命館大学『大学基礎データ』（2015年度版）
http://www.ritsumei.ac.jp/file.jsp?id=228368&f=.pdf
2016.05.10閲覧

2-15 ○

スポーツ健康科学部教授会: 2015年度スポーツ健康科学部におけ
る昇任審議について. 2015.07.28

2-16 ○

スポーツ健康科学部教授会: 2015年度後期ラン智タイムセミナー
について. 2015.09.29

2-17 ○

スポーツ健康科学部教授会: 川西市生涯学習短期大学「レフネッ
ク」における本科企画案について. 2014.10.07

2-18 ○

スポーツ健康科学部教授会: 教授会FD企画について. 2015.09.01 2-19 ○

スポーツ健康科学部教授会: 教授会FD企画について. 2016.03.01 2-20 ○

立命館大学教員任用・昇任規程 2-21 ○

立命館大学教員選考基準 2-22 ○

立命館大学教員任用・昇任規程 2-23 ○

教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドラ
イン

2-24 ○

スポーツ健康科学研究科HP:
http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20閲覧

3a-1

教授会FD研修会: 自己評価・カリキュラムマップ. 2014.08.29 3a-2 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: スポーツ健康科学研究科：課程
博士学位授与内規.: 2014.10.14

3a-3 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 進路、就職決定状況について報
告（冒頭）【キャリアセンター】. 2015.04.21

3a-4 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 大学院「長期履修制度」の新設
について. 2015.12.15

3a-5 ○

スポーツ健康科学部企画委員会：スポーツ健康科学研究科博士課
程後期課程（D）早期終了に関わる検討　2016.02.09

3a-6 ○

2015年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）: 前期課程開設科
目一覧. 2015.04.01

3a-7 ○

教学委員会: 2014年度カリキュラム改革について. 2013.01.28 3a-8 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 博士課程後期課程の2015年度カ
リキュラム改革について. 2014.01.14

3a-9 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 2016年度スポーツ健康科学研究
科開講方針（第一次案）について. 2015.06.30

3b-1 ○

スポーツ健康科学研究科委員会: 2016年度スポーツ健康科学研究
科開講方針２次案について. 2015.09.29

3b-2 ○

スポーツ健康科学研究科HP:
http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20閲覧

3b-3

スポーツ健康科学部教授会FD: 第６回学びの実態調査（スポーツ
健康科学部4回生）基礎集計結果. 2016.03.01

3b-4 ○

2015年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）. 前期課程：カリ
キュラムポリシー. 2015.04.01 P31.

3c-1 ○

2015年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）. 成績及び単位授
与・認定＜規定：大学院学則第23条＞. 2015.04.01 P31.

3c-2 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則（履修要項） 3c-3 ○

立命館大学HP. 立命館大学オンラインシラバス
http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/kyomu/gaku/onlinesyllabus
.htm 2016.02.20閲覧.

3c-4

教職員アンケート. 20160212スポ健アンケート（教職員・学部
生）. 2016.02.12

3c-5 ○

2015年度履修要項 本学での履修について. 2015.04.01 P18-P28. 3c-6 ○

2015年度履修要項（スポーツ健康科学研究科）. 単位の考え方＜
規定：学則第34条＞. 2015.04.01 P18.

3c-7 ○

スポーツ健康科学研究科委員会：必修科目の単位未修得者、研究
計画書の未提出者、および研究報告会の欠席者の
修士論文・博士論文作成に関わる対応方針について（案）
2015.05.12

3c-8 ○

Ⅱ
（
教
員
・
教
員
組
織
）

根拠資料
３－（３）教育方法

Ⅲ
（
教
育
内
容
・
方
法
・
成
果
）

教員人事関係規程等
（教員選考委員会規程、教員資格審査規程、教
員任免・昇格規程等）

根拠資料
３－（１）教育目標、学位授与方針、教育課程
の編成・実施方針

教員の任免および昇任に関する規則
（学部・研究科規程、任用規程、懲戒規程、就
業規則等）

根拠資料
３－（２）教育課程・教育内容
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現物 データ
資料の名称章 提出資料

資料形態
資料番号

スポーツ健康科学研究科委員会. 2015年度：入学前に「大学院科
目早期履修制度」で修得した単位の認定について. 2015.04.07.

3c-9 ○

スポーツ健康科学部教授会FD研修会. 2015.09.01. 3c-10 ○

2015年度履修要項. 成績および単位授与・認定について.
2015.04.01.P18-P22

3d-1 ○

立命館大学大学院スポーツ健康科学研究科博士課程学位授与に関
わる内規

3d-2 ○

学部・研究科の教育内容、履修方法などを記載
したもの（学生便覧、履修要項等） 立命館大学スポーツ健康科学研究科履修要項 3-1 ○

授業計画、科目概要など授業内容、成績評価内
容を示した冊子等（講義要項、シラバス等）

立命館大学HP. 立命館大学オンラインシラバス
http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/kyomu/gaku/onlinesyllabus
.htm 2016.02.20閲覧.

3-2 － －

年間授業時間割表
立命館大学スポーツ健康科学研究科時間割 3-3 ○

履修科目の登録に関する規則等（学部・研究科
則、学部・研究科規程等） 立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則（履修要項） 3-4 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則
（履修要項）

3-5 ○

立命館大学スポーツ健康科学部研究科研究科履修要項 3-6 ○

インターンシップ等が実施されている場合
・実施要項
・受け入れ先、実施状況が把握できる資料

インターンシップガイド2016 3-7 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則
（履修要項）

3-8 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科履修要項 3-9 ○

学習相談体制について定められた規定（学部・
研究科規程等）
オフィスアワーの内容やその周知に関する資料

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科履修要項 3-10 ○

成績の分布に関する資料
成績分布表 3-11 － －

立命館大学スポーツ健康科学研究科研究科則
（履修要項）

3-12 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科履修要項（履修要項） 3-13 ○

立命館大学スポーツ健康科学研究科「ＦＤ委員会規程」 3-14 ○

授業評価アンケート結果 3-15 － －

授業内容･方法の改善のための研修に関する定
め 立命館大学スポーツ健康科学研究科「ＦＤ委員会規程」 3-16 ○

スポーツ健康科学研究科HP.
http://www.ritsumei.ac.jp/gs_shs/. 2016.02.20閲覧.

4-1 － －

リッツネット：立命館大学の入試情報サイト. 出願につい
て.http://ritsnet.ritsumei.jp/admission/general/disability
.html 2016.02.20閲覧.

4-2 － －

立命館大学大学院入学試験要項（別冊）2015. 出願上の注意事
項. 2015.04.01 P8.

4-3 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 2016年度入学者向け大学院案
内・研究科パンフレットの編集方針. 2014.12.16.

4-4 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 2017年4月入学大学院入試方針
策定について. 2015.09.01.

4-5 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 2016年度スポーツ健康科学研究
科大学院入試教員体制および出題委員の委嘱について.
2015.04.21.

4-6 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 2016年度スポーツ健康科学研究
科入学試験（10月実施博士課程前期課程）合否判定ならびに大学
院進学奨励奨学金申請資格者の選考結果について. 2015.10.06.

4-7 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. 2015年度実施・大学院研究科合
同入試説明会（春季）について. 2014.04.21.

4-8 ○

データで見る立命館　http://www.ritsumeikan-
trust.jp/publicinfo/disclosure/date/　2016.02.20閲覧.

4-9 － －

スポーツ健康科学教授会. R2020イニシアティブ委員会のもとで
のR2020後半期課題の検討状況. 2014.04.22.

4-10 ○

スポーツ健康科学研究科委員会. R2020イニシアティブ委員会の
もとでのR2020後半期課題の検討状況. 2014.04.22.

4-10 ○

Ⅳ
（
学
生
の
受
け
入
れ
）

根拠資料
３－（４）成果

Ⅲ
（
教
育
内
容
・
方
法
・
成
果
）

成績評価基準を明示している規則等
成績評価の異議申立に関する規則等

他の大学・大学院において履修した授業科目の
単位認定に関して定めた規定（学部・研究科規
程等）

進級要件、修了要件の定め等（学部・研究科規
程等）

根拠資料

授業評価に関する定めおよび結果報告書
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現物 データ
資料の名称章 提出資料

資料形態
資料番号

学生募集要項（再掲）
立命館大学スポーツ健康科学研究科入学試験要項 4-11 ○

入学者選抜に関する規則
立命館大学入学の出願および入学手続きに関する規程 4-12 ○

入学者選抜試験に関する業務の実施体制につい
ての定め（学部・研究科規程等） 大学院入学試験執行ガイドライン 4-13 ○

入学者の多様性を確保するための工夫に関する
資料 立命館大学スポーツ健康科学研究科入学試験要項 4-14 ○

立命館大学大学院案内2017 5-1 ○

立命館大学2015年度大学基礎データ （学部8-2） ○

立命館大学2015年度大学データ集 （学部8-3） ○

大学基準協会「大学基準の解説」 （学部8-4） ○

対応法令付　点検・評価項目 （学部8-5） ○

Ⅴ
（
そ
の
他
）
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